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千葉銀行のプロフィール（平成１１年３月３１日現在）

創立 昭和１８年３月
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預金 ６兆４,０２３億円

貸出金 ５兆７,４６７億円

資本金 １,０６８億円

発行済株式数 ７７７,８７９千株

自己資本比率 （国際統一基準）９.２３％
（連結ベース）
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経営方針と課題
経営方針

当行は、千葉県という成長性の高い地域を営業基盤としていますが、産業構

造の変革、金融自由化の進展など、経営環境は一段と厳しさを増しています。

こうした中、地域トップバンクとして地域の皆さまの金融ニーズに的確にお応え

するためには、ゆるぎない経営基盤の確立が必要です。

当行では、２００１年までの経営方針を以下のように定め、経営課題の実現に

努めています。

新世紀に向けて更なる飛躍のために
「21世紀に向けて更なる飛躍を図るため、経営環境の大きな変動を前向きにとらえ、営業

基盤の一層の拡充、より強固な経営体質の構築に積極果敢に挑戦するとともに、不良資

産の解消・発生防止に万全の努力を傾け、激化する金融競争を勝ち抜いてまいります。」

経営課題

（１）総合金融サービスの強化・推進
新商品の開発、ネットワークの充実、専門スキルを持った人材育成など、高度な総合金融サ

ービスを提供できる体制づくりを進めます。

（２）取引シェアの一層の拡大
当行、当行グループ会社の機能をフルに活用して地域発展への貢献を進め、お客さまと

の広がりと厚みのある取引関係をつくります。

（３）強固な安定収益体質の構築
金融サービスを充実させるため、リスク管理の強化、組織・店舗網の見直し、資産内容の

健全化など、経営管理体制の充実を図ります。

（４）活力あふれる人材の育成
各人の能力・適性を的確に把握し、資質を活かした人材育成、人を活かす・育てる風土づ

くりを進め、お客さまのお役に立てる行員を育成します。

行動指針

１「お客さまのために」の姿勢の徹底

２ 変化への積極果敢な挑戦

３ 基本原則の徹底した遵守

４目標達成への限りない執念

経営方針２００１要旨
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経営方針と課題

ごあいさつ

平素より、千葉銀行をご利用、お引き立ていただき、まことにありがとうございます。

皆さまに、当行に対するご理解を一層深めていただくため、このディスクロージャー誌「１９９９千

葉銀行レポート」を作成いたしました。本誌では、当行の経営方針、業績、営業内容などについ

て、できるだけわかりやすくご説明することを心がけました。なお、本年度から、当行グループの

連結情報も掲載しておりますので、ご参考にしていただければ幸いに存じます。

当行は昨年度、不良債権処理のため遺憾ながら損失を計上しましたが、これにより資産内

容は健全化し、金融新時代に向けた前向きな戦略に取り組むための十分な体制を整えること

ができました。何とぞご理解を賜りますようお願い申し上げます。

さて、わが国金融界では、規制緩和の進展により、業態を超えた競争が激化し金融再編の

動きも一段と進むことが予想されます。こうした環境変化に的確に対応するため、当行は引き

続き経営の健全性を向上させてまいりますとともに、さまざまな利便性の高い商品・サービスの

ご提供を通じ、地域の皆さまのご期待にお応えしてまいる所存でございます。

今後とも、皆さまの一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。

平成１１年７月

取締役会長

玉置　孝
取締役頭取

早川　恒雄

取締役会長

取締役頭取



経営方針と課題
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当行は、経営の健全性・透明性をより向上させるとともに、

地域のお客さまに質の高い金融サービスをご提供して、

お客さまにすべての点でご満足いただける銀行を目指してまいります。

経営の健全化について

当行は、更なる景気後退リスクにも対応可

能なより強固な安定収益体質を構築するた

めに、平成１０年度、可能な限りの不良債権

処理を行い、その結果、資産内容の健全化

は一段と進みました。

一方、預金・貸出など、銀行本来の業務に

よる利益は順調に推移しています。また、積極

的な機械化投資によって引き続き業務の合理

化・効率化を図っており、収益性は向上しまし

た。経営効率を示す指標であるＯＨＲ（業務粗

利益に対する経費の割合）もさらに改善し、地

銀トップクラスの高い効率性を維持していま

す。このような強い収益力を背景に、新業務

への進出や不良債権処理などの直面する課

題にも、常に前向きに取り組んでいます。

これからも、従来に増してリスク管理の高度

化に努め、経営の健全性をより向上させると

ともに、的確なディスクロージャーを行うことで、

お客さまや市場から高く評価される銀行を目

指してまいります。

地域金融機関としての役割について

当行は地域金融機関として、地域経済・社

会の発展に貢献していくことが重要な役割と

認識しています。千葉県内に支店・出張所な

どの店舗を１５２か店、また店舗外ＡＴＭ・CDコ

ーナーを３０２か所（平成１１年６月末現在）と、

他のどの銀行よりも多い営業拠点を有し、お

客さまにとって身近な銀行となりますよう利便

性の向上に努めています。

また、当行は地域金融機関として、地域の

皆さまに必要な資金を円滑に供給するという

役割を有しています。中小企業のお客さまに



は、一般のご融資をはじめ、県・市町村の制

度融資などを、個人のお客さまには、目的にあ

わせてご利用いただけるローンを積極的にご

提供しており、多くの皆さまにご利用いただい

ています。その結果、全貸出金に占める千葉

県内貸出金の比率は昨年３月末の８４.０％か

ら、この３月末は８５.８％へと高まっており、地

域に密着した貸出構成となっています。

このように、お客さまの資金需要に積極的

にお応えしたり、有利な運用商品をご紹介し

たりすることはもちろんのこと、当行スタッフの

有する専門的な知識と経験、豊富な地域情報

を活かし、財務や企業経営に関するさまざま

なアドバイスも行っています。

地域に貢献し、地域とともに発展していくと

いう当行の姿勢は、現在のように金融環境が

激しく変化する中にありましても変わることは

ありません。今後ともあらゆる面から、地域経

済・社会の一層の発展のために貢献してまい

ります。

自己資本の充実について

早期是正措置の実施に伴い、銀行には一

定水準以上の自己資本比率を維持すること

が求められています。また、銀行の健全性を

図る指標としても、自己資本比率の注目度は

高まっています。

当行は、健全経営の基本である自己資本の

充実を積極的に進めており、この３月末の国

際統一基準による自己資本比率は９.２３％(連

結ベース)と、十分な水準を確保しています。

今後とも、基盤の拡充や業務の効率化を進め

ることで、収益力をさらに強化し、自己資本を

一層充実させてまいります。

業務体制の整備について

当行では、地域金融機関としてさらに盤石

な経営基盤を構築するために、この６月、大幅

な組織改定を行いました。

改定の狙いは、第一に、監査機能の一層の

充実を図り、法令遵守に関する統括部署を明

確にするとともに、拡大・多様化しつつあるリ

スクへの管理体制をより強固にするため、第

二に、業態を超えた金融再編等を前にして、

お客さまに対し最適なサービスをより迅速に

提供できる体制を構築するためです。

組織改定の概要は、以下のとおりです。

A監査体制を強化するため監査部を新設しま

した。その部内室として法令等遵守を統括

する「コンプライアンス統括室」、資産の自

己査定を行う「資産監査室」を設置し、業務

全般の検査を行う従来の検査部を同部内の

「検査室」としました。

B信用リスクや市場リスクなどのさまざまなリ

スクの統合・管理を行う部署として、経営企

画部内の「リスク管理室」を「統合リスク管理

室」に名称変更しました。

Cお客さまのニーズに的確かつ迅速に対応し

ていくために、本部営業組織を再編成し、「営

業企画部」など6部を廃止して「営業統括部」

「法人部」「個人部」を新設しました。

（改定後の新しい本部組織につきましては、４１

ページをご参照ください）

今後とも、地域の皆さまに質の高い金融サ

ービスをご提供するために、常に金融経済環

境に最も適合した体制づくりを進めてまいり

ます。
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当行は、不良債権の発生防止に努めるとともに、十分な引当金の

計上や不良債権の流動化など、その処理を積極的に行っています。

お客さまに安心してお取引きいただけますよう、

引き続き不良債権の積極的なディスクローズに努めてまいります。

不良債権の処理について

早期是正措置制度の導入に伴い、金融機

関は、貸出金などの資産の健全性を自ら査定

し(「自己査定」といいます)、痛んだ資産につ

いては償却・引当を実施しています。

当行は金融監督庁が示した「金融検査マ

ニュアル」の考え方などを踏まえ、不良債権の

償却・引当基準をより厳格にし、予防的引当

も含め手厚い処理を行いました。これにより、

更なる景気後退によって考えられる貸倒リス

クに対しての備えができました。

今後とも、担保の売却や債権流動化等によ

り不良債権の最終処理を進めるとともに、信

用リスク管理体制を充実させて新たな不良債

権の発生防止に努め、資産内容の一層の健

全化を進めてまいります。

開示項目の拡充について

１.リスク管理債権の開示

不良債権のディスクロージャーについては、

昨年度から従来に比べて対象範囲を大幅に

拡大したリスク管理債権（「破綻先債権」、「延

滞債権」、「３カ月以上延滞債権」、「貸出条件

緩和債権」）を開示しています。この債権は、利

払いの停止や減免の状況等に基づいて抽出

したもので、当行は従来から開示していました

が、この３月期からは銀行法施行規則第１９条

の２に基づき開示が義務づけられています。

２.「金融機能の再生のための緊急措置に

関する法律」に基づく債権の開示

「金融機能の再生のための緊急措置に関

する法律」(以下、「金融再生法」と略します）

に基づく債権の開示とは、金融機関の有する

債権について、債務者の財政状態・経営成績

等に着目して「破産更生債権およびこれらに

準ずる債権」「危険債権」「要管理債権」「正常

債権」に区分し、同法施行規則第５条に基づ

き公表するものです。地方銀行については、

平成１１年９月期から開示が義務づけられます

が、当行は情報開示に前向きに取り組むとい

う方針に基づき、この３月期から開示を行って

います。なお、この債権は、対象債権を貸出金

のほか債務保証など与信額全体に広げたも

のとなっています。

経営方針と課題―千葉銀行の課題と取り組み

不良債権への取り組みについて

「リスク管理債権」（「破綻先債権」、「延滞債権」、
「３カ月以上延滞債権」、「貸出条件緩和債権」）

７２ページをご参照ください

「金融再生法に基づく開示債権」（「破産更生債
権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要
管理債権」「正常債権」）

７２ページをご参照ください

「リスク管理債権」と
「金融再生法に基づく開示債権」の関係

「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」が
「破綻先債権」と「延滞債権」の一部に、「危険
債権」が「延滞債権」・「３カ月以上延滞債権」・
「貸出条件緩和債権」の一部に、「要管理債権」
が「３カ月以上延滞債権」・「貸出条件緩和債
権」の一部に、それぞれ相当します。

「リスク管理債権」、並びに「金融再生法に基
づく開示債権」は、ともに担保・保証等による
保全の有無にかかわらず開示対象としていま
す。したがいまして、この開示額は回収不能額
を表すものではありません。

平成９年度 平成１０年度

破綻先債権 ３６０ ２３１

延滞債権 ９１８ １,３６０

３カ月以上延滞債権 ２７６ ２２６

貸出条件緩和債権 ２５６ １,０６７

合計 １,８１２ ２,８８５

平成１０年度

破産更生債権およびこれらに準ずる債権 １,２７９

危険債権 １,３９８

要管理債権 ２７６

合計 ２,９５３

(注)延滞債権は、資産の自己査定結果に基づき貸出金の未収利息を収益不計上としたため、従来の税法基準
に比べて増加しました。また貸出条件緩和債権は、債務者の再建・支援を目的に貸出条件を緩和した債
権ですが、今般これらについて、貸出金利水準等に関係なく幅広く対象としたことにより増加しました。

(注)平成10年度から開示しています。

リスク管理債権

「金融再生法」に基づく開示債権（除く正常債権）

(単位：億円)

(単位：億円)



取組体制

当行は頭取を委員長とした「コンピュータ西

暦２０００年問題対策委員会」と、その下部組織

「コンピュータ西暦２０００年問題対策プロジェ

クトチーム」を設置し、対応策の協議・検討を

行うとともに、全行的な対応状況を一元管理

しています。

対応状況

当行が西暦２０００年問題の対象とするシス

テムおよび機器は、当行が保有するすべての

事務システム（勘定系、情報系システム等）と

マイクロコンピュータ搭載機器類（自動貸金

庫、ファクシミリ、エレベーター、自動シャッター

等）としています。

勘定系等の基幹システムのうち、自行で開

発したシステムについては、必要な改修およ

び内部テストを終了し、他社が開発したシステ

ムについては、開発元に西暦２０００年に対応

済である旨の確認を行うとともに、内部テスト

を終了しました。

また、基幹システム以外の事務システムお

よびマイクロコンピュータ搭載機器について

も、上記と同様の対応を行い、ほぼ終了して

います。

本問題への対応のための費用は約６億円

となる見込みで、主な内容は、対応に必要な

人員の確保、修正・テストの実施にかかる費

用です。その他に勘定系・情報系システムに

つきましては、西暦２０００年対応済みのハード

ウェアに更新しました。これに要した費用は約

３４億円で、すでに全額支出済みです。

お客さまへの対応

西暦２０００年問題は、当行のみならず、お客

さまへも重大な影響を及ぼしかねない問題で

あると認識しています。お客さまと回線で接続

しているシステムなどについて幅広く接続テ

ストを実施いたしますとともに、ご質問には積

極的にお答えしています。

コンティンジェンシープラン

（危機管理計画）

西暦２０００年問題においてはさまざまなリス

クが考えられます。電力、交通など社会的イン

フラや決済システム障害などを含め、当行は

万一の事態に備える対応策として「危機管理

計画」の取りまとめを終えたところです。

今後の対応方針

当行は、今後とも経営陣が積極的に関わ

り、自行システムだけにとどまることなく、西暦

２０００年問題により引き起こされるさまざまな

リスクを勘案し、西暦２０００年の到来に向け、

着実かつ的確に対応してまいります。

7

当行では、西暦２０００年問題を、当行全般に関わる

経営の最重要課題と認識し、経営陣が積極的に関わり、

全行的な体制で対応しています。

経営方針と課題―千葉銀行の課題と取り組み

西暦2000年問題への取り組みについて

西暦２０００年問題とは

コンピュータでは、「年」を西暦の下２桁

で表示することが一般的に行われてき

ましたが、このままですとコンピュータが

西暦２０００年の表示「００」を１９００年と誤

って認識し、さまざまな種類の誤処理

（A日付の表示順位が逆転する B誤

った金利計算を行う C 保存期限を指

定したデータファイルが消去され、仕入

れ・在庫等の管理ができなくなる Dシ

ステム自体がダウンする等）をもたらす

可能性があるという問題です。
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経営方針と課題―千葉銀行の課題と取り組み

コンプライアンス体制の確立について

当行の法令等遵守体制

銀行は高い公共性を有し、広く経済・社会

に貢献していくという重大な責任を負っていま

す。その社会的責任と公共的使命を果たして

いくには、銀行取引に係るさまざまな法令の遵

守、銀行内の諸規定、その他社会生活を営む

うえでのあらゆる法令やルールを遵守し、社

会的規範にもとることのない誠実かつ公正な

企業活動の遂行が必要です。こうした法令や

ルールの遵守が、コンプライアンスといわれて

いるものです。

当行では、コンプライアンス体制を確立する

ことで、皆さまから一層の信頼をいただけるも

のと考えています。そこで、法務問題を一元管

理する体制を強化するために、この６月の組

織改定で、これまで総務部内にあった「法務

室」を、監査部内の「コンプライアンス統括室」

に改め、コンプライアンス統括部署としての位

置付けを明確にしました。同室では、法令等

遵守に関する事項を統括し、コンプライアンス

に関する規定の整備、法務関連情報の収集・

管理、行員の研修、営業店・本部に対するサ

ポートを行っています。

さらに、反社会的勢力の介入には、毅然と

した態度で臨み、銀行をあげて徹底してこれ

を排除しています。

行員の行動指針の制定

当行は、法令等遵守体制を一層強化する

ために、行員向けの規定「コンプライアンスの

手引」を発刊し、全行員に配布し定着を図っ

ているほか、「コンプライアンス担当者制度」を

定めています。

「コンプライアンスの手引」は、「当行の企業

倫理」、「具体的行動」などから構成されてお

り、公正な業務活動、情報管理など、行員ひ

とりひとりが日々の行動において留意しなけ

ればならない点について解説し、法令等遵守

の浸透・徹底、非倫理的行動の撲滅に努めて

います。

また、すべての営業店や本部各部に「コン

プライアンス担当者」を配置し、反社会的勢力

への対応に関する事項の管理、コンプライア

ンスについての行員教育等に努めており、業

務遂行において法令等の遵守を徹底してい

ます。

当行では、行員の法令等遵守の基本姿勢の制定、反社会的勢力

の介入の排除など、従来からコンプライアンス体制を経営の

最重要課題のひとつと位置付けています。

千葉銀行の企業倫理

（揺るぎない信頼の確保）
１.千葉銀行は、銀行の持つ社会的責任と公共
的使命の重みを常に認識し、自己責任に基
づく健全かつ適切な業務運営を通じて、社会
からの揺るぎない信頼を確保していくことを
宣言する。

（法令やルールなど基本原則の徹底した遵守）
２.千葉銀行は、あらゆる法令やルールを厳格に
遵守し、社会的規範にもとることのない、誠
実かつ公正な企業活動を遂行することを宣
言する。

（反社会的勢力との対決）
３.千葉銀行は、市民社会の秩序や安全に脅威
を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる
反社会的勢力や団体とは断固として対決す
ることを宣言する。

（透明な経営）
４.千葉銀行は、経営情報の積極的かつ公正な
開示を図り、透明な経営に徹することを宣言
する。



当行は、地域に根ざし、地域とともに発展

し、地域社会のために真にお役に立てる銀行

になるために、営業力の強化や経営効率の改

善だけでなく、地域の皆さまからの末永い支

持・厚い信頼を得ること、並びに地域の成長

に貢献していくことも大変大きな役割であると

考えています。

こういったことを背景としまして、当行では

頭取を委員長とした「ＣＳ向上委員会」を組織

し、全行レベルでのＣＳ向上活動「ベストプラ

クティス’９９」を展開しています。商品・サービ

スに対する正しい説明、正確・迅速な手続き

といったことに加え、心のこもった応対、清潔

で手入れの行き届いたロビーなど、お客さま

にご満足いただけるための活動を継続してい

ます。

また、お客さまから寄せられたご意見・ご要

望につきましては、関連する本部各部・営業店

に伝達し、商品・サービスの改善、開発、ご提

供の際の貴重なご意見として役立たせていた

だいているほか、本部各部・営業店がそれぞ

れの立場から「お客さま満足度向上」につい

て意見を交換しており、お互いに協力・協調

しながらＣＳ向上策を企画・運営し、地域のお

客さまから真に信頼される銀行づくりを進めて

います。

9

経営方針と課題―千葉銀行の課題と取り組み

CS向上活動について

当行では、お客さまにご満足いただけるよう、

役職員全員が明るい店頭づくりや新しい商品・サービスの

開発、提供に積極的に取り組んでいます。

行員ひとりひとりがＣＳ向上活動に
取り組んでいます。

CS…Customer Satisfaction
（お客さま満足）

ＣＳ企業行動指針

bＣＳ（お客さま満足）

bＥＳ（従業員満足）

bＳＳ（社会満足）

ＣＳ行員行動指針

bお客さまに感謝をしよう

bお客さまの期待に応えよう

bお客さまに感動を与えよう



10

統合リスク管理

銀行が経営の健全性を維持していくために

は、信用リスク、市場リスクなどのリスクを個々

に管理するだけでなく、それらのリスクを一元

的に把握し、銀行全体として許容できる範囲

内にコントロールしていくことが必要です。そこ

で、この６月、経営企画部内の「リスク管理室」

を「統合リスク管理室」とし、リスクの一元的管

理・コントロール機能を付与しました。

今後は、信用リスク、市場リスクなどの個別

のリスク管理をさらに充実させるとともに、リス

クを一体的に管理する体制をとおして、経営

資源を最も適切に配分できるような体制を構

築してまいります。

信用リスク管理

信用リスクとは、貸出先の財務状況の悪化

等により、貸付元本や利息が回収不能になる

リスクをいい、銀行業務の大宗を占めるリスク

です。当行は、新たな不良債権の発生を防止

し、資産の健全性の向上を図るべく、信用リ

スク管理の厳正化に総力をあげて取り組んで

います。

当行では、審査管理部門と営業推進部門

とを従来から分離しています。「審査部」が与

信管理部門として、個別案件ごとに、審査基

準にしたがい厳正な審査を行っています。ま

た、企業格付制度の導入により、貸出先の統

一的、客観的、継続的な審査が可能な体制を

とっています。「統合リスク管理室」は信用リス

クを集約する立場から、特定の業種または特

定のグループに対する与信集中の状況など

の管理や、信用リスク計量化に取り組んでい

ます。また、「監査部資産監査室」は、企業格

付の正確性を検証し、常に格付精度の向上

を目指しています。

資産監査についても、万全な体制で臨んで

います。営業店では、資産の自己査定を「資

産自己査定規定」に基づいて半年ごとに行

い、その内容を本部貸出承認部門(「審査部」

等）がチェックした上で、さらに「資産監査室」

が厳正に監査しています。この結果に基づき、

問題のある債権について適正な償却・引当を

実施し、資産の健全性・安全性を向上させて

います。

人材の育成にも力を入れています。本部に

おける集合研修や審査部トレーニーの実施、

職場内教育による実践的な与信管理の指導

などで審査力の向上を図り、全行的な規模で

信用リスク管理能力の向上に努めています。

市場リスク管理

市場リスクとは、金利、有価証券の価格、為

替等の変動によって、保有資産の価値が変動

し、損失が発生するリスクのことです。特に最

近では、金融のグローバル化の進展に伴い、

金利・為替等の市場リスクに晒される資産や

負債が増加し、市場リスク管理の重要性が一

経営方針と課題

リスク管理体制

金融グローバル化の進展、デリバティブ商品に代表される

金融技術の革新等により、銀行の内包するリスクは拡大・多様化しています。

このような環境の中、当行では、経営の健全性を向上させるために、

リスク管理体制の強化に努めています。



11＊VaR：過去データを基に、統計的に推計された想定最大損失額(トレーディン
グ商品の保有期間を１０日とし、９９％の事象をカバーする信頼水準で算出）。

トレーディング取引のＶａＲ

層増しています。

バンキング取引（預金・貸出金等、銀行本

来の取引）の市場リスクについては、ＡＬＭ管

理（資産・負債総合管理）体制を導入してお

り、リスクの極小化と収益の極大化を指向し

ています。頭取を委員長とするＡＬＭ委員会

を定期的に開催しており、金利リスク、価格変

動リスク等について、きめ細かい対応策を協

議・決定し、組織全体としてのリスク管理を行

っています。

一方、トレーディング取引（短期的な金利・

価格変動等をとらえ収益確保を目指す取引）

の市場リスクについては、取引限度額の設定

やロスカットルールの運用により、リスクの限定

を行っています。また、日 Ｖ々ａＲ（想定最大損

失額）を推計し、大きな損失の発生を未然に

防いでいます。

組織面では、取引を行う部署を「市場営業

部」、リスク管理部署を「経営企画部統合リス

ク管理室」と完全に分離し、十分な行内牽制

に当たる体制をとっています。また、「統合リス

ク管理室」では、市場性リスクを日々モニタリ

ングし、経営に報告しています。

流動性リスク管理

流動性リスクとは、予期しない資金の流出

等のため資金が不足し、割高な金利での資金

調達を余儀なくされることなどによって、損失

が発生するリスクのことです。

当行では、「市場営業部」が資金繰り管理

部門として日々適切な資金繰り管理を実施

し、不測の事態の発生を未然に防止していま

す。また、「統合リスク管理室」は、資産や負債

のさまざまな変化が資金繰りに与える影響を

早期に把握し、流動性リスクの管理を行って

います。

事務・システムリスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠

る、あるいは事故・不正等を起こすことで損失

を被るリスクです。当行では、基本に則った厳

正な事務に努めています。「事務企画部」が、

現金・手形・通帳など重要物の取り扱いに係

る事務手続きの厳正化、営業店等の事務管

理体制のチェック、事務水準向上のための研

修制度の充実などを行うとともに、営業店では

厳正な事務処理を行っており、事故の未然防

止に努めています。

システムリスクとは、コンピュータシステムの

障害等に伴い損失を被るリスクです。当行で

は、万一の事故に備えて、万全な体制を整え

安定稼働させています。ハードウェアや回線を

二重化し、障害時には速やかにもう一方に切

り替えて業務を継続できる仕組みとしている

ほか、データの厳正な管理、不正使用防止、

大規模災害に備えた規定の整備など、防災・

防犯体制には万全を期しています。

さらに、行内検査体制のもとで、「監査部検

査室」がすべての営業店および本部各部に

年１回以上立ち入り、厳格な基準のもと、業務

全般にわたる検査やコンピュータシステムの監

査を実施しています。これらの検査結果を、各

営業店や本部に的確に通知するとともに、取

締役会に定期的に報告し、業務改善に反映

できる仕組みとしています。
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当行では、厳しい環境のもと総力を挙げて業績の伸展に努め、

経営の効率化に取り組んでまいりました。しかし、より強固な安定収益体質を

構築するために、可能な限り不良債権の償却・引当等を行いましたため、

平成１０年度は損失を計上しました。なお、銀行本来の業務による

利益は順調に推移していますので、平成11年度の業績は黒字となる見込みです。

業績と営業のご報告
平成10年度 業績のご報告
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経営環境

当期のわが国経済を振り返りますと、個人

消費や設備投資など民間最終需要が低調に

推移し、鉱工業生産も総じて低水準にあるな

ど、景気は低迷状態が続きました。千葉県経

済も、国内経済の動きとほぼ同様、厳しい局

面にありました。

金融環境をみますと、長期金利が一時上昇

する局面もみられましたが、長短金利とも期を

通じて低水準で推移しました。株式市況も総

じて低調で、期末には若干持ち直したものの、

日経平均株価は１万５千円台にとどまりました。

資産の状況

貸出金につきましては、地域金融機関として

地域に密着したきめ細かい営業活動を展開、

千葉県内を中心に中小企業や個人のお客さ

まの資金ニーズに積極的にお応えした結果、

千葉県内の貸出金は前期末比６３４億円増加

し４兆９,３４７億円となりました。しかし、県外や

海外貸出金が減少したことから、総体では、前

期末比４６３億円減少し、５兆７,４６７億円となり

ました。

有価証券は、前期末比１,３３１億円減少し、

９,２０４億円となりました。また、特定取引資産

の残高は１,８６６億円となりました。

負債・資本の状況

預金につきましては、新商品・サービスの提

供、給与振込・年金受取口座の獲得などを積

極的に進めました結果、個人預金は前期末比

１,１６８億円増加し、４兆６,３０５億円となりまし

た。しかし、公金預金や海外預金が減少した

ことから、総体では前期末比１３億円減少し、

６兆４,０２３億円となりました。

特定取引負債の残高は４４億円となりました。

資本の部は、前期末比４１４億円増加し

３,０５７億円となりました。

ＢＩＳ（国際決済銀行）自己資本比率は、前

期末比０.３５ポイント上昇して９.２３％（連結ベー

ス）となり、引き続き国際統一基準（８％以上）

を十分に上回る水準を確保しました。
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損益の状況

預金・貸出など銀行本来の業務による収益

は、資金の効率的な運用・調達や、経営全般

にわたる合理化の推進により経費の圧縮に努

めましたことから、一般貸倒引当金繰入前の実

質業務純益は５９７億円と順調に推移しました。

前期比では５５億円の減少となりましたが、これ

は前期に債券関係損益１２０億円を計上した

ことによるものです。なお、当期の業務純益は、

償却・引当基準の見直しを行い、貸倒引当の

大幅な積み増し等を実施したことから一時的

に減少し、３３７億円となりました。

さらに、個別貸倒引当金や投信関係損失の

計上等を行いました結果、経常損失は９０２億

円、当期純損失は５２７億円となりました。

なお、当期より関係諸法令に基づき税効果

会計を導入しています。これに伴い、当期未

処分利益は３２０億円となりました。

配当金・配当政策

当行は、銀行業の公共性に鑑み、健全経営

を確保するため内部留保の充実を図るととも

に、安定的な配当を継続し、株主の皆さまの

ご支援に報いてまいりたいと考えています。

当期は損失を計上しましたが、この損失は、

不良債権処理による一時的なものであり、今

後の業績は堅調に推移することが見込めます

ことから、期末配当金につきましては、前期同

様１株当たり２円５０銭として定時株主総会の

承認をいただきました。この結果、１株当たり

の年間配当金額は５円（うち中間配当金２円

５０銭）となりました。

対処すべき課題

当行は当期、可能な限りの予防的な償却・

引当等を実施したことで、資産の健全性を向

上させ、これからの金融新時代に向けた前向

きな戦略に取り組む十分な体制を整えること

ができました。今後とも、なお一層の合理化・

効率化を徹底し、収益力の強化に努めるとと

もに、リスク管理をより高度化し、経営の健全

性を確固たるものとしてまいります。

激化する競争に勝ち抜いていくために、お

客さまの高度化・多様化する金融ニーズにお

応えして、先進的な商品・サービスをご提供し、

真にご満足いただける銀行となりますよう、最

大限の努力を尽くしてまいります。
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「テレフォンバンキング」の

取り扱い開始

平成１０年１０月からスタートした「ちばぎんテ

レフォンバンキング」は、お客さまにとって最も

身近な通信手段である電話により、ご自宅、オ

フィス、外出先、どこからでもお待ちいただくこ

となくスピーディーに、お取引きができるとても

便利なサービスです。営業時間も、朝９時から

夜９時までと１２時間営業しています。利用手

数料や通話料は無料です。（振込時には、振

込手数料が必要です。また、電話機の種類に

よりましては、ご利用いただけない場合があり

ます。）

● サービスの内容

定期預金、外貨預金などの作成、新規口座

の開設や振込・振替、ローン、年金、その他サ

ービスのご相談のほか、今年４月から投資信

託の取り扱いがスタート（当行ですでにご購入

いただいている同一ファンドの２回目以降のご

購入・解約の受付）し、さらに便利になりました。

「インターネットバンキング」の

取り扱い開始

平成１１年６月からスタートした「ちばぎんイ

ンターネットバンキング」は、インターネットを利

用して平日、土・日・祝日の２４時間の銀行取

引ができるサービスです。取扱業務は振込・

振替、取引明細照会、残高照会でスタートしま

すが、今年の８月には定期預金預入れ、公共

料金口座振替契約の申し込み、住所変更の

届出を追加する予定です。

これからも情報化社会の進展に対応し、お客

さまの身近な通信手段を利用した商品・サー

ビスの充実に積極的に取り組んでまいります。

「ＡＴＭ・ＣＤコーナー」の充実

当行は、従来からＡＴＭ・ＣＤコーナーの充

実、機能強化に積極的に取り組んでいます。

平成１１年６月末現在で、店舗外のＡＴＭ・ＣＤ

コーナーは３０５か所となり、有人店舗のＡＴＭ・

ＣＤコーナー１６０か所を合わせて、４６５か所の

ＡＴＭ・ＣＤコーナーがご利用いただけます。

また、平日稼働時間の延長や、土・日・祝日

の入金業務の一部取り扱い開始により、さらに

利便性の向上を図りました。

「柏ローンプラザ」の新設

平成１０年７月、平日にご来店できないロー

ン相談ニーズのあるお客さまに対応し、一層

の利便性向上を図るため、ＪＲ常磐線柏駅東

口前に「柏ローンプラザ」（柏支店柏駅前出張

所）を新設いたしました。

当プラザでは、平日は１０時から１８時まで、

土・日・祝日は１０時から１７時まで、住宅ロー

ンや、マイカーローン、カードローンなど各種ロ

ーンの相談業務を行っています。

２１世紀に向けて発展し続ける千葉県。

当行は、地域の皆さまのあらゆるニーズに対応した

総合金融サービスをご提供する「地域のユニバーサルバンク」を

目指し、積極的な業務展開を行っています。

業績と営業のご報告

ちばぎんトピックス

平日の午後１１時まで
「お引出し」ができる店舗

店舗：浦安支店、行徳支店、
津田沼駅前支店、蘇我支店、
千葉駅前支店、稲毛東口支店、
五井支店

店舗外：ＪＲ市川駅、東武百貨店船橋店、
柏駅前、松戸東口、ＪＲ千葉駅、
ＪＲ新検見川駅、ＪＲ本八幡駅前パティオ

平日の午後９時まで
（下記＊印の店舗は午後８時まで）

土・日・祝日の午後５時まで
「お預入れ」ができる店舗

店舗：市川支店、＊船橋支店、
津田沼駅前支店、＊柏支店、
松戸支店、＊中央支店、四街道支店、
稲毛支店、五井支店、茂原支店、
＊東金支店、＊八千代支店

テレフォンバンキングセンター

柏ローンプラザのオープン
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「ポイントサービス『ひまわり宣言』」の

取り扱い開始

平成１０年１０月より、「ちばぎんポイントサー

ビス『ひまわり宣言』」の取り扱いを開始しま

した。ポイントサービスは、お客さまのお取引き

をポイント化し、そのポイントの合計数に応じて

３段階のステージごとに、さまざまな特典をご

提供しています。お申し込みは無料です。

●特典の内容（ポイント数によって異なります）

◎カードローン、フリーローン、マイカーローン、

リフォームローン、スーパー教育ローンの金

利を優遇します。

◎当行のＡＴＭに限り、時間外手数料が無料

になります。また、トラベラーズチェック発行

手数料が最大５０％割引になります。

◎年金、税務、資金運用の無料電話相談を行

っています。

◎年２回、抽選により素敵なプレゼントが当た

ります。

「投資信託『ベストオーダー』」の

取り扱い開始

平成１０年１２月から、投資信託の取り扱い

を開始しました。

当行では、全店（大阪支店および出張所を

除く）に投資信託専用窓口を設置し、お客さ

まのさまざまな資産運用の目的にあわせてお

選びいただけるよう１６銘柄をご用意し、「ちば

ぎん投資信託『ベストオーダー』」として販売し

ています。

専用窓口では、パソコンを使ったポートフォ

リオ診断サービスを実施し、資産運用をトータ

ルにお手伝いしています。

「ホームページ」の充実

インターネットの「ちばぎんホームページ」で

は、当行の決算・財務内容をはじめ、各種商

品・サービスについて掲載しています。また、

「エリアインフォメーション」メニューとして、リア

ルタイムのお天気情報と合わせた地域のレジ

ャー情報をご提供しています。シーズンメニュ

ーでは、従来からご提供している「お花見情

報＆レジャー情報」「潮干狩＆磯遊び情報」「マ

リン情報」「紅葉＆温泉情報」「フィッシング＆

行楽情報」に、本年から新たに「あじさい＆花

菖蒲情報」を加え、お客さまにご好評をいただ

いています。

「新しい外貨預金」の取り扱い

当行は、お客さまの外貨での運用ニーズに

お応えするため、「スーパー外貨定期預金」に

加え、平成１０年５月に、金利オプションを組み

合わせた外貨定期預金「ちばぎんデジタル外

貨定期預金」の取り扱いを開始しました。ま

た、同年８月と１１月には、通貨オプションを組

み入れて為替リスクを抑えるとともに、円ベー

スでの高利回りが期待できる「ちばぎん為替

特約付外貨定期預金『千両箱』」「ちばぎん円

高対応型外貨定期預金『千里眼』」の取り扱

いをそれぞれ開始しました。

新広報誌「ラウンジ」の創刊

「ラウンジ」は、金融ビックバンが進展するな

かで、お客さまにタイムリーで的確な当行の情

報をお伝えし、当行をよく知っていただくため

に平成１１年2月に創刊しました。

当行の情報と、お客さまに役立つ楽しい情

報をご提供しながら、お客さまと当行との双方

向のコミュニケーションを図る内容とし、年4回

発刊します。

「ホームページ」
http:// www.chibabank.co.jp/

広報誌「ラウンジ」



ちばぎんアートギャラリー

千葉県の芸術・文化の振興と紹介を目的

に、平成２年６月、ちばぎん日本橋ビルの２階

に常設の画廊「ちばぎんアートギャラリー」を開

設しました。県内在住作家を中心に、洋画・

日本画・陶芸など優れた作品を展示し、お客

さまにご鑑賞いただいています。

ちばぎんひまわりコンサート

地域の皆さまとのふれあいのため、平成元

年より「ちばぎんひまわりコンサート」を開催し

ています。今年度も５月にちばぎんおゆみ野

ホールで開催し、おかげさまで１１回目を迎え

大変ご好評を得ています。今年度はさらに8月

に千葉市、１０月に松戸市、来年１月に市川市

にて開催する予定です。

「千葉県少年野球大会」

「千葉県ジュニアユースサッカー

選手権大会」に協賛

当行は、健全な青少年の育成と、地域社会

のスポーツ振興を支援することを目的に、「千

葉県少年野球大会」と「千葉県ジュニアユー

スサッカー選手権大会」にそれぞれ協賛して

います。全県規模で行われる両大会には、大

勢の少年が参加し力一杯伸び伸びとプレー

を行いました。また、開会式では、当行のクラ

ブサークルである「ちばぎんライトミュージック」

が入場行進の演奏を行いました。

ちば環境文化賞

平成４年度に千葉日報社と共同で創設し

た「ちば環境文化賞」は、自然保護や生活環

境の向上に努めた個人・団体を顕彰してい

ます。平成１０年度は、流山市内でオオタカの

住む森を守る活動をしている「流山自然観察

の森を実現させる会」をはじめ、６団体に賞が

贈られました。

ひまわり基金

「ひまわり基金」は、当行が平成４年に創設

した基金で、財団法人千葉県福祉ふれあい財
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当行は、千葉県内のリーディングバンクとして、銀行業務を通じて

公共的役割を果たすとともに、地域社会の一員として、

さまざまな文化活動、スポーツ大会やベンチャー企業の育成・支援

などを通じて、地域文化の充実や豊かな社会づくりに

積極的に取り組んでいます。

業績と営業のご報告

地域貢献活動

ちば環境文化賞の表彰式

第11回ちばぎんひまわりコンサート

ちばぎんアートギャラリー



団が管理・運営しています。基本財産は１億

円で、高齢者の生きがいと健康づくりに向け

た事業に活用しています。

ちばぎんフィルムライブラリー

ちばぎんフィルムライブラリーは、当行が創

立２０周年を迎えた昭和３８年にスタートした活

動です。歴史・地理・アニメーションなど幅広

い分野の１６ミリフィルム４４０本と映写機２４台、

また社員教育用などのビデオ約５０作品をそ

ろえ、本支店の窓口を通じて、保育園や幼稚

園・子供会などの皆さまに無料で貸し出して

います。

「千葉県ベンチャー企業経営者

表彰事業」に協力

「千葉県ベンチャー企業経営者表彰事業」

は、千葉産業人クラブが平成８年に創設し、

当行が協力している事業です。この事業は、

卓越した企業家スピリットで独自の経営を展

開しているベンチャー企業の経営者を表彰

し、千葉県の経済・社会の発展に寄与するこ

とを目的としています。

投資事業組合「ひまわり

ベンチャーファンド」を組成

平成９年５月、当行とちばぎんキャピタルñ

などちばぎんグループ各社の出資で、地元ベ

ンチャー企業の資金ニーズにお応えするため

の投資事業組合「ひまわりベンチャーファンド」

を組成しました。投資企業に対し、株式公開

に至るまでのさまざまな支援を行っています。

財団法人ひまわりベンチャー育成基金

平成１０年１０月に、ベンチャー企業の支援・

育成を通じて、千葉県経済の健全な発展と活

性化に寄与することを目的に、úひまわりベ

ンチャー育成基金を設立しました。当財団の

基本財産を全額当行が出捐し、当行と賛助会

員の寄付金により運営しています。事業内容

は、助成金の交付や、インキュベーター施設に

入居する企業への入居補助金の交付、また、

各種相談やセミナー講演会の開催など、ベン

チャー企業のニーズにお応えしています。平

成１０年度は、７社に助成金を、５社に家賃補

助金をそれぞれ交付しました。また、３月には、

経済講演会を開催し３００人以上の方々が聴

講されました。

財団法人 千葉経済センター

当行が創立３０周年を迎えた昭和４８年に設

立されたú千葉経済センターは、バランスのと

れた地域経済の発展に向けて、独自の調

査・研究をもとに、季刊誌「ちば経済季報」を

発行し、千葉県内の産業や経済のさまざまな

側面を分析・レポートしています。

財団法人 千葉県福祉財団

ú千葉県福祉財団は、昭和２８年の創立

１０周年記念事業のひとつとして設立されまし

た。平成１１年３月末の総資産は約６億円とな

っており、社会福祉事業に対する資金の貸付

などを通じて、各種厚生事業の発展助成や県

民福祉の向上に寄与しています。
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「財団法人ひまわりベンチャー育成基金」
助成金交付式

ちばぎんフィルムライブラリーによる映写会



18

業績と営業のご報告

営業基盤
ー発展する千葉県とともにー

地域のリーディングバンクとして

当行は、地域の金融機関として、地域の皆

さまとの信頼関係を大切にし、質の高い商

品・サービスのご提供を心がけてまいりまし

た。おかげさまで、皆さまから高いご支持をい

ただいており、千葉県内に店舗を有する銀行

の中では預金・貸出金ともトップのシェアです。

多くのお客さまに給与振込や年金振込、ロ

ーン等をご利用いただいており、その結果、個

人預金や住宅ローンの残高は順調に増加し

ています。

また、貸出金については、地域の中小企業

の皆さまや個人のお客さまへの資金ニーズに

積極的にお応えしていくことを心がけています。

県内中心に拡大する

ちばぎんネットワーク

平成１１年４月１日現在、千葉県の人口は

５８９万人です。県内では北西部への人口流

入が続いていますが、東京に隣接した通勤圏

内ということに加え、県内に事業所が増えた、

ということも要因の一つです。

当行は、県内に店舗１５２か店・店舗外ＡＴ

Ｍ・CDコーナー３０２か所（平成１１年６月末現

在）と多くの拠点を有しています。身近なネッ

トワークの充実により、多くのお客さまからご

好評をいただいています。当行では、お客さ

まの利便性の向上のために、今後もネットワー

クを拡充してまいります。

豊かなくらしをサポートする

総合金融サービス

平成８年度の千葉県民の年間所得は１人あ

たり３３４万円で、全国でも７位です。所得構造

でみると、雇用者所得が約７０％を占め、サラ

リーマン層が多くなっています。当行は、給与

振込や年金振込、公共料金の自動振替など

の利用を通じ、お客さまの家計管理のお手伝

いをさせていただいています。
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11.8 %

15.2%

4.8%
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幕張新都心
すでに多数の企業が進出しハイテク

都市として発展めざましい幕張地区

には、住宅の建設が進み、また新し

い商業施設として「カルフール」や

「アウトレットモール」の進出が決ま

り、職住近接の２１世紀型の街づくり

が進んでいます。

かずさアカデミアパーク
木更津市、君津市の丘陵地帯２７８ヘ

クタール（１期）に広がる「かずさア

カデミアパーク」は、国際的な研究

施設である「かずさＤＮＡ研究所」、

国際的な研究交流の場である「かず

さアーク（アカデミアセンター）」を

中心に、最先端の研究学術都市とし

て整備が進んでいます。

東葛テクノプラザ
次代を担うベンチャー企業を育成

する施設「東葛テクノプラザ」が、平

成１０年１１月柏市に完成。近隣の大

学と連携し産官学の研究開発交流

を行い、研究開発型企業を育ててい

ます。

成田空港
成田空港の年間旅客数は約２,５００万

人、国際航空貨物取扱量は約１６０万

トン（平成１０年度）、世界トップクラ

スの国際空港で、日本の産業・経済・

文化交流に重要な役割を果たしてい

ます。

東京湾アクアライン
千葉県の木更津市と対岸の川崎市を

結ぶ横断道路。全長は海上部約５ｋｍ,

海底部約１０ｋｍの約１５ｋｍで、約１５

分で東京湾を横断でき、新たな観光・

経済の大動脈として、期待されてい

ます。

「千葉新産業三角構想」を軸に、
産業拠点と交通網を整備

千葉県が策定し、平成８年度から始まった「ちば新

時代５か年計画」では、幕張新都心・かずさアカデ

ミアパーク・成田国際空港都市を核とする「千葉新

産業三角構想」を軸に、産業基盤と交通網の整備に

力が入れられています。さらに東葛飾北部地区にも

中核都市が形成され、平成９年度に開通した東京湾

アクアラインと県内交通網の整備によって、首都圏

の重要な一翼を担う千葉県が着々と形づくられてい

ます。

躍進する千葉県
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業務・サービスのご案内
預金業務

当行では、お客さまの多様な資産運用ニーズに合わせた、

常に新しい商品・サービスをご提供しています。家計管理のための

各種サービス、資産運用のための各種金融商品を取りそろえ、

暮らしのメインバンクとして、ご満足いただけるように努めています。

ちばぎんの預金窓口では、豊富な商品知
識を有するスタッフがお客さまをお待ちして
います。トータルに暮らしを応援

『スーパー総合口座通帳』

「スーパー総合口座通帳」は、普通預金、貯

蓄預金、定期預金のお通帳を併せて一冊に

まとめ、貯める・引き出す・受取る・支払う・借

りるの５つの機能がセットされたとても便利な

お通帳です。給与・年金等の自動受取、公共

料金・クレジット代金等の自動支払や、いざと

いう時に、定期預金合計額の９０％以内で、最

高３００万円までの自動融資もご利用できます。

また、キャッシュカードも１枚で、普通預金と貯

蓄預金のお取引きができます。暮らしの家計

簿として、ぜひご利用ください。

上手に使って貯蓄名人

スーパー貯蓄預金『貯名人』

スーパー貯蓄預金『貯名人』は、普通預金の

便利さと定期預金の有利さを兼ね備えた、とて

も便利な預金です。もちろんご入金・お引出し

はキャッシュカードでできます（１か月５回まで

お引出し手数料は無料ですが、６回目以降の

お引出しについては１回あたり１０５円の手数料

がかかります）。お預入れ残高が４０万円（基準

残高）・１００万円・３００万円と増えるごとに金利

がステップアップします（金利情勢によっては、

お預入れ残高に応じた金利差がない場合もあ

ります）。大切な資金を無駄なく活かせ、身近

な貯蓄に最適です。

安全・確実な資産運用

スーパー定期・スーパー定期３００

スーパー定期は、安全･確実･有利な、とて

も身近な定期預金です。ご資金が３００万円以

上の場合は、さらに有利なスーパー定期３００を

ご利用いただけます（金利情勢によっては、お

預入れ残高に応じた金利差がない場合もあり

ます）。お預入れ期間は、１か月から１０年まで

自由にお選びでき、お客さまのライフプランに

合わせて、効率的な資金運用が可能です。

将来の資金づくりのお手伝い

積立定期預金『ひまわり』

積立定期預金「ひまわり」は、ご指定の普通

預金または当座預金から、毎月一定の日に一

定額を自動的に積立てますので、無理なく確

実に増やせます。さらに、ボーナス時の増額積

立や、余裕資金をＡＴＭやテレフォンバンキン

グでお好きな時に積立てることもできます。

積立期間は、６か月以上５年以内の範囲内

でご指定いただける「満期日指定型」と、積立

期間を定めない「一般型」の２種類があります。

個人のお客さまの「一般型」には、ご指定の期

間ごとに自動的に総合口座定期預金をお作

りする、おまとめ機能をつけることもできます。
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預金の種類

総
合
口
座

普通預金

各種定期預金

公共債

期日指定定期預金

お預かり期間

便利で手軽な自動融資がご利用いただけます。いざという時に各定期預
金の合計額９０％以内で最高３００万円までお借入れができます。
＜スーパー総合口座通帳＞をお使いいただきますと、普通預金・定期預
金・貯蓄預金のお通帳が一冊におまとめでき大変便利です（普通預金と
貯蓄預金のキャッシュカードも一枚におまとめできます）。

各商品欄をご参照ください 各商品欄をご参照ください

最長３年

（１年据置後は、１か月前）の通知で満期日を指定

１円以上
300万円未満

お取り扱いは個人に限定した、１年複利の定期預金です。１年間の据置期
間経過後は、１か月前に期日（満期日）を指定すれば、一部支払を含め自
由に支払いも受けられる流動性を併せ持った自由金利定期預金です。自
動継続のお取り扱いもできます。

スーパー定期

スーパー定期３００

大口定期預金

自由引出型定期預金「それいゆ」

変動金利定期預金

スーパー貯蓄預金「貯名人」

貯蓄預金２０万円型

貯
蓄
預
金

積立定期預金
ひまわり

積立式定期預金
つきがけ

財
形
預
金

財形期日指定定期預金

財形住宅預金

財形年金預金

当座預金

普通預金

通知預金

納税準備預金

譲渡性預金（ＮＣＤ）

条件付変動金利定期預金

積
立
定
期
預
金

１か月～５年・10年

１か月～５年・10年

最長５年
（６か月据置後は、満期扱いで引出し自由）

２年・３年

自　由

一般型
満期日指定型……６か月以上５年以内

一般型
満期日指定型…２年以上５年以内
年金型……２年以上
（受取期間を含め最長30年）

３年以上（積立期間）

５年以上（積立期間）

自　由

自　由

７日以上

入金は自由・引出しは納税時

２週間以上～５年以内

３年

１円以上
300万円未満

300万円以上

1,000万円以上

１円以上
1,000万円未満

１円以上

１円以上
（基準残高40万円）

１円以上
（基準残高20万円）

100円以上

100円以上

100円以上

100円以上

１円以上

１円以上

５万円以上

１円以上

5,000万円以上
1,000万円単位

１億円以上
（5,000万円単位）

大口定期預金なみの利回りで運用できる自由金利定期預金です。自動継
続のお取り扱いもできます。

1,000万円以上のまとまった資金を、有利に運用できる自由金利定期預金
です。自動継続のお取り扱いもできます。

６か月の据置期間経過後は、満期扱いでいつでも解約できる貯蓄性と流
動性を兼ね備えた個人に限定した定期預金です。自動継続のお取り扱い
もできます。

お預かり日から６か月毎の応当日に、基準となる指標金利に応じて、お預
かり期間内で、適用利率が変動する定期預金です。自動継続のお取り扱
いもできます。

お取り扱いは、個人に限定した、普通預金の便利さと定期預金の有利さ
を兼ね備えた預金です。また、残高が100万円、300万円を超えるとさらに
利率がアップします（金利情勢によっては、お預入れ残高に応じた金利差
がない場合もあります）。出し入れ自由ですが、スーパー貯蓄預金「貯名
人」は、１か月間に６回以上のお引出しには、手数料がかかります。

毎月の積立てを、スーパー定期、スーパー定期300でお預かりする積立定
期預金です。コースは満期日を指定しない「一般型」と「満期日指定型」の
２つです。個人の方で「一般型」をご契約いただいた場合はお申し出によ
り、「おまとめサービス」のお取り扱いができます。

毎月の積立てを、期日指定定期預金でお預かりする個人に限定した積立定期
預金です。コースは３つ「一般型」、「満期日指定型」、「年金型」で、目的に合わ
せてお選びください。

月々の積立ては、お給料からの天引きとなります。また、１年複利の期日指
定定期預金を中心に運用いたします。金利は財形専用金利です。

５年以上にわたって積立てた元金とお利息を据置期間終了後、一定期間
にわたって３か月ごとに年金形式で受取るしくみです。財形住宅預金と合
わせて550万円まで非課税です。

マイホームの資金づくりを目的とした財形預金で財形年金預金と合わせて
550万円まで非課税です。

手形･小切手が利用できる商取引の決済口座です。

いつでもお預入れ、お引出しができます。暮らしのサイフとしてお使いくだ
さい。

主に法人の方を中心に、まとまったお金の短期運用に大変便利です。お
引出しは２日前迄にご連絡ください。

税金の納付資金としてご利用ください。納税のためにお引出しされる場合
は、お利息は非課税です。

満期日前に譲渡可能な預金で、まとまった資金の短期運用に有利です。

預入金利に下限金利と上限金利を設け、LIBOR金利を基準に６か月毎に
金利を見直す変動金利定期預金です。販売方法は募集方式のため窓口に
お問い合わせください。

お預入れ金額

預金

＊金利・手数料等詳しくは、最寄りのちばぎんの窓口でご確認下さい。

特　　　色



22

業務・サービスのご案内

融資業務

当行では地域の生活に密着した金融機関として、

個人の皆さまの暮らしづくりや企業の皆さまの経済活動に必要な

資金ニーズに積極的にお応えしていくために、

各種ローンを取りそろえ、あらゆる面からバックアップしています。

個人のお客さまへ

●住まいづくりの夢を応援

金利選択型住宅ローン「ベストチョイス」は、

住宅のご購入はもちろん、新築・増改築、住宅

用土地のご購入などの住宅関連資金として、

ご利用になれます。また、「変動金利」「固定金

利」（期間３年または５年）の２種類の金利タイ

プをご用意し、約定返済日であればいつでも

ご変更できます（固定金利ご利用中は、適用

期間満了後の変更となります）。当初借入時

は、１０年間の固定金利を選択することもでき、

金利の変化を見ながらより有利な金利でのお

借入れができます。

●高金利住宅資金の金利負担軽減

借り換え専用住宅ローンの充実

「借り換え住宅ローン」は、当初お借入れ以

降の不動産価格の下落により担保不足とな

り、高金利住宅資金の借り換えができないお

客さまのニーズに対応するため、担保価格よ

り返済能力を重視した借り換え専用の住宅ロ

ーンです。担保評価額の１４０％で担保不足額

１千万円以内までのご融資を行っています。

「無担保住宅ローン」は、高金利の住宅金

融公庫等の公的住宅融資の借り換えに、無担

保・無保証人で最高５百万円までご利用いた

だける商品です。

企業経営のお客さまへ

●地元企業の育成・発展に助成

当行では、地元企業の育成・発展のため、

中小企業や個人事業主の方々の資金的な

バックアップに積極的に取り組んでいます。

信用保証協会保証付融資、県および市町

村の制度融資に加え、中小企業金融公庫等

の政府系金融機関の代理貸付などの公的資

金についても積極的に取り扱っています。そ

の中でも千葉県制度融資・中小企業振興資

金の「事業振興資金」（当行愛称『ダイナマイ

ト』）は運転資金として５０百万円まで、設備資

金として６０百万円までと、事業者向けのご融

資として比較的低利の固定金利でご利用い

ただいています。

●さまざまな資金ニーズのお手伝い

当行では、ご融資の相談から無理のない

返済計画まで、適切なアドバイスを行い、当

面の資金繰りから長期的な事業計画を支え

る資金まで、さまざまな資金ニーズにお応え

しています。手形割引や証書または手形によ

るご融資のほか、信用保証協会保証付ワイド

事業ローンや事業向けカードローン、無担保

事業ローンなどの各種企業向けローンも取り

扱っています。

個人や企業の皆さまの資金ニーズに積
極的にお応えしています。
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金利選択型住宅ローン
「ベストチョイス」

住宅の購入・新築・増改築または、住宅を
建築する予定の土地購入資金 10万円～5,000万円 １年～35年（１年単位） 不動産

金利選択型住宅ローン
「借り換え住宅ローン」

借り換え専用の住宅ローン。ご融資額を、
担保評価額の140％（担保不足額は1,000
万円以内）まで可能

10万円～5,000万円
１年～35年（１年単位）

（ご自宅に係る現在の住宅ローンの残存期間内　　） 不動産
住
ま
い
づ
く
り
に

く
　
　
ら
　
　
し
　
　
に

お 使 い み ち

無担保住宅ローン 公的融資の借り換え専用住宅ローン
（不動産担保は不要）

10万円～500万円
１年～10年（６か月単位）

（借換の対象となる借入金の残存期間＋６か月以内） 必要ありません

住まいのリフォームローン
ご自宅の増改築・改装等お住まいのリフォ
ームに関するさまざまな資金（不動産担保は
不要）

10万円～500万円 １年～10年（６か月単位） 必要ありません

金利選択型アパートローン
アパート、マンション等「賃貸を目的とした
物件」の新築・購入・増改築資金 10万円～１億円 １年～35年（１年単位） 不動産

金利選択型セカンドハウスローン
別荘等「セカンドハウス」の新築・購入また
は、セカンドハウスを建築する予定の土地
購入資金

10万円～5,000万円 １年～35年（１年単位） 不動産

スーパー教育ローン
「学生生活」

ご子弟の入学金、授業料等学校に納付す
る学費

10万円～500万円 １年～14年（６か月単位） 必要ありません

マイカーローン 新車・中古車・オートバイの購入から車庫設
備・車検費用等お車に関するあらゆる費用

10万円～300万円 ６か月～７年（６か月単位） 必要ありません

トラベルローン
ブライダルローン
メモリアルローン
介護ローン

海外・国内旅行費用

結婚式、披露宴、新婚旅行費用

墓地、墓石、墓苑、法要費用

介護機器購入費用

10万円～300万円 ６か月～７年（６か月単位） 必要ありません

フリーローン ご自由（事業資金を除く） 10万円～300万円
（資金使途が確認できない場合　200万円以内） ６か月～７年（６か月単位） 必要ありません

フリーローンスペシャル ご自由（事業資金を除く） 100万円～500万円 ６か月～10年（６か月単位） 必要ありません

カードローン ご自由（事業資金を除く）

30万円まで
50万円まで
100万円まで
200万円までの４コース

１年（自動更新） 必要ありません

L.L.ローン
（フリー型）

ロ ー ン の 種 類 お 使 い み ち ご加入できるローン その他

債務返済支援保険付ローン

事
　
業
　
に

中小企業振興資金
〈事業振興資金〉
「ダイナマイト」

事業資金
（千葉県の制度融資）

運転資金5,000万円まで

設備資金6,000万円まで

５年以内

10年以内

保証協会保証または
不動産・有価証券

100万円～２億円 ２年
（以後２年毎に更新） 不動産・有価証券

100万円～１億円 30年以内 保証協会保証または
不動産・有価証券

100万円～1,000万円 ２年
（以後２年毎に更新）

不動産・有価証券（ただし500
万円以内の場合は不要です）

3,000万円まで 運転資金　10年以内
設備資金　15年以内 原則として必要ありません

事業資金
（保証協会の保証付当座貸越で、一定枠
内で随時、反復利用が可能）

事業資金
（生命保険付の融資）

事業資金

（保証協会の保証付カードローンで、ATMやEB端末機によるご利用が可能 ）
事業資金
（第三者保証人不要の保証協会保証
付融資）

信用保証協会保証付
ワイド事業ローン

生保付ワイド事業ローン

事業向けカードローン

無担保事業ローン

ローンご利用者が借入期間中に病気やけがで30日を超
えて就業不能となった場合に、ローン返済額相当額を
保険金としてお支払いします。

住宅ローン、無担保住宅ローン、L.L.ローン、セカンド
ハウスローン、住まいのリフォームローン、スーパー教
育ローン

保険料がかかります
ご加入は任意です

証書貸付

カードローン

ご自由（事業資金を除く）
200万円～１億円

100万円～1,000万円

１年～30年（１年単位）
（住宅資金は１年～３５年（１年単位））

１年（自動更新）

不動産

駐車場ローン 駐車場建設資金 300万円～３億円 １年～15年（１年単位） 不動産

ローン『個人のお客さまへ』

ローン『その他サービス』

ローン『企業経営のお客さまへ』

＊上記の金利選択型住宅ローン「ベストチョイス」「借り換え住宅口ーン」、金利選択型アパートローン、金利選択型セカンドハウスローンは、いつでも自由に「変動金利」または「固定金利」を選択できるローンです。
ただし、「固定金利」適用期間中は「変動金利」への変更はできません。また「変動金利」適用期間中は、年に２回、金利の見直しを行います。なお、各種ローン等のご利用にあたりましては、ご契約上の規定、ご返済方法
（返済日、返済額など）、金利変動ルール等に十分ご留意ください。

＊当行では、皆さまの資金使途に応じて各種ローンを取りそろえています。くわしくは、最寄りのちばぎんの窓口までお気軽にご相談ください。
＊ご利用に際しましては審査がございますので、あらかじめご了承ください。
＊当行では、ローンのご利用にあたっては無理なく計画的なご利用をお勧めしています。

ロ ー ン の 種 類 お 使 い み ち ご 融 資 金 額 ご 融 資 期 間 担　　　保

ロ ー ン の 種 類 お 使 い み ち ご 融 資 金 額 ご 融 資 期 間 担　　　保
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業務・サービスのご案内

国際業務

当行では、外為法改正や、欧州単一通貨「ユーロ」の誕生など、

国際金融情勢の変化を的確に捉えて対応しています。

また、国内の本支店、海外店･現地法人が一体となって、

お客さまの国際化ニーズにお応えしています。

「海外送金」「トラベラーズチェック」

業務の充実

当行では、平成１０年４月からの外為法改正

に対応し、「海外送金」「トラベラーズチェック」

の取り扱いを全支店に拡大しました。

また、成田空港第２ターミナル内にある成

田空港第二出張所では、外貨両替業務の営

業時間を平成１０年１２月より、午前８時３０分

から午後８時までに延長しました。

新通貨であるユーロ建てトラベラーズチェッ

クの取り扱いは、成田空港内の２出張所、本

店営業部、松戸支店にて行っています。

海外ネットワーク

当行では世界の主要金融市場であるロンド

ン・ニューヨーク・香港に海外支店を、ロンドン

には証券現地法人を、さらにアジア経済の主

要地域である上海・シンガポールに駐在員事

務所を設置しています。また世界７４か国、３１３

都市の２５３行とコルレス契約を締結（平成１１年

３月末現在）し、日々変化する国際情勢の調査

や、海外投融資・海外起債等の国際金融サー

ビス、輸出入決済・信用状発行等の貿易金融

サービスを提供しています。

海外事業金融

海外融資

海外での起債

海外進出支援

輸出関係

輸入関係

外国為替関係保証

外貨融資（インパクトローン）

先物為替予約

金融先物等の取次

外国通貨

旅行小切手（トラベラーズチェック）

送金小切手（DD）

郵便送金（MT）

電信送金（TT）

送金受取り

そ の 他

両
替

海
外
送
金

海外投融資・プラント・船舶輸出等にかかわる金融（輸銀協調融資等も含みます）を行っています。

外国の企業・政府機関等を対象とした融資を行っています。

海外での起債の際はちばぎんグループを通じお手伝いさせていただきます。

海外進出前の現地情報の提供、海外現地法人設立時の支援等を行っています。

輸出信用状通知、輸出手形、小切手の取立・買取、また輸出のための生産・集荷資金のご融資等をお取り扱いしています。

輸入信用状発行、輸入ユーザンス、輸入代金の送金等をお取り扱いしています。

スタンドバイ信用状の発行のほか、外貨借入保証・入札保証・契約履行保証・前受金返還保証・貨物引取保証・関税支払保証等を
お取り扱いしています。

外貨による資金使途に特に制限のないご融資です。

輸出入決済、外国証券投資、外貨融資（インパクトローン）、外貨預金等のお取引きに先物為替の予約サービスを行っています。

東京金融先物取引等の取り次ぎを行っています。

米ドル、英ポンド等の主要通貨の買取・売却をお取り扱いしています。

日本および欧米主要銀行発行の旅行小切手の買取・売却をお取り扱いしています。

銀行小切手を直接お客さまから海外の受取人へご送付していただきます。

海外の受取人取引銀行へちばぎんが支払指図書を送付いたします。

お急ぎの場合にご利用いただく電信による送金です。

外国からの外貨送金はちばぎんのお取引口座をご指定くだされば、お受取りになれます。

輸出入手続き等のご相談、海外企業の信用調査等の業務もお取り扱いしています。

外
国
為
替
サ
ー
ビ
ス

国際業務

国
際
金
融
サ
ー
ビ
ス

貿
易
金
融
サ
ー
ビ
ス

松戸支店の「ワールドマネーコーナー」では、
世界の主要８通貨を取り扱っています。

内　　　　容種 類
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証券・信託代理店業務

証券業務は金融自由化進展に伴い、ますます重要性が増しています。

当行では、市場営業部を中心に、国内外の金融全般にわたる

スペシャリストとして各種金融商品のご提案、

ディーリング業務を行っています。

公共債の販売・ディーリング

新規発行債券の窓口販売、既発行債につ

いてのディーリング業務（お客さまとの販売・

買取り）を通じ、お客さまの短期から長期にわ

たる幅広い運用ニーズにお応えしています。

安全・確実で比較的利率のよい長期利付国

債・割引国債・中期利付国債・地方債・政府

保証債など各種債券を取り扱っており、保護

預かりも承っています。
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公共債の窓口販売

ディーリング業務

国債等有価証券先物取引等の取次業務

新規発行の公共債の窓口販売をお取り扱いしています。対象となる公共債は長期利付国債・中期利付国債・割引国債・公募地方債・
政府保証債です。

既に発行済の公共債のディーリング（売買）をお取り扱いしています。対象となる公共債の種類は窓口販売と同じです。

国債等の先物取引やオプション取引の取り次ぎを行っています。

証券業務

信託代理店業務

お客さまの財産の運用、管理にお応えする

ため「年金信託」「公益信託」「土地信託」「特

定贈与信託」「特定金銭信託」「動産信託」「金

銭債権の信託」の７業務を代理店方式で、本

店営業部のほか１７店で取り扱っています。

信託とは

信託とは、ある者（委託者）が、ある一定の目

的（信託目的）に基づいて、自己または他人

（受益者）のために、自己の財産を第三者（受

託者：信託銀行）に移転し、受託者が信託目

的に従って、財産（信託財産）の管理・処分を

行う制度です。

信託代理店業務取扱店(１８か店）

本店営業部、中央支店、稲毛支店、
五井支店、木更津支店、市川支店、
浦安支店、船橋支店、
津田沼駅前支店、成田支店、
佐倉支店、柏支店、野田支店、
松戸支店、館山支店、茂原支店、
東金支店、秋葉原支店

提携先信託銀行

東洋信託銀行、三井信託銀行、
三菱信託銀行、住友信託銀行、
日本信託銀行

法
　
　
　
人

個
人
・
法
人

団
体

個人

年金信託
従業員の方々の将来の年金または退職金の支給に備えるもので、企業が信託銀行と年金信託契約を結ぶ「適格退職年金信託」と、企業や業界
団体が厚生年金基金（特別法人）を設立し、基金が信託銀行と年金信託契約・業務委託契約を結ぶ「厚生年金基金信託」があります。

特定金銭信託 投資家の方やその代理人（投資顧問会社）の指図に基づいて、信託銀行が有価証券投資を行うものです。

動産信託 主にメーカーが機械・車両等の動産を信託し、信託銀行がユーザーの方に長期延払いで売却するものです。

金銭債権の信託 企業が保有する売掛債権等の「金銭債権」を信託財産として受け入れ、その債権の管理・処分などを目的とする信託です。

公益信託
ご自分の財産の一部を公益目的に活かしたいお客さまが、信託銀行にその財産を信託して、公益目的を達成するものです。お客さまから信託さ
れた財産を、信託銀行が管理・運用し、奨学金・助成金の交付等を行います。

土地信託
お客さまが土地を信託銀行に信託し、信託銀行がお客さまにかわって、事業計画の立案、所要資金の調達、建物の建設、テナントの募集・管理
等を行い、その成果をお客さまに信託配当として交付するものです。

特定贈与信託 特別障害者の方々の生活安定を図るため、親族や篤志家の方が財産を信託するものです。

信託代理店業務

種　　　類 内　　　容

種　　　類 内　　　容



26

業務・サービスのご案内

リスク内包型商品

外貨定期預金

当行は、お客さまの外貨での運用ニーズに

合わせてお選びいただけるよう、「スーパー外

貨定期預金」「デジタル外貨定期預金」「為替

特約付外貨定期預金『千両箱』」「円高対応型

外貨定期預金『千里眼』」をご用意しています。

また、外貨普通預金と外貨定期預金の通

帳が一冊になり、とても便利になっています。

なお外貨預金は、高金利の外貨による運用

や、為替相場が円安に進行した場合には、為

替差益が発生し高利回りが期待できますが、

円高になった場合には、円貨に換える際に元

本割れとなるリスクがあります。

外貨普通預金・当座預金

１か月
３か月
６か月
１年

米ドルは１千米ドル以上

その他の通貨は窓口にてご確
認ください

為替予約のつかない外貨定期預金です。
満期時の為替相場が預入時より円安になった場合、為替差益を享受できます。
為替リスクがあります。
円貨での預入時には当行指定のTTS、引出時にはTTBが適用になります。

デジタル外貨定期預金 ３か月

10万米ドル以上
（10万米ドル単位）

米ドル限定

金利オプションを組み合わせた外貨定期預金です。
円高予想型と円安予想型の２つのタイプが選択できます。
販売方法は募集方式のため窓口にお問い合わせください。
為替リスクがあります。
円貨での預入時には当行指定のTTS、引出時にはTTBが適用になります。

為替特約付外貨定期預金
『千両箱』

３か月

10万米ドル以上
（10万米ドル単位）

米ドル限定

為替オプションを組み合わせた外貨定期預金です。
一定水準の円高までの為替リスクに対応します。
販売方法は募集方式のため窓口にお問い合わせください。
満期時の為替相場が預入時より円安になっても為替差益は発生しません。
一定水準以上に円高が進行した場合は、為替リスクが発生します。

円高対応型外貨定期預金
『千里眼』

外貨定期預金
（原則として法人向け：証書式）

３か月

自由

10万米ドル以上
（10万米ドル単位）

米ドル限定

１通貨単位

為替オプションを組み合わせた外貨定期預金です。
大幅な円高の為替リスクを回避します。
販売方法は募集方式のため窓口にお問い合わせください。
満期時の為替相場が預入時より円安になっても為替差益は発生しません。
一定水準に円高が達しなかった場合は、為替リスクが発生します。

為替リスクがあります。
円貨での預入時には当行指定のTTS、引出時にはTTBが適用になります。

自由
米ドルは、１００米ドル以上
その他の通貨は窓口にてご確
認ください

満期時の為替相場が預入時より円安になった場合、為替差益を享受できます。
為替リスクがあります。
円貨での預入時には当行指定のTTS、引出時にはTTBが適用になります。

外貨預金

平成１０年12月より投信窓口販売を行って
います。

当行では、リスクはあるものの、より収益性の高い金融商品を

購入したいというお客さまの資産運用ニーズにお応えするため、

安全・確実な従来型の銀行商品とは異なった、

「外貨預金」「投資信託」「金の販売」などの、

リスク内包型商品の取り扱いも行っています。

外貨預金の種類 お預かり期間 お預入れ金額 特　　　色

スーパー外貨定期預金
（個人向け：通帳式）



27

投資信託の販売

ちばぎんの投資信託『ベストオーダー』では、

お客さまの資産運用の目的に合わせてお選

びいただけるよう、幅広い商品を１６銘柄ご用

意しています。全店（大阪支店および出張所

を除く）に投資信託専用窓口を設置し、従来

の銀行商品では充足し得なかったお客さまの

ニーズにお応えしています。

なお、投資信託は、運用実績に応じて配当

が変動する実績配当型の商品ですので、預

金と異なり、購入した時点では利回りが確定

しません。また値動きのある株式や債券など

に投資しますので、元本割れとなるリスクもあ

ります。

純金積立「ピュアゴールド」

純金積立は、毎月１回、お客さまから金地金

購入代金を口座振替の方法により徴収し、翌

月の毎営業日に当行が一定金額ずつ金地金

を購入し、積立てを行う金定額購入積立です。

本商品は、金の価格変動によるリスクを伴い

ます。

リスク内包型商品の販売について

リスク内包型商品の販売につきましては、行

員には十分な教育を行い、元本割れリスクの

ある商品であることを事前にお客さまに説明

し、商品の内容とリスクをご理解いただいたう

えで、お客さまご自身の判断でご購入いただ

いています。

投資信託
「ベストオーダー」

投資信託16銘柄を「ベストオーダー」として全店（大阪支店および出張所を除く）で販売しています。窓口では、お客さまのニーズに合った
商品提案のためのポートフォリオ診断サービスを実施しています。
投資信託は、値動きのある株式や債券などに投資しますので、元本割れとなるリスクもあります。

金の窓口販売
「金」は長期的な財産運用に適した商品です。ご購入に際しては、「金お預り通帳」へ残高を記入し、当行が確実にお預かりいたします。通
帳式ですから、買い増し・一部換金にたいへん便利です。また、「金」を現物で購入することもできます。お取り扱いは100g以上100g単位
です。

金の定額購入
純金積立「ピュアゴールド」

ご予算に合わせ月々3,000円から1,000円単位でお申し込みいただけます。その購入代金につきましてはご指定口座から自動引き落とし
いたしますので、面倒な手間がかかりません。毎月一定額で金を購入し無理なく着実に増やしていきます。金は初めてという方にも安心
してご利用いただけます。

その他の金融商品

内　　　容種　　　類
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エレクトロニック・バンキング（ＥＢ）

当行では、情報通信技術の急速な進展に合わせ、

エレクトロニック・バンキングの推進・充実に積極的に取り組んでいます。

パソコンや専用端末機を利用し、ご自宅や会社から銀行取引が

できるＥＢは、お客さまの利便性向上や事務の合理化に

お役立ていただいています。

ご自宅や会社から銀行取引

「エレクトロニック・バンキング」

エレクトロニック・バンキング（ＥＢ）は、お客

さまのパソコンや専用機の端末と、当行のコ

ンピュータとを電話回線で接続し、お客さまが

端末を操作することにより、職場に居ながら

にして、振込・振替、入出金明細、残高照会な

どをご利用できるサービスです。お客さまのニ

ーズに合わせご利用いただけるサービスを多

数取りそろえています。

経理・集金合理化サービス

経理合理化サービスは、各市町村別の地方

税納付書の作成・納付を代行する「地方税納

入サービス」、外国送金の受付を行う「外国送

金サービス」、本社と支社・営業所の間で資金

移動を自動的に行う「資金管理サービス」など

幅広いサービスをご提供しています。集金合

理化サービスは、銀行間の共同決済システム

を活用し、集金先から口座振替により売上代

金、諸会費などを回収する代金回収サービス

も取り扱っており、企業の皆さまの経理事務の

合理化にお役立ていただいています。
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テレフォンサービス

通知・照会サービス

お振込入金、ご預金の残高等、お客さまの口座のお取引内容をちばぎんのコンピュータにより直接電話でご連絡す
るサービスです。

ファクシミリサービス
お振込入金・入出金・ご預金残高等、お客さまの口座のお取引内容をちばぎんのコンピュータにより直接お客さまの
ファクシミリにご通知するサービスです。外為市場動向・債券市場動向・金利見通し等の金融情報のお問い合わせ
にお答えするサービスもご利用いただけます。

振込・振替サービス

テレフォン振込サービス
お客さまのプッシュフォンから会社や自宅に居ながらにして、ちばぎんの本支店にある口座への振込・振替が即時に
行えるサービスです。

ファクシミリ振込サービス
お客さまのファクシミリから会社や自宅に居ながらにして専用の振込依頼書で、給与振込や総合振込が行えるサービ
スです。

取引照会・振込・
振替サービス

テレパートナーサービス
お客さまの専用簡易端末（テレパートナー）とちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、お振込入金・入出金・ご
預金残高のご照会や、振込・振替ができるサービスです。

パソコンバンクサービス
お客さまのパソコンまたはFB専用端末（パートナーJ r.等）とちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、お振込入
金・入出金・ご預金残高のご照会や、給与振込・総合振込・口座振替等のデータ伝送および振込・振替ができるサ
ービスです。

パソコンバンクサービス・プロ
パソコンバンクサービスに財務会計・給与計算・販売管理・仕入管理等の市販業務ソフトとのデータ相互利用機能
を追加したサービスです。

オンラインデータ伝送サービス
お客さまのコンピュータとちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、お振込入金・入出金・ご預金残高のご照会
や、給与振込・総合振込・口座振替等のデータ伝送ができるサービスです。

経理合理化サービス

地方税納入サービス
お客さまのコンピュータとちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、伝送していただいた地方税納付データによ
り、ちばぎんが地方公共団体ごとに納付書作成・資金引落・納付手続きを行うサービスです。

外国送金サービス
お客さまのコンピュータとちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、伝送された外国送金データにより、外国向け
の電信送金を行うサービスです。

資金振替サービス
ちばぎんの本支店にある本社と支社・営業所の口座間での資金のやりとりを、あらかじめちばぎんのコンピュータに
ご登録いただき、ご指定の内容に従って自動的に資金の集中・配分を行うサービスです。

資金管理サービス
複数の銀行・支店に分散している支社・営業所の預金残高の把握はもとより、売上金の吸上げ・経費の配分など、本
社における資金の集中管理をパソコン等で一括処理できるサービスです。

公共料金管理サービス
自動引落となった公共料金について、お客さまのパソコンにより営業所・部署または勘定科目ごとの自動集計など、
本社で経費の一括管理ができるサービスです。

EDI情報付加サービス
振込資金に対する売掛金を特定するため仕向企業が「総合振込」に付加した「EDI情報」（20桁の数字・文字）を、「振
込入金明細」「入出金明細」とともに被仕向企業に通知するサービスです。

IDキャッシュカードサービス
ちばぎんのキャッシュカードの裏面に社員証・学生証を印刷するとともに、磁気ストライプに氏名・管理番号等を入力
し、社内システム等に利用できるIDカードを発行するサービスです。

出退勤キャッシュカード
サービス

社員が出社・退社時に、ちばぎんのキャッシュカードを専用の時間管理端末に通すことにより、勤務状況の把握から
給与計算・給与振込まで一連の事務処理をパソコンで自動化できるサービスです。

社内キャッシュレスサービス
社員の方の交通費・出張旅費等の支給・精算を社員口座を経由して自動的に行い、社内のキャッシュレス化をお手
伝いするサービスです。

集金合理化サービス

毎月の売上代金・諸会費等を、お客さまの集金先から口座振替により自動的に回収しお客さまの口座に一括してご入金するサービスです。

Ｃ－ＮＥＴ資金サービス 取り扱い集金範囲は、千葉県内に本店を置く金融機関の本支店の口座です。

集金代行サービス 取り扱い集金範囲は、都市銀行・地方銀行および首都圏の金融機関の本支店の口座です。

地銀自動会計サービス 取り扱い集金範囲は、全国の地方銀行本支店の口座です。

集金収納サービス
集金業務のある会社等に発行した入金専用通帳により、集金担当者が直接ちばぎんの本支店のATMや窓口で集金
代金を入金できるサービスです。大口現金の持ち運びや現金の翌日持ち越しがなくなるほか、盗難・紛失等の心配
がなくなり、取りまとめも容易になります。

エレクトロニック・バンキング
内　　　容種　　類
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各種サービス

当行では、お客さまがより便利に、より簡単に、

より満足していただけるよう、県内の充実したネットワークや、

最新の通信技術を活用して、多彩なサービスを展開しています。

より身近になった銀行取引

当行では、忙しくてなかなか銀行に行けな

いお客さまのニーズにお応えし、身近な電話

やパソコンを利用して銀行取引が行える「テレ

フォンバンキング」「インターネットバンキング」

や、「メールオーダーサービス」の各種サービ

スの取り扱いを行っています。

また、県内４５３か所に設置してあるＡＴＭ・

ＣＤコーナーでは、引出し、残高照会のほか、

ＡＴＭでは預入れ、定期預金の作成（２回目以

降）や振込の取り扱いもできます。

テレフォンバンキング

自宅や勤務先に居ながらにして電話により、窓口と同様の銀行取引ができるサービスで、対象は個人のお客さまです。サービス内容は、振込・振
替、新規口座の作成、定期預金取引、外貨預金取引、投資信託取引、T/Ｃ・外貨両替の申し込み、公共料金口座振替契約のお申し込み、住所
変更の届出、ローンやその他サービスのお問い合わせ、税務・財務相談、取引内容の照会などです。営業は月曜日から金曜日の９時から21時ま
でご利用が可能です。

インターネットバンキング
ご自宅等のパソコンからインターネットを利用して銀行取引ができるサービスで、対象は個人のお客さまです。
サービス内容は、振込･振替、取引明細照会、残高照会で、平日、土・日･祝日の２４時間のご利用が可能です。
テレフォンバンキングと併せてご契約いただき、いつでも、どこでも利用できる電話と組み合わせて、より便利にご利用いただけます。

メールオーダーサービス
メールオーダー申込書に記入し、返信用封筒にて投函するだけで、各種商品がお申し込みできるサービスです。普通預金、定期預金、貯蓄預金
などのお申し込みができます。

ポイントサービス
「ひまわり宣言」

お客さまのお取引きをポイント化し、そのポイントの合計数に応じて「ローン金利優遇」「手数料割引」「各種サービス」などの特典が受けられるサ
ービスです。個人のお客さまが対象となりますが、個人事業主・非居住者・任意団体は対象外となります。

給与振込、総合振込サービス
給与や仕入代金等、まとまった件数の振込をされる場合、磁気テープなどによりお振込みができます。また、振込先を事前にコンピュータに登録
しておき、お客さまは金額のみを記入していただく登録方式もご利用いただけます。

自動受取サービス 毎月の給料・ボーナス、配当金、厚生年金や国民年金などが、ご指定の預金口座に自動的に振込まれます。

自動支払サービス
電気・水道・ガス・電話等の公共料金やNHK受信料、各種税金、公団家賃、PTA会費、国民年金等の各種保険料、さらにローンの返済やクレジ
ットカードの代金決済等を預金口座から自動的にお支払いいたします。

キャッシュサービス
ちばぎん本支店のキャッシュコーナーのATM（現金自動預入支払機）・CD（現金自動支払機）で、現金のお引出し・お預入れ（ATMのみ）・残高照
会が簡単にできます。また、駅・デパート等の店舗外のちばぎんキャッシュコーナー、全国の地方銀行、都市銀行、信託銀行、第二地銀、信用金
庫、農協、県信連、労働金庫、信用組合のキャッシュサービスコーナーでもお引出しや残高照会がご利用になれます。

点字通知サービス
目のご不自由な方を対象に、口座の毎月末日現在の残高を全て点字化し、その内容を点字と活字併記で、翌月初旬に封書にて直接郵送させて
いただくサービスです。なお、手数料は無料です。

バンクPOSサービス
買い物や飲食等の代金をちばぎんのキャッシュカードにより、自動的に支払うことができるキャッシュレスサービスです。現金授受の煩わしさが解
消されるとともに、代金の受け払いが記録されるため、通帳を家計簿・帳簿がわりにご利用いただけます。

貸金庫・セーフティーケース
預金証書および通帳、株券、権利書、貴金属等の大切な財産や貴重品を、安全にお預かりするサービスです。また、カード１枚で開閉できる自動
貸金庫が設置されている支店もあります。

代理業務
日本銀行代理店、同歳入代理店および国債代理店業務、地方公共団体の公金取扱業務、勤労者退職金共済機構等の代理店業務、株式払込
金の受入代理事務ならびに株式配当金等の支払事務、中小企業金融公庫等の代理貸付業務等を行っています。

口座集計サービス
給与や年金の振込などのご入金、公共料金やクレジットカードなどのお支払いを月単位で集計し、通帳に印字するサービスです。
１か月の収支がひと目でわかり、通帳を簡単な家計簿がわりにご利用いただけます。

定額自動送金 依頼人との契約にもとづき、毎月一定日に一定金額を依頼人の預金口座から引き落とし、指定された受取人の預金口座に振り込むサービスです。

各種サービス

充実したネットワークを通じ、お客さまの利
便性向上に努めています。

種　　　類 内　　　容
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コンサルティング業務

当行スタッフの専門的な知識と経験、豊富な情報収集力を活かし、

幅広く金融・経済全般にわたる情報のご提供、アドバイス、

コンサルティング業務などを行っています。

ひまわり年金教室の開催

従来平日に開催し、ご好評をいただいてい

る「ひまわり年金教室」を、土・日曜日にも開

催しています。近々年金を受取る予定のお客

さまに、社会保険労務士資格を有する当行職

員が、年金についてわかりやすくご説明いた

します。

資産運用セミナーの開催

資産運用の手法が多様化するなか、さまざ

まな金融商品を組み合わせ、バランスのよい

運用を行いたいとのニーズにお応えし「資産

運用セミナー」を開催しています。

セミナーでは、投資信託を活用した効率的

な資産運用のポイントを、各投信会社および

ちばぎんグループの専門スタッフが、わかりや

すく解説しています。

プライベートバンキング

資金運用・税務・相続・事業承継・土地の

有効活用など、個々のお客さまに合わせたア

ドバイスや情報のご提供を行っています。ま

た、税務・法律・建築など多方面の専門スタ

ッフを擁し、お客さまのコンサルティングニーズ

に対応しています。

株式公開のご支援

資金調達手段の多様化、信用力・知名度

アップなどのメリットを持つ株式公開を目指す

企業に対し、当行が蓄積したノウハウに基づ

き、資本政策や社内管理体制の整備など、株

式公開に必要な種々のご提案・ご支援を行っ

ています。

Ｍ&Ａのご支援

事業多角化、拡大など経営戦略の一環と

して、また事業承継対策としてＭ&Ａをお考え

の企業の皆さまに、当行では豊富な情報力・

判断力・評価力をもって、企業提携およびそ

れに付随するさまざまな問題についての的確

なアドバイスとコンサルティングを行っています。
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振込手数料

ATM・CD利用手数料

手形・小切手帳発行手数料

代金取立手数料

発行・再発行手数料

貸金庫・セーフティケース手数料

利用区分 他行宛

（１件当り）

７３５円

５２５円

５２５円

６３０円

４２０円

５２５円

３６７円

２６２円

６３０円

４２０円

３１５円

６３０円

４２０円

３１５円

当行本支店宛同一店宛

４２０円

２１０円

１０５円

－

－

２１０円

１０５円

１０５円

３１５円

１０５円

１０５円

３１５円

１０５円

１０５円

３１５円

２１０円

１０５円

－

－

２１０円

１０５円

１０５円

２１０円

１０５円

１０５円

無料

無料

無料

３万円以上

１万円以上３万円未満

１万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

１万円以上３万円未満

１万円未満

３万円以上

１万円以上３万円未満

１万円未満

３万円以上

１万円以上３万円未満

１万円未満

電信扱

文書扱

電信扱

電信扱

電信扱

窓口ご利用の場合

ＡＴＭご利用の場合
（キャッシュカード扱）

ＡＴＭ（現金扱）
またはＭＴ・ＦＤご利用の場合

ＥＢご利用の場合

日曜・祝日
９:００～１７:００

105円

２１０円

１４:００～１７:００

105円

２１０円

土曜日
９:００～１４:００

無料

１０５円

１８:００以降

１０５円

２１０円

８:４５～１８:００

無料

１０５円

平　　日
８:００～８:４５

１０５円

２１０円

当行カードご利用の場合

提携カードご利用の場合

６３０円

１,０５０円

３１５円

５２５円
３,１５０円

１冊（50枚綴）

１冊（50枚綴）

１冊（20枚綴）

手形用紙（１枚）
取扱手数料（１契約）

一般当座小切手帳

約束手形帳・為替手形帳

ホームチェック

マル専約束手形

２１０円

６３０円

４２０円

８４０円

６３０円

近隣の支払地

その他の支払地

当行本支店宛

他行宛（至急扱）

他行宛（普通扱）

交換所扱

個別取立扱

※窓口等で即時入金する３日券扱いの手形・小切手の取立については無料です。
※近隣の支払地とは、同一手形交換所および近隣の手形交換所内の場合です。

自己宛小切手
発行手数料

１通
随時発行分 420円

525円

継続発行分 315円

通帳１冊 525円

CDカード・ローンカード１枚 1,050円

１枚

残高証明書
発行手数料

再発行に関する手数料

自動貸金庫

本貸金庫

簡易貸金庫 年額　 ６,３００円

セーフティケース 年額　 ３,７８０円

簡易セーフティケース １個１回　 ２１０円

０.６円／１ｃｍ３

年額７,３５０円～６２,１６０円

夜間金庫手数料
基本手数料 月額　　　 ４,２００円以上

専用入金帳（１冊50枚綴）
○硬貨を含む場合　　7,875円
○紙幣のみの場合　　5,250円

紛失・破損等の場合、１個当り
○預入用袋　　　　　3,675円
○外扉用鍵　　　　　3,150円

取扱手数料

再交付手数料

業務・サービスのご案内

主な手数料一覧

（1通当り）

※提携カードは、ＭＩＣＳ（全国キャッシュサービス）加盟行のキャッシュカードがご利用いただけます。
※店舗によりご利用時間が異なる場合があります。

（平成１１年６月３０日現在）

（１回当り）

１か月払

１,３６５円

１,５７５円

１,７８５円

１,９９５円

２,４１５円

２,８３５円

深さ

６ｃｍ

８ｃｍ

１０ｃｍ

１２ｃｍ

１６ｃｍ

２０ｃｍ

６か月払

７,９８０円

９,２４０円

１０,５００円

１１,７６０円

１４,２８０円

１６,８００円

下記手数料には、消費税相当分が含まれています。
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業務・サービスのご案内

業務内容

預金業務

(１) 預金

当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定

期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、

非居住者円預金、外貨預金等を取り扱っており

ます。

(２) 譲渡性預金

譲渡可能な定期預金を取り扱っております。

貸出業務

(１) 貸付

手形貸付、証書貸付および当座貸越を取り扱

っております。

(２) 手形の割引

銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形

の割引を取り扱っております。

商品有価証券売買業務

国債等公共債の売買業務を行っております。

有価証券投資業務

預金の支払準備および資金運用のため国債、

地方債、社債、株式、その他の証券に投資して

おります。

内国為替業務

送金為替、当座振込および代金取立等を取

り扱っております。

外国為替業務

輸出、輸入および外国送金その他外国為替に

関する各種業務を行っております。

社債受託および登録業務

担保附社債信託法による社債の受託業務、公

社債の募集受託および登録に関する業務を行

っております。

金融先物取引等の受託業務

金融先物・オプション取引、証券先物・オプシ

ョン取引の受託および金利先渡取引・為替先

渡取引業務を行っております。

附帯業務

(１) 代理業務

A 日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店
および国債代理店業務

B 地方公共団体の公金取扱業務

C 勤労者退職金共済機構等の代理店業務

D 株式払込金の受入代理業務および株式
配当金、公社債元利金の支払代理業務

E 中小企業金融公庫等の代理貸付業務

F 信託代理店業務

(２) 保護預りおよび貸金庫業務

(３) 有価証券の貸付

(４) 債務の保証（支払承諾）

(５) 金の売買

(６) 公共債の引受

(７) 国債等公共債および証券投資信託の窓口

販売

(８) バンクカード業務

(９) コマーシャル・ペーパー等の取り扱い

事業内容の変更等

平成10年12月より国内において証券投資信託

の窓口販売業務を開始しております。
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組織とネットワーク
店舗・キャッシュコーナー 一覧（平成11年６月30日現在）

千葉市

［中央区］
■ 本店 千葉市中央区千葉港１-２ ０４３-２４５-１１１１

［本店営業部］ （千葉市役所隣）

本店営業部 千葉市中央区千葉港１-１ ０４３-２４７-０９９１
千葉市役所出張所（千葉市役所１階）

蘇我支店 千葉市中央区南町２-１０-１０ ０４３-２６５-２２４１
（ＪＲ蘇我駅前通り）

県庁支店 千葉市中央区市場町１-１ ０４３-２２７-５３６１
（千葉県庁内）

■ 中央支店 千葉市中央区中央２-５-１ ０４３-２２２-８１１１
（千葉中央ツインビル２号館）

京成駅前支店 千葉市中央区本千葉町２-１３ ０４３-２２７-７３５１
（京成千葉中央駅正面）

千葉駅前支店 千葉市中央区富士見２-１-１ ０４３-２２７-８５０１
（ＪＲ千葉駅正面）

長洲支店 千葉市中央区長洲１-２２-３ ０４３-２２７-６４２１
（千葉県企業庁向かい）

松ケ丘支店 千葉市中央区仁戸名町３５７-４ ０４３-２６１-５４２１
（松ケ丘商店街中央）

店舗外キャッシュコーナー
中央区役所（共） 区役所５階フロア

千葉支庁 南庁舎１階派出隣り

県庁（共） 本庁舎５階

県千葉支庁（共） 南庁舎１階

県庁本庁舎 本庁舎５階

‘西千葉 ＪＲ西千葉駅北口前

千葉大学医学部附属病院 病院地下１階派出内

国立千葉病院（共） 病院正面駐車場内

国立千葉東病院（共） 病院前

がんセンター 千葉県がんセンター前

千葉市立病院 病院入口前

‹川鉄病院（共） 病院１階ロビー

‹井上記念病院 病院１階ロビー

‘ＪＲ千葉駅 ＪＲ千葉駅東口びゅうプラザ隣り

‘蘇我駅西口 ＪＲ蘇我駅西口

‘本千葉駅前 ＪＲ本千葉駅前

‘千葉そごう２号 千葉そごうコリドーモール４階

‘千葉そごう３号 千葉そごう本館８階

‘千葉三越 地下２階ブライダルセンター隣り

‘セントラルプラザ １階側面入口脇

÷ポートスクエア（共） 千葉ポートタウン・商業棟２階

ポートスクエア 千葉ポートサイドタワー・事務棟１階

‘マルエツ蘇我南町店 店１階

［美浜区］
本店営業部 千葉市美浜区幸町２-２４-２７ ０４３-２４１-５３３５
幸町特別出張所 （国道１４号沿い幸町団地内）

真砂支店 千葉市美浜区真砂４-１-５ ０４３-２７９-８１１１
（京葉線検見川浜駅前ＰＩＡセブン１階）

新稲毛支店 千葉市美浜区高洲３-９-２ ０４３-２７７-３０１１
（京葉線稲毛海岸駅前）

幕張新都心支店 千葉市美浜区中瀬２-６ ０４３-２９７-７８９０
（ワールドビジネスガーデンマリブアネックス２階）

店舗外キャッシュコーナー
美浜区役所（共） 区役所１階待合室

‘千葉高洲 高洲第１団地内

海浜病院 病院１階ロビー

千葉市総合保健医療センター（共）医療センター１階

÷幕張メッセ（共） 国際展示場中央エントランス奥

幕張テクノガーデン Ｂ棟２階

イオンタワー タワー１階

‘パティオス５番街 幕張ベイタウンパティオス５番街

プレナ幕張（共） ビル１階

キッツビル ビル２階

運転免許センター（共） 正面入口

フェリア（共） １階売場内

‘マリンピア 京葉線稲毛海岸駅前マリンピア１階

［稲毛区］
■ 稲毛支店 千葉市稲毛区稲毛東３-１７-５ ０４３-２４３-９１９１

（ＪＲ稲毛駅前海側）

稲毛東口支店 千葉市稲毛区小仲台２-３-１２ ０４３-２８４-８１１１
（ＪＲ稲毛駅東口サティ前）

稲毛支店 千葉市稲毛区あやめ台１-１３-１０１ ０４３-２５３-６００１
あやめ台特別出張所 （あやめ台団地内）

中央支店 千葉市稲毛区穴川３-１-１８ ０４３-２５５-３８１１
穴川特別出張所 （穴川十字路国道１６号沿い）

店舗外キャッシュコーナー
稲毛区役所（共） 区役所１階ロビー

千葉大学 学生食堂１階

‘ヴィルフォーレ稲毛 ヴィルフォーレ稲毛京成バス停前

‘グリーンクロス長沼 イトーヨーカドー長沼店１階

‘ユニマートみどり台 １階入口前

‘宮野木 京成団地・バス停近く

÷メテオ（共） 稲毛メテオショッピングセンター１階

‘稲毛東 京成稲毛駅近く浅間通り沿い

‘オートウェーブ宮野木店 宮野木店内

［花見川区］
幕張支店 千葉市花見川区幕張町５-４７０-１ ０４３-２７３-７１１１

（ＪＲ幕張駅前十字路）

新検見川支店 千葉市花見川区花園１-７-１２ ０４３-２７１-０１３１
（ＪＲ新検見川駅前通り）

幕張本郷支店 千葉市花見川区幕張本郷１-２-２０ ０４３-２９７-２０１１
（ＪＲ・京成幕張本郷駅前）

店舗外キャッシュコーナー
花見川区役所（共） 区役所１階

‘ＪＲ新検見川駅（ ＪＲ新検見川駅改札前

‘ＪＲ幕張駅北口駅前 ＪＲ幕張駅北口駅前

‘ライフ宮野木店 県道実籾穴川線沿い店入口脇

‘サミットストア花見川店 区役所隣り店１階

‘イトーヨーカドー幕張店 １階入口前

［若葉区］
大宮台支店 千葉市若葉区大宮台１-１２-５ ０４３-２６６-４３１１

（大宮台消防署前）

千城台支店 千葉市若葉区千城台西１-１-１ ０４３-２３６-１１１１
（モノレール千城台北駅前）

都賀支店 千葉市若葉区都賀３-１４-３ ０４３-２３２-２５５１
（ＪＲ・モノレール都賀駅前）

みつわ台支店 千葉市若葉区みつわ台３-１１-２ ０４３-２５５-３１３１
（モノレールみつわ台駅前）

店舗外キャッシュコーナー
若葉区役所（共） １階会計課隣り

‘桜木町 国道５１号沿い市営霊園ななめ前

‘小倉台 千葉都市モノレール小倉台駅前

‘西友都賀店 駐車場内

‘ラパーク千城台 店１階

‘東寺山ショッピングセンター ショッピングセンター内

［緑区］
鎌取支店 千葉市緑区鎌取町７８０-１ ０４３-２９１-５６１１

（ＪＲ鎌取駅前）

誉田支店 千葉市緑区誉田町２-２４-１８ ０４３-２９１-０５５５
（ＪＲ誉田駅前）

とけ支店 千葉市緑区あすみが丘１-２０-２ ０４３-２９４-８１２１
（ＪＲ土気駅前）

店舗外キャッシュコーナー
緑区役所（共） 区役所２階

千葉県こども病院（共） こども病院前

$

$$

$$

$

$

$$

$

$

$$

は貿易取扱店／ は外貨現金取扱店（Ｔ/Ｃの取り扱いは、出張所を除く国内全店
ただし成田空港（出）、同第二（出）、船橋ららぽーと（出）は取り扱い可）

■は信託代理店業務取扱店
住宅金融公庫は、国内本支店でお申し込みできます。（ただし大阪支店、出張所、特別出張所を除く）

$$
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千葉リハビリテーションセンター（共）センター１階

‘扇屋ジャスコ鎌取店 ＪＲ鎌取駅南口前

‘せんどう土気店 駐車場内

‘ヤオコーおゆみ野店 しのぼり公園バス停前

四街道市
四街道支店 四街道市鹿渡２００１-８ ０４３-４２２-１５１１

（ＪＲ四街道駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
‘四街道市役所 市役所入口脇

‘旭ケ丘 旭ケ丘商店街・吉岡駐在所前

‘四街道駅 ＪＲ四街道駅南口

‘イトーヨーカドー四街道店 店１階

‘イトーヨーカドー四街道店２号 店３階

‘長崎屋四街道店 １階入口前

市原市
■ 五井支店 市原市五井１５１０ ０４３６-２１-２１４１

（ＪＲ五井駅西口前）

五井支店 市原市国分寺台中央１-１-１ ０４３６-２１-６６１１
市原市役所出張所（市原市役所１階）

八幡支店 市原市八幡１０５９-２２ ０４３６-４１-１３３１
（ＪＲ八幡宿駅前）

辰巳台支店 市原市辰巳台東１-１-２ ０４３６-７４-５５５１
（辰巳台団地内）

姉崎支店 市原市姉崎４８４-１ ０４３６-６１-１１４５
（ＪＲ姉ケ崎駅前）

牛久支店 市原市牛久１２１０-１ ０４３６-９２-１２１１
（小湊鉄道牛久駅前商店街）

店舗外キャッシュコーナー
市原市役所（共） 市役所１階

‘五井駅東口 ＪＲ五井駅東口駅前

‘ＪＲ姉ケ崎駅 ＪＲ姉ケ崎駅西口

‘いちはら緑園都市 泉台団地内ショッピングセンター前

‘桜台 桜台団地入口Ａコープ前

‘馬立 国道２９７号線馬立新水神橋際

‘イトーヨーカドー姉崎店 店１階

‘イトーヨーカドー市原店前 入口前

‘イトーヨーカドー八幡宿店 入口前

‘せんどう千原台店 帝京平成短大前

‘若宮ショッピングセンター センター１階

‘スーパーたかはし 駐車場内

‘マックスバリュー辰巳台店 店１階

÷三徳プラザ市原店（共） 店１階

‘アピタ市原店 １階入口前

袖ケ浦市
袖ケ浦支店 袖ケ浦市福王台１-１２-１ ０４３８-６２-８１８１

（ＪＲ袖ケ浦駅前福王台入口）

店舗外キャッシュコーナー
袖ケ浦市役所 市役所入口横

‘長浦駅前 ＪＲ長浦駅前通り

袖ケ浦福祉センター（共） 袖ケ浦福祉事業団前

‘ダイエー長浦店 店１階

木更津市
■ 木更津支店 木更津市中央２-１-２１ ０４３８-２３-８１８１

（本町通り）

木更津東支店 木更津市大和１-２-４ ０４３８-２３-５２８１
（ＪＲ木更津駅東口駅前通り）

木更津東支店 木更津市清見台南１-１-５ ０４３８-９８-２４４１
清見台出張所 （清見台土地組合事務所前）

店舗外キャッシュコーナー
木更津市役所 市役所２階ロビー

君津支庁（共） 合同庁舎１階

‘木更津駅 ＪＲ木更津駅西口駅前

÷ かずさアカデミアパーク センター１階

君津学園（共） 学園正面入口横

木更津商工会館（共） 会館１階ロビー

‘いなげや木更津請西店 駐車場内

‘扇屋ジャスコ木更津店 駐車場内

君津市
君津支店 君津市東坂田１-２-１３ ０４３９-５５-２５１１

（ＪＲ君津駅前）

久留里支店 君津市久留里市場１８２ ０４３９-２７-２５１１
（仲町通り）

店舗外キャッシュコーナー
‘いなげや君津店 駐車場入口

‘イトーヨーカドー君津店 １階エスカレーター横

‘Ｄマート君津店 店舗入口

‘アピタ君津店 店舗入口

芙蓉会 ＪＲ久留里線上総松丘駅キャラの木ケアセンター前

富津市
富津支店 富津市大堀１-１-２ ０４３９-８７-１１２１

（ＪＲ青堀駅前通り）

大佐和支店 富津市岩瀬１０５６-１ ０４３９-６５-０６６１
（大貫岩瀬橋際）

湊支店 富津市湊２１２-１ ０４３９-６７-０６１１
（湊町バス停前）

店舗外キャッシュコーナー
富津市役所 市役所１階当行派出隣り

‘富津ショッピングセンター センター３階

‘富津西部 東町商店街内

市川市
■ 市川支店 市川市市川１-７-１２ ０４７-３２２-０１６１

（ＪＲ市川駅前）

市川支店 市川市八幡１-１-１ ０４７-３３４-１５６８
市川市役所出張所（市川市役所１階）

本八幡支店 市川市八幡３-３-１ ０４７-３２２-０１８１
（ＪＲ本八幡駅前十字路）

本八幡南支店 市川市南八幡４-１７-２ ０４７-３７７-８７５１
（ＪＲ本八幡南口駅前通り）

行徳支店 市川市行徳駅前２-１４-１ ０４７-３９７-７１１１
（東西線行徳駅前）

南行徳支店 市川市相之川４-８-５ ０４７-３５８-４００１
（東西線南行徳駅前）

店舗外キャッシュコーナー
‘ＪＲ市川駅 ＪＲ市川駅構内キヨスク隣り

‘京成国府台駅前 京成国府台駅前通り

‘市川大野駅前ビル ＪＲ武蔵野線市川大野駅前ビル

東京歯科大学市川総合病院 病院１階ロビー

‘国分 県道鎌ケ谷市川線沿い国分小学校近く

‘北方ＳＴハイツビル 市川税務署４００ｍ先ローソン隣りハイツビル１階

‘若宮 若栄会通り

‘西友本八幡店 ＪＲ本八幡駅南口西友隣り

‘西友新浜店 東西線行徳駅前

‘ＪＲ本八幡駅前パティオ パティオ１階入口脇

‘市川妙典サティ １番街１階
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※店舗外キャッシュコーナー

‹ 土曜日も稼働（日・祝日は稼働いたしません）／÷ 土・日曜日も稼働（祝日は稼働いたしません）
‘ 土・日・祝日も稼働／無印は平日のみ稼働
※全コーナーとも、１月１日～３日および５月３日～５日は稼働いたしません。

（共）は共同出張所です。
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浦安市
■ 浦安支店 浦安市北栄１-１６-８ ０４７-３５１-２１４１

（東西線浦安駅前）

新浦安支店 浦安市入船１-５-１ ０４７-３５４-２０１１
（京葉線新浦安駅前）

店舗外キャッシュコーナー
浦安市役所（共） 市役所１階

順天堂大学浦安病院 ＪＲ京葉線新浦安駅前通り病院１階

‘マルエツ浦安店前 市道大三角線沿いマルエツ前

船橋市
■ 船橋支店 船橋市本町３-３-４ ０４７-４２２-４１６１

（本町通り商店街）

船橋支店 船橋市湊町２-１０-２５ ０４７-４３６-２７７７
船橋市役所出張所 （船橋市役所１階）

船橋北口支店 船橋市本町７-１２-２４ ０４７-４２４-３１５１
（ＪＲ船橋駅北口駅前通り）

船橋支店 船橋市浜町２-１-１ ０４７-４３４-３４１１
船橋ららぽーと出張所 （ショッピングセンターららぽーと内）

中山支店 船橋市本中山２-１９-１４ ０４７-３３４-１１４５
（ＪＲ下総中山駅前十字路）

西船橋支店 船橋市西船４-２３-１３ ０４７-４３４-３３１１
（ＪＲ西船橋駅前）

西船橋支店 船橋市行田３-２-２１ ０４７-４３９-２１７１
船橋行田出張所 （行田団地商店街）

高根台支店 船橋市高根台１-２-１ ０４７-４６６-０１２１
（新京成高根公団駅前）

はざま支店 船橋市芝山３-１０-７ ０４７-４６４-６９６１
（芝山団地内）

習志野台支店 船橋市習志野台３-２-１ ０４７-４６６-６１５１
（新京成北習志野駅前）

小室支店 船橋市小室町１１５７ ０４７-４５７-１１１１
（北総開発鉄道小室駅前）

二和向台支店 船橋市二和東６-１７-３７ ０４７-４４９-１１１１
（新京成二和向台駅前商店街）

■ 津田沼駅前支店 船橋市前原西２-１９-１ ０４７-４７２-６１４１
（ＪＲ津田沼駅前）

薬円台支店 船橋市滝台２-１-２ ０４７-４６８-０３１１
（新京成薬園台駅前）

店舗外キャッシュコーナー
船橋市役所（共） 市役所１階ロビー

‘東船橋駅前 ＪＲ東船橋駅南口ロータリー角

‘原木中山駅前 東西線原木中山駅３０ｍ先サンクス隣り

‘高根木戸駅前 新京成高根木戸駅前

‘新京成習志野駅前 新京成習志野駅前スリーエフ脇

‘馬込沢駅前 東武野田線馬込沢駅西側

‘三咲駅 新京成三咲駅前

船橋市立医療センター センター玄関脇

‘滝不動 新京成滝不動駅前

‘前原 新京成前原駅前

‘ちばコープ田喜野井 田喜野井公園前生協１階

‘東武百貨店船橋店 ＪＲ船橋駅北口東武百貨店中央入口左

‘ヨークマート夏見台店 バス停「エステート夏見」前ヨークマート１階

‘マツモトキヨシ薬円台店 駐車場内

習志野市
津田沼支店 習志野市津田沼５-１２-４ ０４７-４５２-２１１１

（京成津田沼駅前）

習志野袖ケ浦支店 習志野市袖ケ浦３-５-３ ０４７-４５２-１２６１
（袖ケ浦団地入口）

実籾支店 習志野市実籾町４-９９３-２ ０４７-４７８-７１７１
（京成実籾駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
習志野市役所 市役所１階新館通路

‘谷津 京成谷津駅駅前近く

‘京成津田沼駅 京成津田沼駅改札口

‘イトーヨーカドー津田沼店 新京成新津田沼駅前店２階

‘イトーヨーカドー東習志野店 日立習志野工場隣り店１階

‘マルエツ大久保駅前店 京成大久保駅前

鎌ケ谷市
鎌ケ谷支店 鎌ケ谷市富岡２-１-１ ０４７-４４４-２１１１

（鎌ケ谷中学校通り）

店舗外キャッシュコーナー
鎌ケ谷市役所 市役所１階

‘東武鎌ケ谷駅 東武野田線鎌ケ谷駅東口

‘鎌ケ谷大仏駅 新京成鎌ケ谷大仏駅構内

‘くぬぎ山 新京成くぬぎ山駅西口

‘イトーヨーカドー鎌ケ谷店 新京成初富駅前店１階

‘マツモトキヨシ鎌ケ谷店 店入口前

八千代市
八千代支店 八千代市八千代台西１-７-３ ０４７-４８３-２２１１

（京成八千代台駅西口駅前通り）

高津支店 八千代市大和田新田１５-１-１８ ０４７-４５０-１３１１
(高津団地リブレ京成高津店隣り）

大和田支店 八千代市大和田２９７-２０ ０４７-４８４-８１１１
（京成大和田駅前通り）

新八千代支店 八千代市ゆりのき台４-１-１０ ０４７-４８６-６１１１
（東葉高速鉄道八千代中央駅前）

勝田台支店 八千代市勝田台２-４-３ ０４７-４８３-１３１１
（京成勝田台駅前十字路）

店舗外キャッシュコーナー
八千代市役所 市役所１階入口右

八千代市役所（共） 市役所１階入口右

‘八千代緑が丘駅前 東葉高速鉄道八千代緑が丘駅入口交差点前

‘京成八千代台駅 駅東口

‘京成勝田台駅 駅地下通路内

‘ローソン米本店 国道１６号米本交差点ローソン駐車場内

‘八千代台ビル 中央証券八千代支店１階入口前

成田市
■ 成田支店 成田市花崎町５３６ ０４７６-２２-２５１１

（ＪＲ成田駅前通り）

成田支店 成田市古込字古込１-１ ０４７６-３４-６０６５
成田空港出張所 （成田空港第２旅客ターミナルビル入国フロア１階）

成田支店 成田市古込字古込１-１ ０４７６-３４-６０６０
成田空港第二出張所 （成田空港第２旅客ターミナルビル３階制限エリア内）

成田西支店 成田市赤坂２-１-１ ０４７６-２６-３５３１
（成田ニュータウンセンタービル内）

店舗外キャッシュコーナー
成田市役所 市役所１階

÷成田空港第２ターミナルビル（共）第２ターミナルビル２階

‘扇屋ジャスコ成田店 店１階

‘ボンベルタ 店４階

‘ヨークマート成田店 駐車場内

印西市
印西支店 印西市大森３８７７ ０４７６-４２-２５１１

（木下街道沿い）

印西支店 印西市小林６４５-１ ０４７６-９７-３１１１
小林出張所 （ＪＲ小林駅前）

千葉ニュータウン支店 印西市戸神５００ ０４７６-４６-１５１１
（北総開発鉄道千葉ニュータウン中央駅前）
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組織とネットワーク

店舗・キャッシュコーナー 一覧（平成11年６月30日現在）

は貿易取扱店／ は外貨現金取扱店（Ｔ/Ｃの取り扱いは、出張所を除く国内全店
ただし成田空港（出）、同第二（出）、船橋ららぽーと（出）は取り扱い可）

■は信託代理店業務取扱店
住宅金融公庫は、国内本支店でお申し込みできます。（ただし大阪支店、出張所、特別出張所を除く）

$$
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店舗外キャッシュコーナー
印西市役所 市役所駐車場内

‘印西牧の原駅 北総開発鉄道印西牧の原駅改札脇

印旛郡
白井支店 印旛郡白井町富士５０-３８ ０４７-４４４-８１１１

（木下街道白井開拓バス停前）

安食支店 印旛郡栄町安食２４７３-２ ０４７６-９５-２１１１
（田中興人住宅入口成田街道沿い）

富里支店 印旛郡富里町七栄６５１-９６ ０４７６-９３-９１２１
（富里町役場通り）

酒々井支店 印旛郡酒々井町中央台１-２９-７ ０４３-４９６-１２２１
（ＪＲ酒々井駅西側）

店舗外キャッシュコーナー
白井町役場 町役場隣り

富里町役場 町役場正面入口右側

酒々井町役場 町役場駐車場入口隣り

‹日本医科大学付属千葉北総病院 病院１階ロビー

‘白井ラパモール 東武ストアー前

‘滝野プラザ 滝野ショッピングモール沿い

‘エービン富里店 国道４０９号沿いＢ・Ｊパーク隣り

‘ダイエー成田店 店１階

‘マルエツ西白井店 北総開発鉄道西白井駅前マルエツ１階

‘ナリタヤ食彩館 正面入口左側

八街市
八街支店 八街市八街ほ２３８-３７ ０４３-４４３-２０１１

（ＪＲ八街駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
八街市役所 市役所駐車場内

‘ミヤスズ八街本店 駐車場内

‘古谷プラザ 駐車場内

‘ランドマーク八街店 正面入口脇

‘ユアマートすずこう榎戸店 ＪＲ榎戸駅前すずこう隣り

‘マックスバリュー八街店 １階入口前

佐倉市
■ 佐倉支店 佐倉市新町１７ ０４３-４８４-２１３１

（新町商店街通り）

うすい支店 佐倉市王子台１-２８-８ ０４３-４６２-１１７７
（京成臼井駅前）

志津支店 佐倉市上志津１６５６-３１ ０４３-４８７-１２３１
（京成志津駅前通り）

ユーカリが丘支店 佐倉市ユーカリが丘６-３-６ ０４３-４６１-８１１１
（ユーカリが丘ニュータウン内）

店舗外キャッシュコーナー
佐倉市役所 市役所１階ロビー

‘ＪＲ佐倉駅南口 ＪＲ佐倉駅南口ロータリー

‘臼井駅北口 京成臼井駅北口ロータリー

‘勝田台駅北口駅前 京成勝田台駅北口前

‘ユーカリが丘駅南口 京成ユーカリが丘駅南口

東邦大学佐倉病院 病院１階ロビー

‘レイクピアウスイ 京成臼井駅前扇屋ジャスコ１階南側入口

‘江原台 国立佐倉病院入口

‘いなげや佐倉店 駐車場内

‘スカイプラザ 京成ユーカリが丘駅北口プラザ１階

‘オーケー志津店 店１階

‘ ユアマートすずこう京成佐倉店 京成佐倉駅北口すずこう駐車場内

‘イトーヨーカドー臼井店 １階入口前

佐原市
佐原支店 佐原市佐原イ５８６-５ ０４７８-５４-１２１１

（横宿通り）

店舗外キャッシュコーナー
佐原市役所 市役所入口前

‘サワラシティ ショッピングモール１階

香取郡
神崎支店 香取郡神崎町神崎本宿２０６５ ０４７８-７２-２３３１

（河岸通り）

小見川支店 香取郡小見川町小見川２６８-１ ０４７８-８２-２１３１
（本町通り）

笹川支店 香取郡東庄町笹川い６７９-３ ０４７８-８６-１１２５
（東庄町役場１００ｍ先）

多古支店 香取郡多古町多古２７０３ ０４７９-７６-５１１１
（仲町商店街沿い）

店舗外キャッシュコーナー
多古町役場 町役場正面入口前

小見川町役場 町役場１階ロビー

大栄町役場 町役場入口前

‘下総町役場 町役場駐車場内

小見川ショッピングプラザ（共） アピオショッピングセンター正面入口

柏市
■ 柏支店 柏市中央１-１-１ ０４７１-６７-０１１１

（ＪＲ柏駅東口・旧水戸街道交差点）

柏支店 柏市柏５-１０-１ ０４７１-６６-５３９０
柏市役所出張所 （柏市役所第２庁舎２階）

柏支店 柏市柏１-１-２１ ０４７１-６３-７１１１
柏駅前出張所（ローンプラザ） （ＪＲ柏駅東口前そごう２階）

柏西口支店 柏市末広町５-１９ ０４７１-４３-２２２１
（ＪＲ柏駅西口交差点）

柏西口支店 柏市豊四季台１-１-１１５ ０４７１-４３-６１６１
豊四季特別出張所 （豊四季台団地・管理事務所前）

増尾支店 柏市加賀３-２４-１５ ０４７１-７４-７１１１
（東武野田線増尾駅前）

南柏支店 柏市今谷上町４５-１ ０４７１-７３-６１１１
（ＪＲ南柏駅東口・今谷交差点）

花野井支店 柏市花野井６８１ ０４７１-３１-７１２１
（柏市総合卸売市場前）

店舗外キャッシュコーナー
‘柏駅前 ＪＲ柏駅東口そごう２階

‘北柏駅前 ＪＲ北柏駅前

‘南柏駅西口 ＪＲ南柏駅西口

‘光ケ丘 東武光ケ丘バス停前マツモトキヨシ内

麗澤大学 大学構内研究室棟脇

‘いなげや南増尾店 北側駐車場

‘東武ストア新柏店 東武野田線新柏駅前店隣

‘ダイエー北柏店 国道１６号十余二交差点近く店１階

松戸市
■ 松戸支店 松戸市本町７-１０ ０４７-３６４-２１０１

（ＪＲ松戸駅西口）

松戸支店 松戸市根本３８７-５ ０４７-３６８-７６２１
松戸市役所出張所（松戸市役所１階）

矢切支店 松戸市三矢小台３-２-１ ０４７-３６５-２１８１
（上矢切バス停前）

八柱支店 松戸市日暮１-３-１ ０４７-３８５-３１３１
（新京成八柱駅・ＪＲ新八柱駅前）

馬橋支店 松戸市馬橋１０７ ０４７-３４１-２１０１
（ＪＲ馬橋駅前）

新松戸支店 松戸市新松戸１-３６１-２ ０４７-３４３-５１０１
（ＪＲ新松戸駅前）

小金原支店 松戸市小金原６-１-１ ０４７-３４１-４１１５
（小金原団地・小金原病院隣）

常盤平支店 松戸市常盤平１-２９-３ ０４７-３８８-１２３１
（新京成常盤平駅ビル内）

五香支店 松戸市常盤平５-１９-１ ０４７-３８４-２０２１
（新京成五香駅西口ビル内）

$

$$

$
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$

$
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※店舗外キャッシュコーナー

‹ 土曜日も稼働（日・祝日は稼働いたしません）／÷ 土・日曜日も稼働（祝日は稼働いたしません）
‘ 土・日・祝日も稼働／無印は平日のみ稼働
※全コーナーとも、１月１日～３日および５月３日～５日は稼働いたしません。

（共）は共同出張所です。
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鎌ケ谷支店 松戸市六実４-３-１ ０４７-３８６-１１７５
六実出張所 （東武野田線六実駅バス停前）

松飛台支店 松戸市松飛台１９２-１ ０４７-３８６-７１１１
（松飛台工業団地入口）

高塚支店 松戸市高塚新田１５８-４１ ０４７-３９１-５２２１
（高塚入口バス停そば）

店舗外キャッシュコーナー
東葛飾支庁（共） 合同庁舎２階ホール

‘松戸東口 ＪＲ松戸駅東口前

‘北松戸駅前 ＪＲ常磐線北松戸駅東口駅前

‘馬橋駅西口 馬橋駅西口マツモトキヨシ隣

‹松戸市立病院 病院１階ロビー

‘八ケ崎 新京成バス「あずま」バス停前

我孫子市
孫子支店 我孫子市本町２-２-１６ ０４７１-８２-３１１１

（ＪＲ我孫子駅前）

天王台支店 我孫子市柴崎台１-９-１ ０４７１-８４-５３５１
（ＪＲ天王台駅北口）

湖北支店 我孫子市湖北台１-１８-１ ０４７１-８７-３５３１
（ＪＲ湖北駅南口）

店舗外キャッシュコーナー
‹我孫子市役所 市役所正面入口横

‘アビイクオーレ ＪＲ我孫子駅前イトーヨーカドー１階

‘緑 国道３５６号沿い緑郵便局隣り

‘あびこショッピングプラザ 国道６号沿い「エスパ」３階

‘布佐 県道千葉竜ケ崎線沿いミニストップ駐車場

野田市
■ 野田支店 野田市野田３５０-１１ ０４７１-２４-４１１１

（仲町消防会館前）

野田支店 野田市大殿井８３-２８ ０４７１-２５-６１４１
大殿井出張所 （電建住宅団地入口）

川間支店 野田市尾崎８１１-２９ ０４７１-２９-６０１１
（東武野田線川間駅前）

店舗外キャッシュコーナー
野田市役所 市役所１階

野田市役所（共） 市役所１階

‘清水公園 東武野田線清水公園駅前

‘野田生協川間店 東武野田線川間駅３００ｍ先

÷野田ショッピングセンター（共）ジャスコ野田店１階

‘イトーヨーカドー野田店 駐車場内

‘いなげや野田みずき店 駐車場内

‘扇屋ジャスコ野田店 １階郵便局前

流山市
流山支店 流山市流山２-３１６-１ ０４７１-５８-２５１１

（総武流山電鉄流山駅前県道沿い）

南流山支店 流山市南流山１-８-１ ０４７１-５０-２４６１
（ＪＲ武蔵野線南流山駅前）

初石支店 流山市西初石３-１４４７-１５ ０４７１-５３-２１１１
（東武野田線初石駅前）

江戸川台支店 流山市江戸川台西２-４-１ ０４７１-５４-１４１１
（東武野田線江戸川台駅前）

店舗外キャッシュコーナー
流山市役所 市役所１階ロビー

‘東武江戸川台駅東口 東武野田線江戸川台駅東口駅前

‘イトーヨーカドー流山店 総武流山電鉄平和台駅前店１階

‘マツモトキヨシ東深井店 流山街道沿い東深井、マックスＭ江戸川台店内

‘マルエツ流山野々下店 流山街道沿い店正面入口隣り

‘マルエツ初石店 東武野田線初石駅近くマルエツ隣り

東葛飾郡
柏支店 東葛飾郡沼南町大津ケ丘１-５６-２１ ０４７１-９１-６４５１
沼南出張所 （沼南町役場前）

関宿支店 東葛飾郡関宿町東宝珠花５４５-２ ０４７１-９８-４４１１
（関宿町役場入口バス停前）

店舗外キャッシュコーナー
沼南町役場 町役場１階ロビー

関宿町役場 町役場前

‘オリンピック柏沼南店 沼南店隣り

館山市
■ 館山支店 館山市北条１８２３ ０４７０-２２-４１１１

（銀座通り）

館山支店 館山市館山１０２６ ０４７０-２２-２２０６
館山南特別出張所 （下町十字路）

那古船形支店 館山市船形２８５-１ ０４７０-２７-３３１１
（ＪＲ那古船形駅前国道十字路）

店舗外キャッシュコーナー
館山市役所 市役所正面入口横

安房支庁（共） 館山保健所隣り

‘扇屋ジャスコ館山店 １階食品売場横

‘オドヤスーパーセンター館山店 入口横

安房郡
鋸南支店 安房郡鋸南町竜島８４７-１ ０４７０-５５-１６１１

（ＪＲ安房勝山駅前通り）

千倉支店 安房郡千倉町北朝夷２７９８ ０４７０-４４-１５１１
（ＪＲバス北千倉バス停際）

白浜支店 安房郡白浜町白浜２６９６-１ ０４７０-３８-４１１１
（ＪＲバス白浜バス停前通り）

和田支店 安房郡和田町和田４０３-１ ０４７０-４７-３３１１
（日東交通和田バス停前）

天津支店 安房郡天津小湊町天津１２２１-１０ ０４７０-９４-０５２１
（国道１２８号沿い）

店舗外キャッシュコーナー
千倉町役場 役場入口左

夷隅郡
御宿支店 夷隅郡御宿町須賀５０５-６ ０４７０-６８-２３２１

（ＪＲ御宿駅前通り交差点)

大原支店 夷隅郡大原町大原８６６６ ０４７０-６２-１２１１
（仲町通り）

長者支店 夷隅郡岬町長者４８８-１ ０４７０-８７-２４３１
（長者本通り）

大多喜支店 夷隅郡大多喜町桜台６３ ０４７０-８２-３１１１
（桜台三ツ角）

店舗外キャッシュコーナー
御宿町役場 町役場１階正面入口

大原町役場（共） 町役場１階正面入口

‘おおたきショッピングプラザ 店１階

鴨川市
鴨川支店 鴨川市横渚９４１-４ ０４７０-９２-１２１１

（ＪＲ安房鴨川駅前）

店舗外キャッシュコーナー
鴨川市役所 入口正面

鴨川グランドホテル（共） ホテル１階

勝浦市
勝浦支店 勝浦市墨名７２５-３ ０４７０-７３-１１２１

（墨名交差点）

$
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$
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組織とネットワーク

店舗・キャッシュコーナー 一覧（平成11年６月30日現在）

は貿易取扱店／ は外貨現金取扱店（Ｔ/Ｃの取り扱いは、出張所を除く国内全店
ただし成田空港（出）、同第二（出）、船橋ららぽーと（出）は取り扱い可）

■は信託代理店業務取扱店
住宅金融公庫は、国内本支店でお申し込みできます。（ただし大阪支店、出張所、特別出張所を除く）

$$
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勝浦支店 勝浦市興津２６８２ ０４７０-７６-０６１１
興津特別出張所 （ＪＲ上総興津駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
勝浦市役所（共） 市役所当行派出前

国際武道大学 大学構内

茂原市
■ 茂原支店 茂原市茂原３６５-１ ０４７５-２４-２１１１

（茂原銀座通り）

茂原東支店 茂原市町保１-１０ ０４７５-２４-６６１１
（ＪＲ茂原駅前）

茂原南支店 茂原市千代田町２-３-２ ０４７５-２２-１８５５
（ＪＲ茂原駅南口千代田通り）

店舗外キャッシュコーナー
茂原市役所 市役所正面ロータリー横

長生支庁（共） 庁舎正面玄関横

日立製作所茂原工場 日立体育館隣り駐輪場正面

‘茂原ショッピングプラザ ケイヨーＤ２入口横

‘扇屋ジャスコ茂原店 駐車場側入口横

‘茂原そごう ５階下りエスカレータ前

三井化学茂原工場 県道茂原線沿い三井化学体育館前

‘ホームセンターカスミ茂原店 県道茂原線沿い店入口

‘カインズホーム茂原店 国道１２８号沿い店入口

長生郡
一宮支店 長生郡一宮町一宮２９５６-１ ０４７５-４２-３６１１

（国道１２８号沿い別称大通り）

店舗外キャッシュコーナー
一宮町役場 町役場１階

東金市
■ 東金支店 東金市東金１０６０-６ ０４７５-５４-１１５１

（ＪＲ東金駅入口バス停前）

店舗外キャッシュコーナー
東金市役所 市役所１階

‹城西国際大学 大学構内学生ホール前

‘サンピア 店２階

‘東金レイクサイドヒル カクエイストア隣り

山武郡
大網支店 山武郡大網白里町駒込４４４-１ ０４７５-７２-１１８１

（ＪＲ大網駅前通り）

成東支店 山武郡成東町津辺２８９-５ ０４７５-８２-２５１１
（ＪＲ成東駅前通り）

九十九里支店 山武郡九十九里町片貝３５１６-１ ０４７５-７６-４１７１
（西の下）

横芝支店 山武郡横芝町横芝１３３９ ０４７９-８２-１２２１
（ＪＲ横芝駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
成東町役場 町役場入口

‘芝山町役場 町役場正面入口前

九十九里町役場 町役場正面入口脇

大網白里町役場 町役場正面入口脇

‘大網白里ショッピングセンター センター１階

‘ラパーク成東店 国道１２６号沿い店１階

‹ ショッピングモールサビア横芝（共）国道１２６号沿いサビア１階

八日市場市
八日市場支店 八日市場市イ２４７０ ０４７９-７２-１２４１

（西本町通り）

店舗外キャッシュコーナー
八日市場市役所（共） 市役所正面入口右側

‹エイトピア（共） 国道１２６号沿い店正面入口左側

旭市
旭支店 旭市ロ８２７-１ ０４７９-６２-２１１１

（塚前十字路）

店舗外キャッシュコーナー
‹旭中央病院 病院１階

‘ 旭ショッピングセンターサンモール サンモール１階

旭サンモール（共） サンモール２階

銚子市
銚子支店 銚子市新生町１-４７-１ ０４７９-２２-２４００

（新生通り）

店舗外キャッシュコーナー
銚子市役所 市役所１階

‘銚子駅 ＪＲ銚子駅前正面

東京都
東京営業部 中央区日本橋室町１-５-３ ０３-３２７０-８３５１

（三越本店正面）

新宿支店 新宿区西新宿２-４-１ ０３-３３４４-１６６１
（新宿ＮＳビル２階）

■ 秋葉原支店 千代田区岩本町３-１０-１ ０３-３８６３-２１５１
（岩本町交差点）

錦糸町支店 墨田区江東橋２-１３-７ ０３-３６３３-７０１１
（両国高校隣）

小岩支店 江戸川区南小岩７-２７-１１ ０３-３６５７-４１７１
（区役所通り）

金町支店 葛飾区金町６-７-２５ ０３-３６０７-４１２１
（水戸街道沿い）

みずえ支店 江戸川区下鎌田町４０２-５ ０３-３６９８-８５６１
（都営新宿線瑞江駅前通り）

篠崎支店 江戸川区篠崎町７-２７-２３ ０３-５２４３-１５０１
（都営新宿線篠崎駅前）

店舗外キャッシュコーナー
‘上野 浅草通り上野警察署前

丸の内 ＪＲ東京駅南口三菱商事ビル別館１階

大阪府
大阪支店 大阪市中央区本町４-１-７ ０６-６２６１-３５３１

（御堂筋北御堂隣）

茨城県鹿島郡

店舗外キャッシュコーナー
‘神栖 いせやショッピングセンター神栖店駐車場内

海外支店
ニューヨーク支店 ＴＥＬ:１-２１２-３５４-７７７７
1133 Avenue of the Americas, 15th Floor New York, N.Y.10036, U.S.A. 
香港支店 ＴＥＬ:８５２-２８４０-１２２２
Unit 2510, One Pacific Place, 88 Queensway, Hong Kong

ロンドン支店 ＴＥＬ:４４-１７１-３１５-３１１１
1 King Street, London EC2V 8AU, U.K.

海外駐在員事務所

上海駐在員事務所 ＴＥＬ:８６-２１-６２７８０４８２
Room 707, Shanghai International Trade Center, 2200 Yan-An Road(west), Shanghai, P.R.C.

シンガポール駐在員事務所 ＴＥＬ:６５-４３８５４００
20 Collyer Quay #08-03 Tung Centre, Singapore 049319 

$

$

$

$$

$

$

$$

$

$

$$

$

$$

※店舗外キャッシュコーナー

‹ 土曜日も稼働（日・祝日は稼働いたしません）／÷ 土・日曜日も稼働（祝日は稼働いたしません）
‘ 土・日・祝日も稼働／無印は平日のみ稼働
※全コーナーとも、１月１日～３日および５月３日～５日は稼働いたしません。

（共）は共同出張所です。
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役員

平成１１年６月３０日現在

取 締 役 会 長

取 締 役 頭 取

取締役副頭取

取締役副頭取

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監査役（常勤）

監査役（常勤）

監 査 役

監 査 役

監 査 役

取締役会長

玉置 孝
取締役頭取

早川 恒雄

取締役副頭取

石川 次郎
取締役副頭取

石井 俊昭

専務取締役

市原 芳徳
常務取締役

富塚 國興

常務取締役

竹山 正
常務取締役

片岡 健

玉 置 孝

早 川 恒 雄

石 川 次 郎

石 井 俊 昭

市 原 芳 徳

富 塚 國 興

竹 山 正

片 岡 健

石 井 徹

潮 田 資 孝

長 谷 川 章

新 行 内 實

牧 正 廣

鈴 木 徹 男

鹿 島 哲 博

加 藤 信 之

今 井 信 義

佐 藤 浩

穗 野 信 吾

篠 藤 新 蔵

坂 齊 春 彦

林 智 昭
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組織図
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沿革

ちばぎんのあゆみ

昭和 18年 3月 千葉銀行創立。当行は、一県一行主義の国
策にしたがい、千葉合同銀行、小見川農商銀
行、第九十八銀行が合併して誕生しました。
なお、当行の母体となった３銀行は、いずれも
明治初期から中期にかけて創業しています。

19年 3月 千葉貯蓄銀行合併

6月 野田商誘銀行から営業を譲り受ける

28年 7月 （財）千葉県福祉財団設立

38年 4月 外国為替公認銀行となる

39年 2月 ひまわりをバンクフラワーに制定

45年 10月 東京証券取引所第２部に株式を上場
（翌年8月、第1部に指定替）

46年 10月 第1次オンラインシステム稼働

47年 5月 海外銀行と直接コルレス取引開始

48年 3月 新本店完成
（財）千葉経済センター設立

51年 4月 緒方太郎、頭取に就任

57年 3月 ロンドン駐在員事務所開設
（平成3年2月、支店開設）

58年 3月 創立40周年を迎えＣＩ活動を展開

60年 3月 ニューヨーク駐在員事務所開設
（昭和62年4月、支店開設）

10月 香港駐在員事務所開設
（平成元年4月、支店開設）

61年 12月 米ドル建転換社債1億ドル発行
初の時価発行による公募増資（600万株）

62年 6月 玉置孝、頭取に就任

63年 4月 時価発行による公募増資（2,000万株）

平成元年 3月 第1回、第2回国内無担保転換社債
400億円発行

4月 株主割当による中間発行増資（5,794万株）

2年 3月 時価発行による公募増資（5,000万株）

平成 3年 1月 サンデーバンキングがスタート

10月 新電算センター「おゆみ野センター」が竣工

4年 3月 当行初の海外証券現地法人「チバインター
ナショナル（株）」を設立

5年 1月 第3次オンラインシステム稼働

3月 創立50周年を迎える

11月 代理店方式による信託業務取り扱い開始

6年 7月 玉置頭取、全国地方銀行協会会長に就任
（平成9年5月退任）

7年 11月 上海駐在員事務所開設

8年 4月 経営方針2001スタート

12月 インターネットによる「ホームページ」を開設

9年 6月 玉置孝、早川恒雄、それぞれ会長、頭取に就任

10月 シンガポール駐在員事務所開設

10年 3月 中央証券株式会社の株式を山一証券
グループ企業から取得

ちばぎんこの1年のおもなできごと

10年 4月 外為法改正に伴い「海外送金」「外貨預金」の
全支店での取り扱い開始

7月 柏ローンプラザ開設

10月 テレフォンバンキング、ポイントサービス
「ひまわり宣言」の取り扱い開始

（財）ひまわりベンチャー育成基金の設立

12月 投資信託取り扱い開始

11年 2月 資産運用セミナーの開催

3月 「ひまわり年金教室」土・日曜日の開催

4月 投資信託の専用窓口を全支店(大阪支店お
よび出張所を除く）に設置

6月 インターネットバンキングの取り扱い開始

第３回国内無担保転換社債３００億円発行
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財 務 諸 表 ４４

主要な経営指標の推移 ４９
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財務データ インデックス



財務データ

財務諸表

貸借対照表 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

資産の部 現金預け金 １８５,２１７ １９８,７８７
現金 ９０,００１ ９４,０２４
預け金 ９５,２１５ １０４,７６３

買入手形 ７９,０００ －

買入金銭債権 ５３ ５２

特定取引資産 １６,０８９ １８６,６５４
商品有価証券 ４,５０５ １,８７８
金融派生商品 ３,５９４ ４,２７８
その他の特定取引資産 ７,９８９ １８０,４９７

金銭の信託 ２５,３１５ ２４,５８６

有価証券 １,０５３,６５６ ９２０,４８６
国債 ２４８,６９３ １９０,９９７
地方債 ５２,００８ ６８,１２２
社債 ２３４,３７８ ２０５,１０３
株式 ２２８,７３４ ２１４,９９９
自己株式 1 ３
その他の証券 ２８９,８３９ ２４１,２５９

貸出金 ５,７９３,１６７ ５,７４６,７８２
割引手形 １４１,０２６ ９８,０５０
手形貸付 ６９９,６０２ ６０７,３２３
証書貸付 ３,９２１,２８８ ４,１５６,５５１
当座貸越 １,０３１,２４９ ８８４,８５７

外国為替 ３,４５３ ３,４４６
外国他店預け ６２５ ９３０
買入外国為替 ６６８ ３３６
取立外国為替 ２,１５９ ２,１７９

その他資産 １９５,６３７ ６９,５１３
未決済為替貸 ６,４３５ ３,６６９
前払費用 ５９９ ６７７
未収収益 １９,５６４ １７,８０６
先物取引差入証拠金 ３４ １２４
先物取引差金勘定 ３６８ ０
保管有価証券等 ６５,３１２ ５,６００
その他の資産 １０３,３２３ ４１,６３５

動産不動産 １２５,２９１ １１５,４５０
土地建物動産 １１４,６３３ １０６,９７６
建設仮払金 １,７８６ ６４
保証金権利金 ８,８７１ ８,４０８

繰延税金資産 － １２２,０４９

支払承諾見返 １８２,０８９ １８７,１１７

資産の部合計 ７,６５８,９７２ ７,５７４,９２７

44

平成９年度および平成１０年度の貸借対照表、損益計算書および利益処分計
算書は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第２条の規定、
並びに証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、センチュリー監査法人の監
査を受けております。
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貸借対照表 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

負債の部 預金 ６,４０３,６７５ ６,４０２,３２０
当座預金 １７０,１０１ １７８,８５５
普通預金 １,６７４,３１５ １,７８４,５２４
貯蓄預金 ４０９,２８７ ４９５,１４２
通知預金 ５３,６６４ ４８,２１９
定期預金 ３,９０４,１２５ ３,７９２,１２９
その他の預金 １９２,１７９ １０３,４４８

譲渡性預金 １０１,６４３ １０３,６７０

コールマネー １１２,２５７ １,８８８

売渡手形 １８,０００ －

特定取引負債 ３,６５０ ４,４３３
金融派生商品 ３,６５０ ４,４３３

借用金 １１３,０８４ １３６,１４７
借入金 １１３,０８４ １３６,１４７

外国為替 ３０９ ９７３
外国他店預り ０ ０
売渡外国為替 ３０８ ９６７
未払外国為替 ０ ５

その他負債 ３０５,９７３ ２２９,５４５
未決済為替借 ２,２６１ ８８３
未払法人税等 ２２９ ９４
未払費用 ３２,３９０ ３１,７０７
前受収益 ４,５０４ ４,４０２
従業員預り金 ４,４４１ ４,１１１
先物取引受入証拠金 ２１２ －
先物取引差金勘定 ８ ８
借入有価証券 ６５,１００ ５,６００
債券貸付取引担保金 １４５,９８４ ７１,８１３
その他の負債 ５０,８４２ １１０,９２４

貸倒引当金 １０４,８７３ １６０,５３１

退職給与引当金 １２,９８７ １３,３４９

債権売却損失引当金 ８,６１０ １９,７１１

特定債務者支援引当金 ４,０００ －

特別法上の引当金 ０ ０
証券取引責任準備金 ０ ０

再評価に係る繰延税金負債 － ９,４５６

支払承諾 １８２,０８９ １８７,１１７

再評価差額金 ２３,４６０ －

負債の部合計 ７,３９４,６１４ ７,２６９,１４４

資本の部 資本金 １０６,８８１ １０６,８８１

資本準備金 ８４,０４０ ８４,０４０

利益準備金 ４８,０６３ ４８,８５２

再評価差額金 － １３,２７５

その他の剰余金 ２５,３７３ ５２,７３３
任意積立金 １４７,１０５ ２０,６７１
行員退職手当基金 ３４ －
別途積立金 １４７,０７１ ２０,６７１

当期未処分利益（△は当期未処理損失） △１２１,７３２ ３２,０６２

資本の部合計 ２６４,３５７ ３０５,７８２

負債および資本の部合計 ７,６５８,９７２ ７,５７４,９２７
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損益計算書 (単位：百万円)

平成９年度 平成１０年度

経常収益 ２６５,５９３ ２２３,３５３

資金運用収益 ２１９,７２８ １９２,５４３

貸出金利息 １５６,６１７ １４８,６７２

有価証券利息配当金 ３４,６３９ ２５,９６０

コールローン利息 １,１００ ３４７

買入手形利息 １７ ３５１

預け金利息 １４,５１４ ９,０２７

金利スワップ受入利息 ６,９６８ ４,９４５

その他の受入利息 ５,８７０ ３,２３７

役務取引等収益 １８,６０４ １９,０３６

受入為替手数料 ７,９６５ ７,７９３

その他の役務収益 １０,６３９ １１,２４３

特定取引収益 ８１９ １,２２３

商品有価証券収益 １０３ －

特定取引有価証券収益 １ １４１

その他の特定取引収益 ７１４ １,０８２

その他業務収益 ２０,０２７ ８,１５４

外国為替売買益 ５５３ １,３５６

国債等債券売却益 １９,２７６ ６,３１９

国債等債券償還益 １９６ ４７６

その他の業務収益 １ １

その他経常収益 ６,４１２ ２,３９５

株式等売却益 ３,７６６ ２９２

金銭の信託運用益 ４７ １９

その他の経常収益 ２,５９８ ２,０８３

経常費用 ３８６,４２０ ３１３,６１２

資金調達費用 ９１,３０４ ６４,３２４

預金利息 ６０,８０８ ３７,３９２

譲渡性預金利息 ２,９４９ ２,２９２

コールマネー利息 ５,１２２ ２,２４５

売渡手形利息 １２５ ４２

コマーシャル・ペーパー利息 － ０

借用金利息 ２,９９８ ３,０００

金利スワップ支払利息 ８,４１９ １０,４４０

その他の支払利息 １０,８８１ ８,９１０

役務取引等費用 ６,６３７ ６,８５８

支払為替手数料 １,７１４ １,５３５

その他の役務費用 ４,９２２ ５,３２３

特定取引費用 １３９ ４７０

商品有価証券費用 － ３７

金融派生商品費用 １３９ ４３２

その他業務費用 ７,４１９ ５,７８５

国債等債券売却損 ３,９６１ ３,２３６

国債等債券償還損 ３,４５８ ２,５４８

営業経費 ８９,４０９ ８４,１５０

(単位：百万円)

平成９年度 平成１０年度

その他経常費用 １９１,５０９ １５２,０２３

貸倒引当金繰入額 ７９,１２７ ９３,１２６

貸出金償却 ３３,４０２ １１７

株式等売却損 １,９４９ ３,９５３

株式等償却 ３１,８１３ ７,０７８

金銭の信託運用損 ４９ ７８３

事業税 １３ －

その他の経常費用 ４５,１５３ ４６,９６４

経常利益（△は経常損失） △１２０,８２７ △９０,２５８

特別利益 ８２３ ６７７

動産不動産処分益 ５２３ ５８１

償却債権取立益 ４ ９５

国債価格変動引当金取崩額 １２６ －

商品有価証券売買損失等引当金取崩額 １６８ －

特別損失 １,５８３ ３０５

動産不動産処分損 １,５８３ ３０５

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失） △１２１,５８８ △８９,８８７

法人税および住民税 ２２７ －

法人税、住民税および事業税 － １２３

法人税等調整額 － △３７,２３５

当期純利益（△は当期純損失） △１２１,８１５ △５２,７７５

前期繰越利益 ２,４１６ ２,３５７

過年度税効果調整額 － ８４,８１４

中間配当額 １,９４４ １,９４４

中間配当に伴う利益準備金積立額 ３８８ ３８８

当期未処分利益（△は当期未処理損失） △１２１,７３２ ３２,０６２

利益処分計算書 (単位：百万円)

平成９年度 平成１０年度

当期未処分利益（△は当期未処理損失） △１２１,７３２ ３２,０６２
任意積立金取崩額 １２６,４３４ －

行員退職手当基金取崩額 ３４ －
別途積立金取崩額 １２６,４００ －

計 ４,７０２ ３２,０６２

利益処分額 ２,３４４ ２９,３４４
利益準備金 ４００ ４００
配当金 １,９４４ １,９４４

（１株につき２円５０銭） （１株につき２円５０銭）
任意積立金 － ２７,０００
別途積立金 － ２７,０００

次期繰越利益 ２,３５７ ２,７１７
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重要な会計方針（平成１０年度）

１.特定取引資産・負債の評価基準および収益・
費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場

その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格

差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定

取引目的」）の取引については、取引の約定時点

を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」およ

び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引

からの損益を損益計算書上「特定取引収益」およ

び「特定取引費用」に計上しております。

特定取引資産および特定取引負債の評価は、

有価証券および金銭債権等については決算日の

時価により、スワップ・先物・オプション取引等の

派生商品については決算日において決済したも

のとみなした額により行っております。

また、特定取引収益および特定取引費用の損

益計上は、期中の受払利息等に、有価証券、金

銭債権等については前期末と当期末における評

価損益の増減額を、派生商品については前期末

と当期末におけるみなし決済からの損益相当額

の増減額を加えております。

２.有価証券の評価基準および評価方法
（１）有価証券の評価は、移動平均法による原価法

により行っております。

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭

の信託において信託財産として運用されてい

る有価証券の評価は、上記（１）と同じ用法によ

り行っております。

（３）なお、取引所の相場のある有価証券のうち、転

換社債、株式（各々外国証券を含む）について

は、従来、低価法により評価しておりましたが、

当期から原価法により評価することといたし

ました。これは、平成１０年２月に銀行業の決算

経理基準が改正され、原価法の採用が可能と

なったことおよび短期的な売買を目的としな

い有価証券の評価方法は、保有期間中の一時

的な相場下落を期間損益に影響させない原価

法が会計上合理的であると判断したことによ

るものであります。また、有価証券運用を主目

的とする単独運用の金銭の信託において信託

財産として運用されている有価証券の評価に

ついても、同様に変更いたしました。

この変更により、従来の方法によった場合

に比べ、経常損失および税引前当期純損失は

それぞれ１０,５４９百万円減少しております。

３.動産不動産の減価償却の方法
全国銀行協会（旧名称「全国銀行協会連合会」、

以下同じ）の定める銀行業における決算経理基

準に基づき、それぞれ次のとおり償却しており

ます。

建物　定率法を採用し、税法基準の償却率

による。

動産　定率法を採用し、税法基準の償却率

による。

その他　税法の定める方法による。

なお、建物の耐用年数については、減価償却

資産の耐用年数等に関する省令の改正による

法定耐用年数の短縮に伴い、建物の耐用年数を

税法基準に合わせて改定しております。これに

伴い、前期と同一の耐用年数によった場合に比

べ、経常損失および税引前当期純損失はそれぞ

れ２１０百万円増加しております。

４.外貨建の資産および負債の本邦通貨への
換算基準
外貨建の資産・負債については、決算日の為

替相場による円換算額を付しております。ただ

し、A外国法人に対する出資に係る資産（外貨

にて調達したものを除く）、Bその他銀行が、直

物外貨建資産残高に算入することが適当でない

と定めた外貨建資産については取得時の為替相

場によっております。海外支店勘定については、

決算日の為替相場による円換算額を付しており

ます。

５.引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は全国銀行協会の定める銀行業に

おける決算経理基準に基づき、予め定めている

償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内

部統制の検証並びに貸倒償却および貸倒引当金

の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会

銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正

常先債権および要注意先債権に相当する債権に

ついては、一定の種類毎に分類し、過去の一定期

間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実

績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権については、債権額から担保

および保証による回収可能見込額を控除し、その

残額のうち必要と認める額を引き当てておりま

す。破綻先債権および実質破綻先債権に相当す

る債権については、債権額から、担保の処分可能

見込額および保証による回収可能見込額を控除

した残額を引き当てております。なお、特定海外

債権については、対象国の政治経済情勢等に起

因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘

定として引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づ

き、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署

から独立した資産監査部署が査定結果を監査し

ており、その査定結果に基づいて上記の引当を行

っております。

（２）退職給与引当金

全国銀行協会の定める銀行業における決算経

理基準に基づき自己都合退職による期末要支給

額に相当する額を引き当てております。

（３）債権売却損失引当金

（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保

付債権および債権流動化により売却した不動産

担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する

可能性のある損失を見積り、必要と認められる金

額を計上しております。

（４）証券取引責任準備金

証券先物取引等に関して生じた事故による損

失の補てんに充てるため、証券取引法第６５条の

２第７項において準用する同法第５１条および金

融機関の証券業務に関する命令第３２条に定め

るところにより算出した額を計上しております。

６.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。

７.調整年金制度の採用
第６７期（昭和５２年１月）より、従来の退職金制度

に加えて調整年金制度を採用しております。平成

1０年３月３１日現在の年金資産の合計額は３７,３７７

百万円であり、うち厚生年金保険法第８５条の２に

規定する責任準備金相当額は１４,１８８百万円であ

ります。なお、平成１０年３月３１日の過去勤務費用

の現在額は３,９４５百万円、過去勤務費用の掛金期

間は１９年となっております。

８.消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。

財務データ
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財務データ

１.貸借対照表関係
（１）子会社の株式総額　 １,６２２百万円
（２）自己株式のうち、商法第２１０条ノ２第２項第３
号に定める自己株式はありません。

（３）貸出金のうち、破綻先債権額は２３,１８５百万円、
延滞債権額は１３６,０１２百万円であります。破
綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延
が相当期間継続していることその他の事由に
より元本または利息の取立てまたは弁済の見
込みがないものとして未収利息を計上しなか
った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）
第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる
事由または同項第４号に規定する事由が生じ
ている貸出金であります。
延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ
て、破綻先債権および債務者の経営再建または
支援を図ることを目的として利息の支払いを猶
予した貸出金以外の貸出金であります。
なお、当期より資産の自己査定の結果に基

づき貸出金の未収利息を収益不計上といたし
ました。この変更により、延滞債権額は、従
来の税法基準に比べ６０,６６４百万円増加してお
ります。
また、未収利息を収益不計上としたこと

により、従来の方法によった場合に比べ、
経常損失および税引前当期純損失はそれぞ
れ１,１４４百万円増加しております。
中間会計期間は税務基準に従っており、

当期と同様の方法によった場合に比べ、経
常利益および税引前中間純利益は１,０１９百万
円増加しております。

（４）貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２２,６５０
百万円であります。
３カ月以上延滞債権とは、元金または利息の
支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延し
ている貸出金で破綻先債権および延滞債権に
該当しないものであります。

（５）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１０６,７２３
百万円であります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建ま
たは支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破綻先債権、延滞債権および３カ月以上
延滞債権に該当しないものであります。

（６）破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞
債権額および貸出条件緩和債権額の合計額は
２８８,５７２百万円であります。

（７）土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１
日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行っております。なお、評価差額に
ついては、従来は全額を「再評価差額金」とし
て負債の部に計上しておりましたが、平成１１
年３月３１日の同法律の改正により、当期より、
当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に
係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、
これを控除した金額を「再評価差額金」として
資本の部に計上しております。これに伴い、従
来の方法に比べ、負債の部は１３,２７５百万円
減少し、資本の部は１３,２７５百万円増加してお
ります。

再評価を行った年月日　　平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０

年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定
める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎とな
る土地の価額を算定するために国税庁長官が
定めて公表した方法により算出した価額に基づ
いて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口
狭小補正等により合理的な調整を行って算出
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用
土地の当期末における時価の合計額と当該事
業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額 ７,６９０百万円

（８）動産不動産の減価償却累計額 ８６,６３７百万円
（９）動産不動産の圧縮記帳額 １３,０２５百万円
（当期圧縮記帳額 －百万円）
（１０）借入金には、他の債務よりも債務の履行が後
順位である旨の特約が付された劣後特約付借
入金１１９,０２１百万円が含まれております。

（１１）会社が発行する株式の総数 ２,５００,０００千株
（株式の消却が行われた場合は、その消却し
た相当額を減ずる。）
発行済株式総数 ７７７,８７９千株

２.損益計算書関係
（１）その他の経常費用には、次のものを含んでお
ります。
投資信託受益証券解約差損金 ２４,４２２百万円
債権売却損失引当金純繰入額 １１,１０１百万円
債権売却損 ６,２２３百万円
所有不動産評価損（注） ３,６５５百万円
（注）所有土地の処分可能見込額が簿価を下回っている場合、
売買契約価額のあるものは売買契約価額と簿価との差額を、
売買契約のないものは土地の処分可能見込額が簿価を５０％
以上下回っている場合、その差額相当分を償却したことによ
るものです。

３.リース取引関係
（１）リース物件の所有権が、借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額および期末残高相当額

動産 その他 合計
百万円 百万円 百万円

取得価額相当額 ２,９８７ － ２,９８７
減価償却累計額相当額 ２,０５８ － ２,０５８
期末残高相当額 ９２９ － ９２９

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
によっております。

・未経過リース料期末残高相当額
１年内 １年超 合計
４５７百万円 ４７１百万円 ９２９百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低い
ため、支払利子込み法によっております。

・当期の支払リース料　 ５１６百万円
・減価償却費相当額　　 ５１６百万円
・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法によっております。

（２）オペレーティング・リース取引
・未経過リース料

１年内 １年超 合計
一百万円 一百万円 一百万円

４.税効果会計関係
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主

な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 ５７,７２０百万円
債権売却損失引当金算入限度超過額 ８,２００百万円
退職給与引当金算入限度超過額 ３,４９８百万円
繰越欠損金　　 ４６,１８５百万円
その他 １０,８３５百万円
繰延税金資産合計 １２６,４３９百万円
繰延税金負債
有価証券評価損 △４,３８８百万円
その他 △０百万円
繰延税金負債合計 △４,３８９百万円
繰延税金資産の純額 １２２,０４９百万円

５.1株当たり情報
1株当たり純資産額 ３９３.０９円
1株当たり当期純利益 △６７.８４円
（△は1株当たり当期純損失）
（注）なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないので記載しておりません。

６.重要な後発事象
平成１１年６月８日開催の取締役会において、運
転資金に充当するため、下記のとおり第３回無
担保転換社債の発行を決議し、その払込金を受
領いたしました。
その概要は次のとおりであります。
（1）発行総額　　３００億円
（2）発行価額　　額面１００円につき金１００円
（3）利　　率　　本社債には利息を付さない。
（4）転換価額　　４７７円
（5）払込期日　　平成１１年６月２４日
（6）償還期限　　平成１３年３月３０日

７.追加情報
（1）法人税その他利益に関連する金額を課税標準
として課される租税（以下「法人税等」という。）
については、「財務諸表等の用語、様式及び作
成方法に関する規則等の一部を改正する省令」
（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項の規
定に基づき、同省令により新設された財務諸表
等規則第８条の１１に規定する税効果会計を適
用しております。
なお、法人税、住民税および事業税について
は、従来、当該期に係る税額を計上しておりま
したが、当期より、税効果会計を適用したため、
従来の方法に比べ、資産が１２２,０４９百万円増
加するとともに、当期純損失が３７,２３５百万円
減少、当期未処分利益が１２２,０４９百万円増加
しております。
また、事業税については、従来、「その他経常
費用」に計上しておりましたが、当期より「法人
税、住民税および事業税」として計上すること
としました。

（２）子会社、関連会社および関係会社の範囲は、「財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する
規則の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省
令第１３５号）附則第２項の規定に基づき、同省
令により改正された財務諸表等規則の規定を
適用しております。これに伴う当期純損失に対
する影響はありません。

注記事項（平成１０年度）
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財務データ

主要な経営指標の推移

最近の業績の推移 （単位：百万円）

平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度

経常収益 ３３７,９０４ ４１４,９９７ ２９６,４７９ ２６５,５９３ ２２３,３５３

業務純益 ５１,８２５ ６３,６９１ ６３,６７３ ６５,４１１ ３３,７９１

経常利益（△は経常損失） １８,０３６ ５４,５９２ ４,７０８ △１２０,８２７ △９０,２５８

当期純利益（△は当期純損失） ７,８５９ ５,０７９ ５,１２０ △１２１,８１５ △５２,７７５

資本金 １０６,８８１ １０６,８８１ １０６,８８１ １０６,８８１ １０６,８８１

（発行済株式総数：千株） (７７７,８７９) (７７７,８７９) (７７７,８７９) (７７７,８７９) (７７７,８７９)

純資産額 ３８７,７０８ ３８８,８３１ ３９０,０６２ ２６４,３５７ ３０５,７８２

総資産額 ８,６４３,６４２ ８,８８５,７３１ ７,８４１,７５４ ７,６５８,９７２ ７,５７４,９２７

預金残高 ７,０１５,９６７ ７,０６５,０３０ ６,６４２,００８ ６,４０３,６７５ ６,４０２,３２０

貸出金残高 ５,８６７,７７９ ５,９８７,３４１ ５,９７８,８５８ ５,７９３,１６７ ５,７４６,７８２

有価証券残高 ９１９,１４７ １,０９４,７９８ １,１４３,４７１ １,０５３,６５６ ９２０,４８６

１株当たり純資産額（円） ４９８.４１ ４９９.８６ ５０１.４４ ３３９.８４ ３９３.０９

１株当たり配当額（円） ５.００ ５.００ ５.００ ５.００ ５.００

（うち１株当たり中間配当額：円） (２.５０) (２.５０) (２.５０) (２.５０) (２.５０)

１株当たり当期純利益（△は１株当たり当期純損失）（円） １０.１０ ６.５３ ６.５８ △１５６.５９ △６７.８４

配当性向（％） ４９.４８ ７６.５６ ７５.９５ － －

従業員数（人） ４,９９５ ４,９５０ ４,８７５ ４,７７１ ４,６７０

単体自己資本比率（国際統一基準）（％） ／ ／ ／ ／ ９.０８

（注）１.平成１０年度の財務諸表における子会社・関連会社の範囲および税効果会計につきましては、それぞれ「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１３５
号）附則第２項および「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項に基づき、これらの省令により改正された連結財務諸表規則お
よび財務諸表等規則の規定を適用しております。

２.消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
３.平成１０年度の中間配当についての取締役会決議は平成１０年１１月２０日に行いました。
４.１株当たり当期純利益（または当期純損失）は期中平均株数により算出しております。
５.自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、当行は国際統一基準を適用しております。
６.金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律の施行により銀行法第１４条の２が改正されたことに伴い、平成１０年度より単体自己資本比率を算出しております。

利益総括表 （単位：百万円）

平成９年度 （増減） 平成１０年度 （増減）

国内業務粗利益 （Ａ） １５０,３１５ (△１,４４２) １３９,３６５ (△１０,９４９)

（国内業務粗利益率)(%) (２.１４) (２.００)

資金利益 １２６,１９５ (△１,４６３) １２６,６８６ (４９１)

役務取引等利益 １１,７９８ (３２) １１,９２７ (１２８)

特定取引利益 ７１０ (７１０) ８０７ (９７)

その他業務利益 １１,６１０ (△７２１) △５５ (△１１,６６６)

国際業務粗利益 （Ｂ） ３,５１９ (１２１) ４,２８２ (７６３)

（国際業務粗利益率)(%） (０.３４) (０.６６)

資金利益 ２,３８３ (△１３９) １,６６１ (△７２２)

役務取引等利益 １６８ (△４８) ２５０ (８２)

特定取引利益 △３０ (△３０) △５４ (△２４)

その他業務利益 ９９７ (３３９) ２,４２４ (１,４２７)

業務粗利益（Ａ＋Ｂ） （Ｃ） １５３,８３４ (△１,３２１) １４３,６４８ (△１０,１８６)

（業務粗利益率)(%） (２.００) (１.９６)

一般貸倒引当金繰入額 （Ｄ） △３７ (２５５) ２６,００６ ２６,０４４

経費（除臨時経費） （Ｅ） ８８,４６０ (△３,３１５) ８３,８５０ △４,６０９

業務純益（Ｃ－Ｄ－Ｅ） （Ｆ） ６５,４１１ (１,７３８) ３３,７９１ (△３１,６２０)

臨時損益 （Ｇ） △１８６,２３８ (△１２７,２７４) △１２４,０５０ ６２,１８８

経常利益（△は経常損失）（Ｆ＋Ｇ） △１２０,８２７ (△１２５,５３５) △９０,２５８ ３０,５６８

（注）金銭の信託運用見合費用は、臨時損益に含めております。
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財務データ

資本金

資本金・発行済株式数の推移 （単位：百万円）

平成元年度 平成２年度 平成３年度

増加の内訳　　公募増資等 ４７,９５５ － －

転換社債の転換 ９,９１１ ５０４ ４２

計 ５７,８６７ ５０４ ４２

資本金 １０６,３３４ １０６,８３９ １０６,８８１

発行済株式数 ７０４,６５６千株 ７４０,７７３千株 ７７７,８７９千株

（注）平成4年度以降、資本金の増加はありません。

株式の所有者別状況 （平成１１年３月３１日現在）

政府および地公体 金融機関 証券会社 その他の法人 外国法人等 個人その他 計
（うち個人）

株主数（人） ４ １２９ ３８ １,５８４ １４５（２） ２１,６４１ ２３,５４１

所有株式数（単位） ９０ ４０５,９７８ ３１,６９８ １７５,２０５ ３７,３６０（２） １１９,６７９ ７７０,０１０

割合（％） ０.０１ ５２.７３ ４.１２ ２２.７５ ４.８５（０.００） １５.５４ １００.００

（注）１.１単位の株式数は１,０００株です。なお、上記の他、単位未満株式は７,８６９千株となっております。
２.自己株式８,６３０株は「個人その他」に８単位、単位未満株式に６３０株含まれております。なお、自己株式８,６３０株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は６,６３０株です。
３.「その他の法人」の欄および単位未満株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ１３単位および５９４株含まれております。

大株主上位１０社 （平成１１年３月３１日現在）

所有株式数 発行済株式総数に対する

所有株式数の割合

株式会社東京三菱銀行 ３８,８９３千株 ４.９９％

株式会社三和銀行 ３８,８９３ ４.９９

日本火災海上保険株式会社 ３３,９０５ ４.３５

第百生命保険相互会社 ２５,７１６ ３.３０

第一生命保険相互会社 ２０,６７８ ２.６５

日本生命保険相互会社 ２０,６７０ ２.６５

株式会社日本興業銀行 １８,０３８ ２.３１

住友生命保険相互会社 １６,２９４ ２.０９

株式会社日本長期信用銀行 １５,６６０ ２.０１

野村證券株式会社 １５,５８７ ２.００
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単体自己資本比率（国際統一基準） (単位：百万円､％)

平成１０年度

基本的項目 資本金 １０６,８７７

うち非累積的永久優先株 －

新株式払込金 －

資本準備金 ８４,０４０

利益準備金 ４９,２５２

任意積立金 ４７,６７１

次期繰越利益 ２,７１７

その他 －

営業権相当額（△） －

計 （Ａ） ２９０,５５９

補完的項目 有価証券含み益の４５％相当額 －

再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％ １０,２２９

一般貸倒引当金 ４３,７２７

負債性資本調達手段等 １１１,８００

計 １６５,７５６

うち自己資本への算入額 （Ｂ） １６５,７５６

準補完的項目 短期劣後債務 －

うち自己資本への算入額 （Ｃ） －

自己資本総額（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） （Ｄ） ４５６,３１６

控除項目 他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額 （Ｅ） －

自己資本（Ｄ）－（Ｅ） （Ｆ） ４５６,３１６

リスク・アセット等 資産（オン・バランス）項目 ４,８２９,７６９

オフ・バランス取引項目 １７６,０８３

信用リスク・アセットの額 （Ｇ） ５,００５,８５２

マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額 （Ｈ） １４,９０１

（参考）マーケットリスク相当額 （I） １,１９２

計（Ｇ）+(Ｈ) （Ｊ） ５,０２０,７５４

単体自己資本比率（国際統一基準）
（Ｆ）

（Ｊ）
９.０８

（参考）
（Ａ）

（Ｊ）
５.７８

（注）１．単体自己資本比率は、金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律の施行により平成１０年１２月１日に銀行法第１４条の２が改正されたことに伴い、平成１０年度より算出しております。
２．自己資本比率は銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、当行は、国際統一基準を適用のうえ、マーケット・リスク規制を導入しております。

財務データ

自己資本比率

ｘ１００

ｘ１００
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資金利益の内訳 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

国内業務部門 資金運用勘定 ６９,９５２ １,６８１ ２.４０ ６９,３７６ １,６１３ ２.３２
うち貸出金 ５７,９６８ １,４４７ ２.４９ ５７,３４３ １,４２１ ２.４７
有価証券 ８,０６１ １８４ ２.２８ ７,７１２ １５１ １.９６

資金調達勘定 ６８,８１２ ４１９ ０.６１ ６８,４５２ ３４６ ０.５０
うち預金 ５９,８９０ ２７９ ０.４６ ６１,０６２ ２２４ ０.３６
譲渡性預金 ４９２ ２ ０.５３ ６０９ ３ ０.５０

資金運用収支 － １,２６１ １.７９ － １,２６６ １.８２
国際業務部門 資金運用勘定 １０,１７１ ５３７ ５.２８ ６,４４１ ３２５ ５.０５

資金調達勘定 １０,２２５ ５１３ ５.０２ ６,４９４ ３０８ ４.７５
資金運用収支 － ２３ ０.２６ － １６ ０.２９

合計 － １,２８５ １.６６ － １,２８３ １.７４
（注）資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高および利息をそれぞれ控除して表示しております。

資金利益の増減分析 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度
残高要因 利率要因 合計 残高要因 利率要因 合計

国内業務部門 資金運用勘定 ３ △１０９ △１０６ △１３ △５４ △６８
うち貸出金 ７ △６９ △６２ △１５ △１１ △２６
有価証券 △４ △２９ △３３ △７ △２４ △３２

資金調達勘定 １３ △１０４ △９１ △２ △７１ △７３
うち預金 ９ △８３ △７３ ５ △６０ △５５

譲渡性預金 １ ０ １ ０ △０ ０
資金運用収支 △１０ △４ △１４ △１１ １６ ４

国際業務部門 資金運用勘定 △６９ △１９ △８９ △１９７ △１４ △２１１
資金調達勘定 △６５ △２２ △８７ △１８７ △１７ △２０４
資金運用収支 △４ ２ △１ △９ ２ △７

合計 △５６ ４０ △１６ △５９ ５７ △２
（注）残高および利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて記載しております。

財務データ

損益の状況

営業経費の内訳 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度
人件費 ４４,５３７ ４２,９４２
物件費 ３８,６１３ ３６,２９５
（うち動産不動産償却費） (５,７５９) （５,６８１）
税金 ５,３０９ ４,６１２
合計 ８８,４６０ ８３,８５０
（注）本表は、臨時損益に該当する経費は含んでおりません。

臨時損益の内訳 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度
株式等売却損益 １,８１７ △３,６６１
株式等償却 △３１,８１３ △７,０７８
金銭の信託運用損益 △１ △７６３
金銭の信託運用見合費用 △１５４ △１２８
債権償却特別勘定繰入額 △７９,２４９ －
個別貸倒引当金繰入額 － △６６,４６７
特定海外債権引当勘定繰入額 ８４ △６５２
貸出金償却 △３３,４０２ △１１７
事業税 △１３ －
その他 △４３,５０４ △４５,１８０
合計 △１８６,２３８ △１２４,０５０

特定取引の状況 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度
国内業務部門 特定取引収益 ８１９ １,２２３

うち商品有価証券収益 １０３ －
特定取引有価証券収益 １ １４１
その他の特定取引収益 ７１４ １,０８２

特定取引費用 １０９ ４１５
うち金融派生商品費用 １０９ ３５７
特定取引収支 ７１０ ８０７

国際業務部門 特定取引収益 － －
特定取引費用 ３０ ５４
特定取引収支 △３０ △５４

合計 ６７９ ７５３

その他業務利益の内訳 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度
国内業務部門 １１,６１０ △５５
国債等債券売却損益 １４,８１６ ２,０７５
国債等債券償還損益 △３,２０６ △２,１３２
その他 １ １

国際業務部門 ９９７ ２,４２４
外国為替売買損益 ５５３ １,３５６
国債等債券売却損益 ４９８ １,００７
国債等債券償還損益 △５４ ６０

合計 １２,６０８ ２,３６９

役務取引の状況 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度
国内業務部門 役務取引等収益 １７,９１７ １８,４４２

うち預金・貸出業務 ５,０４９ ５,５１５
為替業務 ７,４９８ ７,４９１

役務取引等費用 ６,１１８ ６,５１５
うち為替業務 １,２７３ １,２８４

役務取引等収支 １１,７９８ １１,９２７
国際業務部門 役務取引等収益 ６８７ ５９４

役務取引等費用 ５１８ ３４３
役務取引等収支 １６８ ２５０

合計 １１,９６７ １２,１７８
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財務データ

預金

預金科目別残高 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度

(１)期末残高 国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

流動性預金 ２３,０６９ ３ ２３,０７３ ２５,０６４ ２ ２５,０６７
(３７.７) (０.１) (３６.０) （４０.２） （０.２） （３９.２）

うち有利息預金 ２１,３６９ ３ ２１,３７２ ２３,２７６ １ ２３,２７８

定期性預金 ３７,１０４ １,９３７ ３９,０４１ ３６,４２５ １,４９６ ３７,９２１
(６０.７) (６７.０) (６１.０) （５８.５） （８７.０） （５９.２）

うち固定自由金利定期預金 ３７,０６２ ／ ３７,０６２ ３６,３４２ ／ ３６,３４２
変動自由金利定期預金 ９ ／ ９ ５６ ／ ５６

その他 ９７２ ９４８ １,９２１ ８１３ ２２０ １,０３４
(１.６) (３２.９) (３.０) （１.３） （１２.８） （１.６）

合計 ６１,１４６ ２,８８９ ６４,０３６ ６２,３０３ １,７１９ ６４,０２３
(１００) (１００) (１００) （１００） （１００） （１００）

譲渡性預金 ５１２ ５０３ １,０１６ ８７４ １６２ １,０３６

総合計 ６１,６５９ ３,３９３ ６５,０５３ ６３,１７７ １,８８２ ６５,０５９

(２)平均残高

流動性預金 ２０,２０５ ２ ２０,２０８ ２２,５５１ ２ ２２,５５４
(３３.８) (０.０) (３０.８) （３６.９） （０.１） （３５.２）

うち有利息預金 １８,９１１ １ １８,９１３ ２１,２８２ ２ ２１,２８５

定期性預金 ３９,３０４ ３,４８９ ４２,７９４ ３８,１５３ １,８４５ ３９,９９９
(６５.６) (６０.１) (６５.１) （６２.５） （６１.０） （６２,４）

うち固定自由金利定期預金 ３９,２５９ ／ ３９,２５９ ３８,０９９ ／ ３８,０９９
変動自由金利定期預金 ７ ／ ７ ２４ ／ ２４

その他 ３８０ ２,３１４ ２,６９４ ３５６ １,１７５ １,５３１
(０.６) (３９.９) (４.１) （０.６） （３８.９） （２.４）

合計 ５９,８９０ ５,８０７ ６５,６９７ ６１,０６２ ３,０２３ ６４,０８５
(１００) (１００) (１００) （１００） （１００） （１００）

譲渡性預金 ４９２ ４４４ ９３６ ６０９ ３２８ ９３７

総合計 ６０,３８２ ６,２５１ ６６,６３４ ６１,６７１ ３,３５２ ６５,０２３
（注）１.（ ）内は構成比です。２.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金　３.定期性預金＝定期預金＋定期積金

定期預金の残存期間別残高 （単位：億円）

３か月以上 ６か月以上 １年以上 ２年以上
３か月未満 ６か月未満 １年未満 ２年未満 ３年未満 ３年以上 合計

平成９年度 定期預金 １４,０４６ ６,６６２ ９,８７５ ３,５６６ ４,４１９ ４６３ ３９,０３４
うち固定自由金利定期預金 １２,４４２ ６,３０２ ９,８７４ ３,５６１ ４,４１７ ４６３ ３７,０６２
変動自由金利定期預金 ０ ０ ０ ５ ２ － ９
その他 １,６０３ ３５９ ０ ０ ０ － １,９６３

平成１０年度 定期預金 １３,７３２ ６,７１５ １０,２０４ ５,１０３ １,８６６ ２９３ ３７,９１５
うち固定自由金利定期預金 １２,４５５ ６,４７４ １０,２００ ５,０７９ １,８３９ ２９３ ３６,３４２
変動自由金利定期預金 ０ ０ ３ ２３ ２７ ０ ５６
その他 １,２７７ ２３９ ０ ０ ０ ０ １,５１６

（注）積立定期預金を含んでおりません。

預金者別預金残高 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度
残高 構成比 残高 構成比

国内店個人預金 ４５,１３７ ７０.５ ４６,３０５ ７２.３
国内店法人預金 １６,９４９ ２６.５ １６,２１８ ２５.４
国内合計 ６２,０８７ ９７.０ ６２,５２４ ９７.７
海外（法人預金） １,９４９ ３.０ １,４９８ ２.３

合計 ６４,０３６ １００.０ ６４,０２３ １００.０

給与振込・年金受取指定口座数 （単位：千件）

平成９年度 平成１０年度
給与振込指定口座数 ６６０ ６７９
年金受取指定口座数 ２０９ ２１９
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貸出金

（注）１．本表の貸出金残高には、海外店分および特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
２．中小企業等とは、資本金１億円（ただし、卸売業は３千万円、小売業・飲食店・サービス業は１千万
円）以下の会社、または常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業・飲食店・サービ
ス業は５０人）以下の会社および個人であります。

貸出金科目別残高 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度
(１)期末残高 国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

手形貸付 ６,７８７ ２０８ ６,９９６ ５,９６２ １１０ ６,０７３
(１１.９) (２８.６) (１２.１) （１０.５） （２５.４） （１０.６）

証書貸付 ３８,６９１ ５２１ ３９,２１２ ４１,２４０ ３２５ ４１,５６５
(６７.６) (７１.４) (６７.７) （７２.３） （７４.６） （７２.３）

当座貸越 １０,３１２ － １０,３１２ ８,８４８ ０ ８,８４８
(１８.０) (－) (１７.８) （１５.５） （０.０） （１５.４）

割引手形 １,４１０ － １,４１０ ９８０ － ９８０
(２.５) (－) (２.４) （１.７） （－） （１.７）

合計 ５７,２０２ ７２９ ５７,９３１ ５７,０３１ ４３５ ５７,４６７
(１００) (１００) (１００) （１００） （１００） （１００）

(２)平均残高

手形貸付 ６,６２０ １,１７５ ７,７９６ ６,２５３ ６７８ ６,９３１
(１１.４) (６１.８) (１３.０) （１０.９） （６２.５） （１１.８）

証書貸付 ３８,２０４ ７２６ ３８,９３１ ３９,７１８ ４０６ ４０,１２４
(６５.９) (３８.２) (６５.０) （６９.３） （３７.５） （６８.７）

当座貸越 １１,７５５ ０ １１,７５５ １０,２０７ ０ １０,２０７
(２０.３) (０.０) (１９.７) （１７.８） （０.０） （１７.５）

割引手形 １,３８８ － １,３８８ １,１６４ － １,１６４
(２.４) (－) (２.３) （２.０） (－) （２.０）

合計 ５７,９６８ １,９０２ ５９,８７１ ５７,３４３ １,０８５ ５８,４２８
(１００) (１００) (１００) (１００) (１００) (１００)

（注）（ ）内は構成比です。

貸出金業種別内訳 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度
残高 構成比 残高 構成比

国内店 製造業 ５,４０２ ９.４ ５,４４８ ９.５
農業 ３６８ ０.６ ３４３ ０.６
林業 ８ ０.０ ８ ０.０
漁業 ２９ ０.１ ２５ ０.０
鉱業 １４６ ０.３ １４２ ０.２
建設業 ４,５６５ ８.０ ４,６７３ ８.２
電気・ガス・熱供給・水道業 １３２ ０.２ １２０ ０.２
運輸・通信業 １,３２９ ２.３ １,２９１ ２.３
卸売・小売業、飲食店 ８,６３７ １５.０ ８,４３４ １４.８
金融・保険業 ２,３４７ ４.１ ２,１８６ ３.８
不動産業 １１,２８６ １９.７ １０,８９６ １９.１
サービス業 ５,６７９ ９.９ ５,３６９ ９.４
地方公共団体 １,３４５ ２.３ １,５７８ ２.８
その他 １６,１２８ ２８.１ １６,６０８ ２９.１
計 ５７,４０８ １００.０ ５７,１２９ １００.０

海外店分および 政府等 １０ ２.１ ８ ２.５
特別国際金融 金融機関 ６１ １１.８ ２１ ６.３
取引勘定分 商工業 ２４５ ４６.８ １９３ ５７.３

その他 ２０５ ３９.３ １１４ ３３.９
計 ５２２ １００.０ ３３８ １００.０

合計 ５７,９３１ － ５７,４６７ －

中小企業等向け貸出金 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度
中小企業等に対する貸出金 ４３,２２２ ４３,３８１
総貸出金に占める割合 ７５.２ ７５.９

千葉県内貸出金残高 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度
千葉県内貸出金残高 ４８,７１２ ４９,３４７
総貸出金に占める割合 ８４.０ ８５.８

住宅金融公庫代理貸付の取り扱い （単位：千件、億円）

平成９年度 平成１０年度
件数 １３１ １２６
残高 １５,８８８ １６,００１
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貸出金使途別内訳 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度
残高 構成比 残高 構成比

設備資金 ２６,７１８ ４６.１ ２７,２１８ ４７.４
運転資金 ３１,２１３ ５３.９ ３０,２４９ ５２.６
合計 ５７,９３１ １００.０ ５７,４６７ １００.０

特定海外債権残高 （単位：億円、％）

平成９年度 平成１０年度

インドネシア － ３４
合計 － ３４
（資産総額に対する割合） － （０.０）
（注）１.特定海外債権は、銀行業の決算経理基準および全国銀行協会（旧名称「全国銀行協会連合会」）の

定める銀行業における決算経理基準により貸倒引当金（特定海外債権引当勘定）の引当対象と
される貸出金です。
２.（ ）内は構成比です。

貸出金担保別内訳 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度
有価証券 ２４１ ２１０
債権 １,９９３ １,８３２
商品 － －
不動産 ２７,３１９ ２７,１５４
その他 ２０ ２
計 ２９,５７４ ２９,２００
保証 １５,３６２ １６,０４７
信用 １２,９９３ １２,２１９
合計 ５７,９３１ ５７,４６７

リスク管理債権額 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度

破綻先債権額 ３６０ ２３１
延滞債権額 ９１８ １,３６０
３カ月以上延滞債権額 ２７６ ２２６
貸出条件緩和債権額 ２５６ １,０６７

合計 １,８１２ ２,８８５

金融再生法に基づく開示債権 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度

破産更生債権およびこれらに準ずる債権 ／ １,２７９
危険債権 ／ １,３９８
要管理債権 ／ ２７６
正常債権 ／ ５６,６３８
（注）平成１０年度から開示しております。

支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度
有価証券 ０ ０
債権 １,４２９ １,３１５
商品 － －
不動産 ３０ ３７
その他 － －
計 １,４６０ １,３５３
保証 ９６ ９４
信用 ２６３ ４２３
合計 １,８２０ １,８７１

ローン残高 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度
住宅ローン ９,９８６ １０,８８２
その他のローン ２,７０８ ２,４１３
合計 １２,６９５ １３,２９５

貸出金償却額 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度
貸出金償却額 ３３４ １

貸倒引当金内訳 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度
当期減少額 当期減少額

期首残高 当期増加額 目的使用 その他 期末残高 期首残高 当期増加額 目的使用 その他 期末残高

一般貸倒引当金 １７７（△０）１７７ － １７７ １７７ １７７（０） ４３７ － １７７ ４３７
個別貸倒引当金 ２４７ ８１０ １６７ １７ ８７１ ８７１ １,１６１ ３７４ ４９６ １,１６１
うち非居住者向け債権分 － － － － － － ９ － － ９
特定海外債権引当勘定 ０ － － ０ － － ６ － － ６
合計 ４２５（△０）９８７ １６７ １９６ １,０４８ １,０４８（０） １,６０５ ３７４ ６７３ １,６０５
（注）（ ）内は為替換算差額であります。

貸出金の残存期間別残高 （単位：億円）

１年超 ３年超 ５年超 期間の定め
１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 ７年超 のないもの 合計

平成９年度 貸出金 １６,９５８ ７,５１７ ４,７９１ ３,５９４ １４,７５７ １０,３１２ ５７,９３１
うち変動金利 ／ ５,２２２ ３,２６５ ２,５２９ １０,５１０ ９,３２６ ／
うち固定金利 ／ ２,２９４ １,５２６ １,０６４ ４,２４６ ９８５ ／

平成１０年度 貸出金 １６,３８７ ８,１３３ ５,５０７ ３,６５９ １４,９３０ ８,８４８ ５７,４６７
うち変動金利 ／ ５,９５１ ３,９５６ ２,５７５ １０,４９１ ８,００４ ／
うち固定金利 ／ ２,１８２ １,５５１ １,０８４ ４,４３９ ８４３ ／

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。
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財務データ

有価証券

商品有価証券売買高

平成９年度 平成１０年度

商品国債 ３０,００１ ５９,３６０
商品地方債 ２ ０
商品政府保証債 ５９ ８５

合計 ３０,０６２ ５９,４４５

商品有価証券平均残高 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度

商品国債 ４０ ３０
商品地方債 ０ ０
商品政府保証債 ０ ０
貸付商品債券 － －

合計 ４１ ３０

有価証券の残存期間別残高 （単位：億円）

１年超 ３年超 ５年超 ７年超 期間の定め
１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 １０年以下 １０年超 のないもの 合計

平成９年度 国債 ５２ １３ ４７３ ７１７ １,２２９ － － ２,４８６
地方債 ２ ４ ２８ ７ ４７６ － － ５２０
社債 ２４１ ５２２ ８２１ ２８ ７３０ － － ２,３４３
株式 ／ ／ ／ ／ ／ ／ ２,２８７ ２,２８７
その他の証券 ５１８ １,４１０ ５４０ ２１ ５７ ２９４ ５５ ２,８９８
うち外国債券 ３３０ １,３９５ ５３８ １６ ５７ ７３ ２７ ２,４３９

外国株式 ／ ／ ／ ／ ／ ／ １２ １２
貸付有価証券 － － － － － － － －

平成１０年度 国債 － ２７８ ７１６ ７８１ １３２ － － １,９０９
地方債 １ ３ ８７ １４６ ４４２ － － ６８１
社債 ３１５ ７２０ ４８２ １９７ ３３５ － － ２,０５１
株式 ／ ／ ／ ／ ／ ／ ２,１５０ ２,１５０
その他の証券 ６７４ ９３０ ５０６ ９６ １３２ ３５ ３６ ２,４１２
うち外国債券 ６７４ ９１０ ４９８ ９６ １３２ ３５ ２５ ２,３７３

外国株式 ／ ／ ／ ／ ／ ／ １０ １０
貸付有価証券 － － － － － － － －

（注）自己株式は、「株式」に含めて記載しております。

公共債引受実績 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度

国債 ４５９ ５２３
地方債・政府保証債 １,０２１ １,１５６

合計 １,４８０ １,６８０

公共債および証券投資信託の窓口販売実績 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度

国債 ３ ２
地方債・政府保証債 ５ ０

合計 ８ ３

証券投資信託 － ３２

有価証券残高 （単位：億円、％）

(１)期末残高 (２)平均残高

平成９年度 平成１０年度 平成９年度 平成１０年度
国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

国債 ２,４８６ － ２,４８６ １,９０９ － １,９０９ ２,４０３ － ２,４０３ ２,１８３ － ２,１８３
（３０.８） (２３.６) (２８.０) （２０.７） (２９.８) (２１.４) （２８.３） （２１.８）

地方債 ５２０ － ５２０ ６８１ － ６８１ ４７４ － ４７４ ５４２ － ５４２
（６.５） (４.９) (１０.０) （７.４） (５.９) (４.２) （７.０） （５.４）

社債 ２,３４３ － ２,３４３ ２,０５１ － ２,０５１ ２,１５０ － ２,１５０ ２,２９７ － ２,２９７
（２９.０） (２２.３) (３０.１) （２２.３） (２６.７) (１９.２) （２９.８） （２２.９）

株式 ２,２８７ － ２,２８７ ２,１５０ － ２,１５０ ２,５７０ － ２,５７０ ２,２５２ － ２,２５２
（２８.３） (２１.７) (３１.５) （２３.４） (３１.９) (２２.９) （２９.２） （２２.５）

その他の証券 ４３５ ２,４６２ ２,８９８ ２８ ２,３８４ ２,４１２ ４６２ ３,１６５ ３,６２７ ４３５ ２,３０３ ２,７３９
（５.４） (１００) (２７.５) (０.４) （１００） （２６.２） (５.７) (１００) (３２.３) （５.７） （１００） （２７.４）

うち外国債券 ／ ２,４３９ ２,４３９ ／ ２,３７３ ２,３７３ ／ ３,１４２ ３,１４２ ／ ２,２８３ ２,２８３
外国株式 ／ １２ １２ ／ １０ １０ ／ １２ １２ ／ １４ １４

合計 ８,０７４ ２,４６２ １０,５３６ ６,８２０ ２,３８４ ９,２０４ ８,０６１ ３,１６５ １１,２２６ ７,７１２ ２,３０３ １０,０１５
（１００）（１００） （１００） （１００） （１００） （１００） （１００） （１００） （１００） （１００） （１００） （１００）

（注）１.（ ）内は構成比です。
２.貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しております。
３.国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。



57

財務データ

時価等情報

金銭の信託の時価等情報 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

貸借対照表価額 時価等 評価損益 うち評価益 うち評価損 貸借対照表価額 時価等 評価損益 うち評価益 うち評価損

金銭の信託 ２５,３１５ ２４,５９０ △７２５ ー ７２５ ２４,５８６ ２４,５８６ ー ー ー
（注）時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。

１.上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終の価格によっております。
２.店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

（単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

有価証券 公募債以外の内国非上場債券 ４９,７５１ ６８,４６７

残存償還期間１年以内の公募非上場債券 １６,５２２ ２６,３９５

内国債以外の非上場債券 １０６,３６６ １３６,６４６

非上場の関係会社株式 ４,９３８ ４,７００

クローズド期間中の投資信託受益証券 １,８２５ ２,８２６
５.特定取引勘定にて経理しております商品有価証券および特定取引有価証券については、時価評価を行い、当該評価損益を損益計算書に計上しておりますのでここでの記載を省略しております。

（単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

貸借対照表価額 時価相当額 評価損益 うち評価益 うち評価損 貸借対照表価額 時価相当額 評価損益 うち評価益 うち評価損

有価証券 債券 ３２５,０９９ ３２８,６７６ ３,５７６ ３,９２４ ３４７ ２６９,３８３ ２７４,３７６ ４,９９３ ６,１３３ １,１４０

株式 ９,２３４ ７,１５６ △２,０７７ ３,５７８ ５,６５５ ３,９４８ ８,５１７ ４,５６９ ４,８２０ ２５０

その他 ４１,７６０ １６,８４８△２４,９１１ ２１ ２４,９３３ ０ ４ ４ ４ ー

合計 ３７６,０９３ ３５２,６８１△２３,４１２ ７,５２４ ３０,９３６ ２７３,３３１ ２８２,８９９ ９,５６７ １０,９５８ １,３９１
非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券については日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利
回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益証券については基準価格によっております。

３.本表および上記（注）２.記載の「債券」、「株式」、「その他」の区分は、貸借対照表科目に合わせております。
４.時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの貸借対照表価額は、次のとおりであります。

有価証券の時価等情報 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

貸借対照表価額 時　価 評価損益 うち評価益 うち評価損 貸借対照表価額 時　価 評価損益 うち評価益 うち評価損

有価証券 債券 １４３,７０６ １４６,１８２ ２,４７５ ２,４７９ ４ ９９,９７８ １０２,３４５ ２,３６７ ２,９７３ ６０６

株式 ２０５,４８６ ２３４,４４７ ２８,９６０ ２９,０９２ １３１ １９７,５１６ ２１９,１７４ ２１,６５８ ３２,２３６ １０,５７８

うち自己株式 （１） （１） （０） （０） （ー） （３） （３） （０） （０） （ー）

その他 １３７,６１９ １４１,７８３ ４,１６４ ５,０１９ ８５５ １００,６９７ １０４,０５７ ３,３６０ ４,７２３ １,３６２

合計 ４８６,８１２ ５２２,４１３ ３５,６００ ３６,５９０ ９９０ ３９８,１９２ ４２５,５７８ ２７,３８６ ３９,９３３ １２,５４７
（注）１.本表記載の有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります。）を対象としております。なお、上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所における最終価格によっております。

ただし、平成１０年度の上場債券の時価は、主として、東京証券取引所の最終価格または日本証券業協会が発表する公社債店頭(基準）気配表に掲載されている価格によっております。
２.非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。

内国為替取扱高 （単位：千口、億円）

平成９年度 平成１０年度

送金為替 各地へ向けた分　口数 ３１,２２３ ３５,３３９
金額 ２５９,０４８ ２９２,２６０

各地より受けた分口数 ３４,１９８ ３５,１１０
金額 ３１９,１９６ ３０４,５８２

代金取立 各地へ向けた分　口数 ２４６ ２２８
金額 ４,０４９ ３,７３８

各地より受けた分口数 ８９ ６０
金額 １,０５８ ５３７

外国為替取扱高 （単位：百万米ドル）

平成９年度 平成１０年度

仕向為替 売渡為替 ３３,１９６ １４,９２９
買入為替 ２３２ ２３５

被仕向為替 支払為替 ３２,８７９ １４,６９９
取立為替 ４３２ ５４９

合計 ６６,７４１ ３０,４１２
（注）上記取扱高は、海外店分を含んでおります。

外貨建資産残高 （単位：百万米ドル）

平成９年度 平成１０年度

国内 海外 合計 国内 海外 合計
外貨建資産残高 ８３６ ２,１９２ ３,０２９ ６２３ ２,１６４ ２,７８８

為替・国際業務
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デリバティブ

当行は、お手持ちの外貨建資産等の為替リスクを回避したいというお客
さまのご要望にお応えするため、あるいは、当行の固定金利資産の利鞘の確
定のため、さらに、短期的な売買差益獲得等を目的とし、為替予約取引・金
利スワップ取引・金利先物取引等のデリバティブ取引を行っております。
これらの取引は、為替や金利の変動により損失が発生するリスク（市場リ

スク）や取引先の契約不履行により損失が発生するリスク（信用リスク）を内
包しておりますが、当行では、取引にあたりリスク管理を最重要事項と位置

づけ、ポジション限度額やロスカットルールの運用等により、リスクを厳格に
管理しております。
また、組織面でもデリバティブ取引のリスク管理部署として、経営企画部内
に「統合リスク管理室」を設け取引担当部署から独立してリスク管理を行って
おります。
なお、デリバティブ取引の与信相当額等については、次のとおりであります。

（単位：億円）

契約金額・想定元本額 与信相当額

平成９年度 平成１０年度 平成９年度 平成１０年度

金利スワップ ９,９７１ ８,５６７ １０５ １０９

通貨スワップ ５２９ １,０２０ ６９ ６２

先物外国為替取引 ９５３ １８３ ４２ ４

その他の金融派生商品 ９９ １０２ ０ １

合計 １１,５５３ ９,８７４ ２１８ １７７
（注）１.上記計数は、自己資本比率（国際統一基準）に基づくものであり、与信相当額の算出に当たってはカレント・エクスポージャー方式によっております。

２.与信相当額については、ネッティング（取引相手と結んだ全てのオフバランス取引の時価評価額を相殺し、ネットアウト後の金額を与信相当額とするもの）は行っておりません。
３.なお、国際統一基準の対象となっていない取引所取引、原契約期間が１４日以内の外国為替関連取引等の契約金額・想定元本額は次のとおりです。

（単位：億円）

契約金額・想定元本額

平成９年度 平成１０年度

先物外国為替取引 ５２５ ３７１

金利オプション（売） ６６ －

金利オプション（買） ３３０ －

その他の金融派生商品 ８５０ １２５

合計 １,７７１ ４９６

金利関連取引 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

契約額等 うち１年超 時　価 評価損益 契約額等 うち１年超 時　価 評価損益

金利先物 売建 ー ー ー ー ー ー ー ー

買建 ー ー ー ー ー ー ー ー

金利オプション 売建 コール ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

プット ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

買建 コール ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

プット ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

金利先渡契約 売建 ー ー　 ー ー ー ー ー ー

買建 ー ー　 ー ー ー ー ー ー

金利スワップ 受取固定・支払変動 ２８１,６６９ １３５,５６１ ３,６６９ ３,６６９ １６８,４０５ ５７,２８０ ３,６１９ ３,６１９

受取変動・支払固定 ４３２,１４３ ２９１,０２５ △１９,６１１ △１９,６１１ ２８９,０３４ １９４,２４２ △１５,１５８ △１５,１５８

受取変動・支払変動 ５,０１０ ５,０１０ ３８ ３８ ８,０７０ ７,５７１ ６２ ６２

金利オプション 売建 コール ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

プット ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

買建 コール ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

プット ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

その他 売建 ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

買建 ６６０（ー） ６６０ １ １ ６０２（ー） ６０２ ２ ２

合計 ／ ／ ／ △１５,９０２ ／ ／ ／ △１１,４７３
（注）１.時価の算定：取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によることにしております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

２.（ ）内は、貸借対照表に計上したオプション料であります。
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取引の状況に関する事項

取引の時価等に関する事項
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（単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

契約額等 時価 契約額等 時価

金利先物 売建 ５５,０００ ５５,００６ ー ー

買建 ５,０００ ４,９９９ ー ー

金利オプション 売建 コール ６,６０５（０） ０ ー（ー） ー

プット ー（ー） ー ー（ー） ー

買建 コール １９,８１５（２） ０ ー（ー） ー

プット １３,２１０（３） ０ ー（ー） ー

金利先渡契約 売建 ー ー ー ー

買建 ー ー ー ー

金利スワップ 受取固定・支払変動 １４６,６４９ ３,４３２ ２００,６４３ ４,１４１

受取変動・支払固定 １３１,６４９ △３,４９５ １９０,６４３ △４,２９６

受取変動・支払変動 ー ー ー ー

金利オプション 売建 コール ー（ー） ー ー（ー） ー

プット ー（ー） ー ー（ー） ー

買建 コール ー（ー） ー ー（ー） ー

プット ー（ー） ー ー（ー） ー

その他 売建 ９,３００（ー） △１３ ６,３００（ー） △１

買建 ９,３００（ー） １３ ６,３００（ー） １
（注）（ ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。

（参考）金利スワップ契約の内容 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

１年以内 １年～３年 ３年超 １年以内 １年～３年 ３年超

受取側固定スワップ想定元本 １９６,１０７ １７３,６７７ ５８,５３３ １４９,９６８ １５９,４７５ ５９,６０４

平均受取固定金利(%) １.７６ １.９８ ２.８６ １.６５ ２.３０ １.８６

平均支払変動金利(%) ０.８６ １.２７ ０.８９ ０.５０ １.５７ ０.４４

支払側固定スワップ想定元本 １８６,１１８ ２６５,２９８ １１２,３７５ １１９,７９１ ２５４,４７７ １０５,４０８

平均支払固定金利(%) ２.８５ ３.３６ ２.６７ ３.４６ ２.６５ １.９５

平均受取変動金利(%) １.１５ ２.２１ １.２５ １.６０ １.０９ ０.５５

受取変動・支払変動スワップ想定元本 ー １,９８１ ３,０２８ ４９８ ４,７７４ ２,７９７

平均受取変動金利(%) ー ６.１７ ６.１９ １.００ ５.７３ ４.５６

平均支払変動金利(%) ー ５.８３ ５.９０ ０.５８ ５.２３ ３.３４

合計 ３８２,２２６ ４４０,９５７ １７３,９３７ ２７０,２５８ ４１８,７２７ １６７,８１０
（注）上記計数は、バンキング取引およびトレーディング取引に含まれる金利スワップの契約内容です。

３. 特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上しておりますので前記記載から除いております。
特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度
契約額等 時価 契約額等 時価

通貨スワップ ５,２８４ ０ ー ー
うち米ドル ５,２８４ ０ ー ー

店
頭

店
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通貨関連取引 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度
契約額等 うち１年超 時価 評価損益 契約額等 うち１年超 時価 評価損益

通貨スワップ １６７,６５２ ４４,５９７ ４,５２３ ４,５２３ １４２,６９４ ３０,６３５ △１,０４３ △１,０４３
うち米ドル １３９,７７４ ２０,６９８ １,３５５ １,３５５ １１５,０９４ １３,７４２ △３,１８７ △３,１８７
うちスイスフラン １６,３８７ １６,３８７ ２,６９０ ２,６９０ ２３,７４７ １５,３３９ ２,１１５ ２,１１５
うちエキュ（ＥＣＵ） ８,０８１ ４,１００ ４８４ ４８４ ー ー ー ー
うちその他 ３,４１０ ３,４１０ △６ △６ ３,８５２ １,５５３ ２７ ２７

（注）１. 時価の算定 :割引現在価値により算定しております。
２. 特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。
特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。



60

与信関連取引 （単位：億円）

契約金額

平成９年度 平成１０年度

コミットメント ２２,２３５ ２０,７４０

保証取引 １,８１８ １,７０１

合計 ２４,０５３ ２２,４４２

（単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度
契約額等 契約額等

通貨先物 売建 ー ー

買建 ー ー

通貨オプション 売建 コール ー（ー） ー（ー）

プット ー（ー） ー（ー）

買建 コール ー（ー） ー（ー）

プット ー（ー） ー（ー）

為替予約 売建 ２０,８２３ ７,６３６

買建 ８,００９ ７,１８６

通貨オプション 売建 コール ー（ー） ２,７６６（７０）

プット ー（ー） ６０４（２１）

買建 コール ー（ー） ６０４（ー）

プット ー（ー） ２,７６６（５６）

その他 売建 ー（ー） ー（ー）

買建 ー（ー） ー（ー）

(注）( ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。
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債券関連取引 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

契約額等 うち１年超 時　価 評価損益 契約額等 うち１年超 時　価 評価損益

債券先物 売建 ３２,２０７ ー ３２,５４５ △３３８ １６,５９５ ー １６,５６２ ３３

買建 ー ー ー ー ー ー ー ー

債券先物オプション 売建 コール ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

プット ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

買建 コール ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

プット ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

債券店頭オプション 売建 コール ３０,０００ (１３０) ー　 ４８ ８１ ー（ー） ー ー ー

プット ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

買建 コール ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

プット ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

その他 売建 ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

買建 ー（ー） ー　 ー ー ー（ー） ー ー ー

合計 ／ ／ ／ △２５６ ／ ／ ／ ３３
(注）１.時価の算定：取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。

店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。
２.（ ）内は、貸借対照表に計上したオプション料であります。
３.特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上することとしております。
なお、平成９年度、平成１０年度ともに該当ありません。
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３. 先物為替予約、通貨オプション等につきましては、期末日に引き直しを行い、その損益を損益計算書に計上しておりますので、前記記載から除いております。なお、異なる通貨での資金調達・運用を動
機として行われる為替スワップ取引（資金関連スワップ）の契約額（平成９年度１１９,０７５百万円、平成１０年度４０,６５５百万円）を含めております。
引き直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

株式関連取引は該当ありません。

商品関連取引は該当ありません。

オフバランス
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経営諸比率

利益率 （単位：％）

平成９年度 平成１０年度

総資産経常利益率 ー ー

資本経常利益率 ー ー

総資産当期純利益率 ー ー

資本当期純利益率 ー ー

（注）平成９年度、平成１０年度とも、経常損失、当期純損失となったため、利益率はいずれも記載しておりません。

利鞘 （単位：％）

平成９年度 平成１０年度

国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

資金運用利回り ２.４０ ５.２８ ２.８６ ２.３２ ５.０５ ２.６３

資金調達原価 １.８５ ５.３０ ２.３７ １.６９ ５.１４ ２.０４

総資金利鞘 ０.５５ △０.０２ ０.４９ ０.６３ △０.０９ ０.５９

従業員１人当たりの預金・貸出金 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度

国内店 海外店 全店 国内店 海外店 全店

預金 １４ １３５ １４ １４ １０３ １５

貸出金 １３ ２９ １３ １３ ２１ １３
（注）１.預金額には譲渡性預金を含んでおります。

２.従業員数は期中平均人員を使用しております。なお、国内の従業員数には本部人員を含んでおります。

１店舗当たりの預金・貸出金 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度

国内店 海外店 全店 国内店 海外店 全店

預金 ４３７ ８１４ ４４５ ４４６ ５５３ ４４８

貸出金 ４０１ １７４ ３９６ ４０２ １１２ ３９６
（注）１.預金額には譲渡性預金を含んでおります。

２.店舗数には出張所を含んでおりません。

預貸率・預証率 （単位：％）

平成９年度 平成１０年度

期末 期中平均 期末 期中平均

預貸率 国内業務部門 ９２.７７ ９６.００ ９０.２７ ９２.９８

国際業務部門 ２１.４９ ３０.４３ ２３.１５ ３２.３７

計 ８９.０５ ８９.８５ ８８.３３ ８９.８５

預証率 国内業務部門 １３.０９ １３.３５ １０.７９ １２.５０

国際業務部門 ７２.５６ ５０.６２ １２６.６６ ６８.７０

計 １６.１９ １６.８４ １４.１４ １５.４０
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従業員の状況
平成９年度

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額

男性 ２,７４５（人) ３８(歳) ９(月) １６(年) ４(月) ５１２,１２７(円)

事務員 女性 １,８０７ ３０ １１ １１ １ ２７１,７７１

計 ４,５５２ ３５ ８ １４ ３ ４１６,７４５

男性 ２１３ ５２ ９ ９ ５ ３１８,６２０

庶務行員等 女性 ６ ５６ ８ ２２ １０ ２６４,６４７

計 ２１９ ５２ １０ ９ ９ ３１７,１４１

合　計 ４,７７１ ３６ ５ １４ １ ４１２,１７２

海外現地職員 ２７ ー ー ー

財務データ

従業員・店舗の推移

嘱託および臨時雇員の状況 （単位：人）

平成９年度 平成１０年度

嘱託 ９１ ８６

臨時雇員 ４１６ ４４４

地域別店舗数 （単位：店）

平成９年度 平成１０年度

千葉県 １５６ １５４

うち出張所 ２２ ２１

東京都 ８ ８

その他府県 １ １

海外 ３ ３

合計 １６８ １６６

両替出張所 ２ ２

海外駐在員事務所 ２ ２

平成１０年度

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額

男性 ２,７４８（人) ３９(歳) １(月) １６(年)７(月) ５１２,８４５(円)

事務員 女性 １,７１９ ３１ １０ １１ １０ ２７６,６２１

計 ４,４６７ ３６ ４ １４ ９ ４２１,９４１

男性 １９８ ５３ ５ １０ ２ ３１９,５９７

庶務行員等 女性 ５ ５７ ２ ２４ ９ ２５５,４９７

計 ２０３ ５３ ６ １０ ７ ３１８,０１８

合　計 ４,６７０ ３７ ０ １４ ７ ４１７,４２３

海外現地職員 ３２ ー ー ー

（注）１.従業員数は、嘱託および臨時雇員を含んでおりません。
２.平均給与月額は、３月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものです。
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連結情報

ちばぎんグループのご案内

企業集団の事業の内容

企業集団は、当行、子会社等２０社で構成され、銀行業務を中心

に、証券業務、リース業務などの金融サービスを提供しています。

営業の概況

当連結会計年度の金融経済環境につきましては、１２～１３ページ「業

績のご報告」に記載のとおりでありますが、このような環境のもとで、

業績の伸展と経営効率の向上に努めました結果、当連結会計年度の

業績は以下のとおりとなりました。

業容面では、預金の年度末残高は、６兆３,８７４億円となりました。ま

た、貸出金の年度末残高は、５兆７,８２８億円、有価証券の年度末残高

は９,２０５億円となりました。なお、総資産の年度末残高は、７兆６,６０１

億円となりました。

損益面につきましては、経常収益が２,４０４億６１百万円、経常費用が

３,２５５億７２百万円となり、この結果、経常損失は８５１億１０百万円とな

りました。これは資金の効率的な運用・調達や経営全般にわたる合理

化による経費の圧縮により収益力の強化を図る一方、より強固な安定

収益体質を構築するため、親会社において、貸倒引当の大幅な積み増

し等を実施したことによるものであります。また、当期純損失は４９３億

５９百万円となり、１株当たり当期純損失は６３円６８銭となりました。

なお、国際統一基準による自己資本比率は、９.２３％となりました。

企業集団の事業系統図 (平成１１年７月１日現在）

支店1 ニューヨーク支店�
子会社1 チバキャピタルファンディング（ケイマン）株式会社�

支店1 ロンドン支店�
子会社1 チバインターナショナル株式会社�

支店1 香港支店�
駐在員事務所2 上海駐在員事務所、シンガポール駐在員事務所�

本店ほか支店１４０　出張所１４　特別出張所６　両替出張所２　子会社等１８�
�

千
葉
銀
行�

�
米 州 �

欧 州 �

ア ジ ア �

国 内 �

主に当行のために銀行業務に関する事務の代行を行っている会社�

 株式会社　総武�

 ちばぎんキャッシュビジネス株式会社�

 ちばぎんスタッフサービス株式会社�

 ちばぎんビジネスサービス株式会社�

 ちばぎん総合管理株式会社�

 ちばぎんローンビジネスサポート株式会社�

お客さまに対し総合金融サービスを提供している会社�

 ちばぎん保証株式会社�

 ちばぎんジェーシービーカード株式会社�

 ちばぎんキャピタル株式会社�

 ちばぎん投資顧問株式会社�

 ちばぎんリース株式会社�

 ちばぎんファクター株式会社�

 ちばぎんディーシーカード株式会社�

 株式会社ちばぎん総合研究所�

 ちばぎんコンピューターサービス株式会社�

 中央証券株式会社、およびその子会社等２社�

�

�
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株式会社総武
〒２６２-００２５ 千葉市花見川区花園１-７-１２ ＴＥＬ:０４３-２７６-５１２１

ちばぎんキャッシュビジネス株式会社
〒２６０-８７２０ 千葉市中央区千葉港１-２ ＴＥＬ:０４３-２４７-５５４０

ちばぎんスタッフサービス株式会社
〒２６０-８７２０ 千葉市中央区千葉港１-２ ＴＥＬ:０４３-２４４-３２１１

ちばぎんビジネスサービス株式会社
〒２６０-８７２０ 千葉市中央区千葉港１-２ ＴＥＬ:０４３-２４７-０７９１

ちばぎん総合管理株式会社
〒２６０-８７２０ 千葉市中央区千葉港１-２ ＴＥＬ:０４３-２４７-４２１１

ちばぎんローンビジネスサポート株式会社
〒２６３-００３１ 千葉市稲毛区稲毛東３-１７-５ ＴＥＬ:０４３-２３８-９７７１

ちばぎん保証株式会社
〒２６３-００３１ 千葉市稲毛区稲毛東３-１７-５ ＴＥＬ:０４３-２４７-５７５１

ちばぎんジェーシービーカード株式会社
〒２６０-００１５ 千葉市中央区富士見１-１４-１１ ＴＥＬ:０４３-２２５-２６１１

ちばぎんキャピタル株式会社
〒２６０-８７２０ 千葉市中央区千葉港１-２ ＴＥＬ:０４３-２４８-８８２２

ちばぎん投資顧問株式会社
〒１０３-００２２ 東京都中央区日本橋室町１-５-３ＴＥＬ:０３-３２４１-８０２１

ちばぎんリース株式会社
〒２６２-００２５ 千葉市花見川区花園２-１-２２ ＴＥＬ:０４３-２７５-８００１

ちばぎんファクター株式会社
〒２６０-００１６ 千葉市中央区栄町３９-１０ ＴＥＬ:０４３-２２５-６３３６

ちばぎんディーシーカード株式会社
〒２６０-００１５ 千葉市中央区富士見１-１４-１１ ＴＥＬ:０４３-２２５-８４１１

株式会社ちばぎん総合研究所
〒２６３-００４３ 千葉市稲毛区小仲台２-３-１２ ＴＥＬ:０４３-２０７-０６２１

ちばぎんコンピューターサービス株式会社
〒２６６-００１６ 千葉市緑区椎名崎町９９２-６ ＴＥＬ:０４３-２９２-８８８１

中央証券株式会社*
〒１０３-００１３ 東京都中央区日本橋人形町３-８-１ ＴＥＬ:０３-３６６０-４７００

海外現地法人

チバインターナショナル株式会社
Atlas House, 1 King Street, London EC2V 8AU The United Kingdom 
TEL : 44-171-315-3115 

チバキャピタルファンディング（ケイマン）株式会社
Ugland House, P.O.Box 309, George Town, Grand Cayman,
Cayman Islands, British West Indies 

*中央証券の営業支店（全１７店舗）
本店営業部（東京都）、千葉支店、銚子支店、茂原支店、木更津支店、市原支店、旭支店、八千代支店、佐原支店、東金支店、
勝浦支店、柏支店（以上千葉県）、久喜支店（埼玉県）、南つくば支店（茨城県）、東信支店、上田支店（以上長野県）、大阪支店（大阪府）。
中央証券株式会社の子会社等として、株式会社中央調査情報センター、中央ビル興産株式会社があります。

会社名 主な業務内容 会社概要

千葉銀行用店舗・厚生施設の賃貸・保守・管理、
調度品・消耗品等の調達・販売業務

現金・有価証券等の集金、精査、整理、
輸送業務

人材派遣業務

事務の集中処理業務

千葉銀行の貸出金等に関わる競落不動産の
保有および売却に関する業務

担保不動産に係る調査・評価業務

住宅ローン等に係る信用保証業務

クレジットカード業務

自己資本の充実、株式公開・上場などに
関するコンサルティング業務

投資顧問業務

リース業務

集金代行業務、信用保証業務

クレジットカード業務

情報・調査業務、コンサルティング業務

ソフトウェアの開発、計算受託業務

証券業務

有価証券の引受・売買および
有価証券投資業務

金融業務

設立： 昭和３４年９月７日
資本金： ２０百万円
当行出資比率： １００％

設立： 昭和５８年３月１日
資本金： ２０百万円
当行出資比率： １００％

設立： 平成元年１２月２２日
資本金： ２０百万円
当行出資比率： １００％

設立： 平成５年２月３日
資本金： ２０百万円
当行出資比率： １００％

設立： 平成７年６月２９日
資本金： ４５０百万円
当行出資比率： １００％

設立： 平成１１年７月１日
資本金： ２０百万円
当行出資比率： １００％

設立： 昭和５３年５月１日
資本金： ５０百万円
当行出資比率： ２５％
当行子会社等出資比率： ４１％

設立： 昭和５７年１１月１日
資本金： ５０百万円
当行出資比率： ２５％
当行子会社等出資比率： ３０％

設立： 昭和５９年５月２９日
資本金： １００百万円
当行出資比率： ２５％
当行子会社等出資比率： ３０％

設立： 昭和６１年３月３１日
資本金： ２００百万円
当行出資比率： ２５％
当行子会社等出資比率： ４０％

設立： 昭和６１年１２月１５日
資本金： １００百万円
当行出資比率： ５％
当行子会社等出資比率： ５０％

設立： 平成元年２月３日
資本金： ５０百万円
当行出資比率： ５％
当行子会社等出資比率： ７５％

設立： 平成元年２月１６日
資本金： ５０百万円
当行出資比率： ５％
当行子会社等出資比率： ９０％

設立： 平成２年２月２８日
資本金： １５０百万円
当行出資比率： ５％
当行子会社等出資比率： ７０％

設立： 昭和５５年４月１日
資本金： １５０百万円
当行出資比率： ４％
当行子会社等出資比率： ５４％

設立： 昭和１９年３月２７日
資本金： ４,３７４百万円
当行出資比率： ４１.２８％
当行子会社等出資比率： ６.７７％

設立： 平成４年３月２日
資本金： ６百万英ポンド
当行出資比率： １００％

設立： 平成１０年１月１３日
資本金： １千米ドル
当行出資比率： １００％

平成１１年７月１日現在
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連結貸借対照表 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

資産の部 現金預け金 ／ ２０４,１０４
買入金銭債権 ／ ５２
特定取引資産 ／ １８６,６５４
金銭の信託 ／ ２８,６２４
有価証券 ／ ９２０,５６５
貸出金 ／ ５,７８２,８０８
外国為替 ／ ３,４４６
その他資産 ／ １１４,８５５
動産不動産 ／ １２２,８７７
繰延税金資産 ／ １２２,５５１
支払承諾見返 ／ １７３,５７０

資産の部合計 ／ ７,６６０,１１１

負債の部 預金 ／ ６,３８７,４０９
譲渡性預金 ／ １０３,６７０
コールマネーおよび売渡手形 ／ １,８８８
特定取引負債 ／ ４,４３３
借用金 ／ １５８,４０１
外国為替 ／ ９７３
社債 ／ １７,０００
その他負債 ／ ２６２,６２７
貸倒引当金 ／ １８７,２７３
退職給与引当金 ／ １３,６９２
債権売却損失引当金 ／ １９,７１１
特別法上の引当金 ／ １２０
再評価に係る繰延税金負債 ／ ９,４５６
連結調整勘定 ／ ３,２５５
支払承諾 ／ １７３,５７０

負債の部合計 ／ ７,３４３,４８５

少数株主持分 少数株主持分 ／ ９,５１７

資本の部 資本金 ／ １０６,８８１
資本準備金 ／ ８４,０４０
再評価差額金 ／ １３,２７５
連結剰余金 ／ １０４,５７９
計 ／ ３０８,７７５

自己株式 ／ ３
子会社の所有する親会社株式 ／ １,６６３

資本の部合計 ／ ３０７,１０８

負債、少数株主持分および資本の部合計 ／ ７,６６０,１１１

連結情報

連結財務諸表

平成１０年度の連結貸借対照表、連結損益計算書および連結剰余金計算書
は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、センチュリー監査法人の監査
を受けております。

なお、平成９年度以前については、子会社は当企業集団の財政状態および
経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいと認め
られるため、連結貸借対照表、連結損益計算書および連結剰余金計算書は
作成しておりません。
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連結損益計算書 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

経常収益 ／ ２４０,４６１
資金運用収益 ／ １９３,１６６
貸出金利息 ／ １４８,９４２
有価証券利息配当金 ／ ２６,０４６
コールローンおよび買入手形利息 ／ ７０２
預け金利息 ／ ９,１０５
その他の受入利息 ／ ８,３６８
役務取引等収益 ／ ２２,３７９
特定取引収益 ／ １,２２３
その他業務収益 ／ ８,４４５
その他経常収益 ／ １５,２４６

経常費用 ／ ３２５,５７２
資金調達費用 ／ ６５,２０３
預金利息 ／ ３７,３０９
譲渡性預金利息 ／ ２,２９２
コールマネーおよび売渡手形利息 ／ ２,２８７
コマーシャル・ペーパー利息 ／ ０
借用金利息 ／ ３,６７１
その他の支払利息 ／ １９,６４１
役務取引等費用 ／ ６,８２８
特定取引費用 ／ ４７０
その他業務費用 ／ ５,７８５
営業経費 ／ ８７,４９８
その他経常費用 ／ １５９,７８６
貸倒引当金繰入額 ／ ９４,１６１
その他の経常費用 ／ ６５,６２５

経常利益（△は経常損失） ／ △８５,１１０

特別利益 ／ １,１５５
動産不動産処分益 ／ ５８３
償却債権取立益 ／ １９８
その他の特別利益 ／ ３７３

特別損失 ／ ７０８
動産不動産処分損 ／ ７０８

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失） ／ △８４,６６３
法人税、住民税および事業税 ／ ２０５
法人税等調整額 ／ △３４,９８０
少数株主利益（△は少数株主損失） ／ △５２８

当期純利益（△は当期純損失） ／ △４９,３５９

連結剰余金計算書 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

連結剰余金期首残高 ／ １５７,８１９
その他の剰余金期首残高 ／ ２２,８１１
利益準備金期首残高 ／ ４８,０６３
過年度税効果調整額 ／ ８６,９４３

連結剰余金減少高 ／ ３,８７９
配当金 ／ ３,８７９

当期純利益（△は当期純損失） ／ △４９,３５９
連結剰余金期末残高 ／ １０４,５７９
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連結情報

１．連結の範囲に関する事項
子会社の範囲等は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省

令第１３６号）附則第２項の規定に基づき、同省令により改正

された連結財務諸表規則を適用しております。

（１）連結子会社 １０社
b 株式会社 総武

bちばぎんキャッシュビジネス株式会社

bちばぎんスタッフサービス株式会社

bちばぎんビジネスサービス株式会社

bちばぎん総合管理株式会社

bチバインターナショナル株式会社

bチバキャピタルファンディング（ケイマン）株式会社

bちばぎん保証株式会社

bちばぎんリース株式会社

b中央証券株式会社

（２）非連結子会社
bちばぎんコンピューターサービス株式会社

bちばぎんジェーシービーカード株式会社

bちばぎんキャピタル株式会社

bちばぎん投資顧問株式会社

bちばぎんファクター株式会社

bちばぎんディーシーカード株式会社

b株式会社ちばぎん総合研究所

b株式会社中央調査情報センター

b中央ビル興産株式会社

非連結子会社の総資産、経常収益、当期純損益（持分に

見合う額）および剰余金（持分に見合う額）のそれぞれの合

計額は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてお

りません。

２．持分法の適用に関する事項
関連会社の範囲等は、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵

省令第１３６号）附則第２項の規定に基づき、同省令により改

正された連結財務諸表規則を適用しております。

（１）持分法適用の非連結子会社 ７社

bちばぎんコンピューターサービス株式会社

bちばぎんジェーシービーカード株式会社

bちばぎんキャピタル株式会社

bちばぎん投資顧問株式会社

bちばぎんファクター株式会社

bちばぎんディーシーカード株式会社

b株式会社ちばぎん総合研究所

（２）持分法適用の関連会社 ０社

（３）持分法非適用の非連結子会社

b株式会社中央調査情報センター

b中央ビル興産株式会社

（４）持分法非適用の関連会社

b該当なし

持分法非適用の非連結子会社の当期純損益（持分に見合

う額）および剰余金（持分に見合う額）のそれぞれの合計額は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
（１）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

１２月末日 ２社

３月末日 ８社

（２）１２月末日を決算日とする連結子会社については、それぞ

れの決算日の財務諸表により連結しております。

連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引に

ついては必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
（１）特定取引資産・負債の評価基準および収益・費用の計上

基準

親会社の保有する特定取引資産・負債の評価基準および

収益・費用の計上基準は次のとおりであります。

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の

指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益

を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、

取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資

産」および「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引か

らの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」および「特定

取引費用」に計上しております。

特定取引資産および特定取引負債の評価は、有価証券お

よび金銭債権等については連結決算日の時価により、スワ

ップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決

算日において決済したものとみなした額により行っており

ます。

また、特定取引収益および特定取引費用の損益計上は、

連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等に

ついては前会計年度末と当会計年度末における評価損益の

増減額を、派生商品については前会計年度末と当会計年度

末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えて

おります。

（２）有価証券の評価基準および評価方法

親会社の保有する有価証券の評価基準および評価方法は

次のとおりであります。

（イ）有価証券の評価は、移動平均法による原価法により行っ

ております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託にお

いて信託財産として運用されている有価証券の評価は、

上記（イ）と同じ方法により行っております。

連結子会社の保有する有価証券については、主として移

動平均法による低価法を適用しております。

（３）動産不動産の減価償却の方法

親会社の動産不動産は、全国銀行協会の定める銀行業に

おける決算経理基準に基づき、それぞれ次のとおり償却し

ております。

建　物：定率法を採用し、税法基準の償却率による。

動　産：定率法を採用し、税法基準の償却率による。

その他：税法の定める方法による。

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年

数に基づき、主として定率法により償却しております。

（４）貸倒引当金の計上基準

親会社の貸倒引当金は、全国銀行協会の定める銀行業に

おける決算経理基準に基づき、あらかじめ定めている償却・

引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検

証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に

規定する正常先債権および要注意先債権に相当する債権に

ついては、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間におけ

る各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き

当てております。破綻懸念先債権に相当する債権について

は、債権額から担保および保証による回収可能見込額を控

除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てておりま

す。破綻先債権および実質破綻先債権に相当する債権につ

いては、債権額から、担保の処分可能見込額および保証に

よる回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等

に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定とし

て引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関

連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づい

て上記の引当を行っております。

連結子会社の貸倒引当金は、過去の貸倒実績等を勘案し

て必要と認めた額を引き当てております。

（５）退職給与引当金の計上基準

親会社の退職給与引当金は、全国銀行協会の定める銀行

業における決算経理基準に基づき、自己都合退職による期

末要支給額に相当する額を引き当てております。

なお、親会社は退職金制度の一部に調整年金制度を採用

しており、また、主要な連結子会社も年金制度を採用してお

ります。

（６）債権売却損失引当金の計上基準

親会社は、（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保

付債権および債権流動化により売却した不動産担保付債権

の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見

積り、必要と認められる額を計上しております。

（７）特別法上の引当金の計上基準

特別法上の引当金は、親会社および中央証券株式会社が

計上した証券取引責任準備金であり、次のとおり計上して

おります。

証券取引責任準備金

証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補填に

充てるため、親会社は証券取引法第６５条の２第７項におい

て準用する同法第５１条および金融機関の証券業務に関する

命令第３２条に定めるところにより、中央証券株式会社は証

券取引法第５１条および証券会社に関する命令第３５条に定

めるところにより算出した額を計上しております。

（８）外貨建資産・負債の換算基準

親会社の外貨建資産・負債については、連結決算日の為

替相場による円換算額を付しております。ただし、A外国

法人に対する出資に係る資産（外貨にて調達したものを除

く）、Bその他銀行が直物外貨建資産残高に算入することが

適当でないと定めた外貨建資産については取得時の為替相

場によっております。海外支店勘定については、連結決算日

の為替相場による円換算額を付しております。

連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの

決算日等の為替相場により換算しております。

（９）リース取引の処理方法

親会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（１０）消費税等の会計処理

親会社および国内連結子会社の消費税および地方消費税

の会計処理は、主として税抜方式によっております。

５．投資勘定と資本勘定との
相殺消去に関する事項
投資勘定と、これに対応する連結子会社の資本勘定は、

その取得日を基準として相殺消去しております。

相殺消去差額については、原則として発生原因に基づき

適切な処理を行うこととしており、原因分析が困難なものは

連結調整勘定として処理し、発生年度に全額償却しており

ます。ただし、中央証券株式会社に係る連結調整勘定は発

生年度以降５年間で均等償却しております。

６．未実現損益の消去に関する事項
連結にかかる未実現損益は全額消去しております。

ただし、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す

る規則の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１３６号）

により改正された連結財務諸表規則の適用により、当連結会

計年度から新たに連結または持分法適用の範囲に含めるこ

ととなった子会社に係る未実現損益につきましては、期首以

降に行われた内部取引に係るものを消去しております。

７．在外連結子会社等の財務諸表項目の
換算に関する事項
在外連結子会社の財務諸表項目の円貨への換算は、「『外

貨建取引等会計処理基準の改訂について（平成７年５月２６日

付企業会計審議会報告）』の取扱いについて」（平成７年６月

７日付蔵証第７６７号）に基づき行っております。

連結財務諸表作成のための基本となる事項
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８．利益処分項目等の取り扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利

益処分に基づいて作成しております。

９．法人税等の期間配分の処理に関する事項
連結会社の法人税その他利益に関連する金額を課税標準

として課される租税（以下「法人税等」という。）については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第

３項の規定に基づき、同省令により改正された連結財務諸

表規則第１１条に規定する税効果会計を適用しております。

連結貸借対照表関係
１.有価証券には、非連結子会社の株式１,６０１百万円を含ん

でおります。

２.貸出金のうち、破綻先債権額は４０,３６４百万円、延滞債権

額は１４３,８３６百万円であります。

破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期

間継続していることその他の事由により元本または利息の取

立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上

しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭

和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲

げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸

出金であります。

延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債

権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的と

して利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３.貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２３,４０９百万円で

あります。

３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定

支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債

権および延滞債権に該当しないものであります。

４.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１０７,６７４百万円で

あります。

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を

図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め

を行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延

滞債権に該当しないものであります。

５.破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額および

貸出条件緩和債権額の合計額は３１５,２８５百万円であります。

６.土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律

第３４号）に基づき、親会社の事業用の土地の再評価を行っ

ております。なお、評価差額については、平成１１年３月３１日

の同法律の改正により、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上

しております。

再評価を行った年月日　平成１０年３月３１日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日

公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年

法律第６９号）第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の

基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定め

て公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格

補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な

調整を行って算出

同法第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会

計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後

の帳簿価額の合計額との差額７,６９０百万円

７.動産不動産の減価償却累計額９１,７３４百万円

８.借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である

旨の特約が付された劣後特約付借入金１０２,０００百万円が含

まれております。

９.社債１７,０００百万円は、劣後特約付社債であります。

連結損益計算書関係
１.その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

（１）投資信託受益証券解約差損金 ２４,４２２百万円

（２）債権売却損失引当金純繰入額 １１,１０１百万円

（３）債権売却損 ６,７９３百万円

（４）株式等償却 ５,９５３百万円

（５）所有不動産評価損 ３,６５５百万円

リース取引関係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

（借手側）
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額お

よび年度末残高相当額

動産 その他 合計

取得価額相当額 ３３５百万円 －百万円 ３３５百万円

減価償却累計額相当額 １７３百万円 －百万円 １７３百万円

年度末残高相当額 １６２百万円 －百万円 １６２百万円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高が有形固定資
産の年度末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
によっております。

・未経過リース料年度末残高相当額

１年内 １年超 合計

４９百万円 １１３百万円 １６２百万円

（注）未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リース料年度末
残高が有形固定資産の年度末残高等に占めるその割合が低い
ため、支払利子込み法によっております。

・支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 ５２百万円

減価償却費相当額 ５２百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

（貸手側）
・リース物件の取得価額、減価償却累計額および年度末残高

動産 その他 合計

取得価額 ３９,５７１百万円 ３,１９８百万円 ４２,７７０百万円

減価償却累計額 １８,９４６百万円 １,５１２百万円 ２０,４５８百万円

年度末残高 ２０,６２５百万円 １,６８６百万円 ２２,３１１百万円

・未経過リース料年度末残高相当額

１年内 １年超 合計

７,９６３百万円 １７,９２９百万円 ２５,８９３百万円

（注）未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リース料および
見積残存価額の合計の年度末残高が、営業債権の年度末残高
等に占める割合が低いため、受取利子込み法によっております。

・受取リース料および減価償却費

受取リース料 ８,００９百万円

減価償却費 ６,６６６百万円

２．オペレーティング・リース取引

（借手側）
・未経過リース料

１年内 １年超 合計

－百万円 －百万円 －百万円

（貸手側）
・未経過リース料

１年内 １年超 合計

４３百万円 ４百万円 ４７百万円

税効果会計関係
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 ５７,４８２百万円

債権売却損失引当金損金算入限度超過額 ８,２００百万円

退職給与引当金損金算入限度超過額 ３,５１７百万円

繰越欠損金 ４７,３４９百万円

その他 １０,４１５百万円

繰延税金資産合計 １２６,９６５百万円

繰延税金負債

有価証券評価損 △４,３８８百万円

その他 △２５百万円

繰延税金負債合計 △４,４１４百万円

繰延税金資産（負債）の純額 １２２,５５１百万円

１株当たり情報
１株当たり純資産額 ３９６.４９円

１株当たり当期純利益 △６３.６８円

（△は１株当たり当期純損失）

（注）なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益額について

は、潜在株式がないので記載しておりません。

重要な後発事象
親会社は、平成１１年６月８日開催の取締役会において、運

転資金に充当するため、下記のとおり第３回無担保転換社債

の発行を決議し、その払込金を受領いたしました。

その概要は次のとおりであります。

（１）発行総額　　３００億円

（２）発行価額　　額面１００円につき金１００円

（３）利　　率　　本社債には利息を付さない

（４）転換価額　　４７７円

（５）払込期日　　平成１１年６月２４日

（６）償還期限　　平成１３年３月３０日

注記事項
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連結自己資本比率（国際統一基準） (単位：百万円､％)

平成９年度 平成１０年度

基本的項目 資本金 － １０５,２１３

うち非累積的永久優先株 － －

新株式払込金 － －

資本準備金 － ８４,０４０

連結剰余金 － １０２,６３０

連結子会社の少数株主持分 － ９,５１７

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 － －

営業権相当額（△） － －

連結調整勘定相当額（△） － －

計 （Ａ） ３６５,５８０ ３０１,４０２

補完的項目 有価証券含み益の４５％相当額 １３,０７８ ５６

再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％ １０,５５７ １０,２２９

一般貸倒引当金 １７,７２１ ４５,７０１

負債性資本調達手段等 ８０,２００ １１１,８００

計 １２１,５５６ １６７,７８７

うち自己資本への算入額 （Ｂ） １２１,５５６ １６７,７８７

準補完的項目 短期劣後債務 － －

うち自己資本への算入額 （Ｃ） － －

自己資本総額（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） （Ｄ） ４８７,１３７ ４６９,１８９

控除項目 他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額 （Ｅ） － －

自己資本（Ｄ）－（Ｅ） （Ｆ） ４８７,１３７ ４６９,１８９

リスク・アセット等 資産（オン・バランス）項目 ５,２８８,４５６ ４,８８５,６０２

オフ・バランス取引項目 １９３,７３１ １７９,５３６

信用リスク・アセットの額 （Ｇ） ５,４８２,１８８ ５,０６５,１３９

マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額 （Ｈ） ５,１９１ １５,２６７

（参考）マーケット・リスク相当額 （Ｉ） ４１５ １,２２１

計（Ｇ）+(Ｈ) （Ｊ） ５,４８７,３７９ ５,０８０,４０６

連結自己資本比率（国際統一基準） ８.８７ ９.２３

６.６６ ５.９３（参考）

（注） 自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、当行は、国際統一基準を適用のうえ、マーケット・リスク規制を導入しております。

（A）
（J）

（F）
（J）

連結情報

連結自己資本比率

x１００

x１００
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最近の業績の推移 （単位：百万円）

平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度

連結経常収益 ／ ／ ／ ／ ２４０,４６１
連結経常利益（△は連結経常損失） ／ ／ ／ ／ △８５,１１０
連結当期純利益（△は連結当期純損失） ／ ／ ／ ／ △４９,３５９
連結純資産額 ／ ／ ／ ／ ３０７,１０８
連結総資産額 ／ ／ ／ ／ ７,６６０,１１１
連結ベースの１株当たり純資産額（円） ／ ／ ／ ／ ３９６.４９
連結ベースの１株当たり当期純利益（△は連結ベースの１株当たり当期純損失）（円） ／ ／ ／ ／ △６３.６８
連結自己資本比率（国際統一基準）（％） ９.４２ ９.４４ ９.１９ ８.８７ ９.２３

リスク管理債権額 （単位：億円）

平成９年度 平成１０年度

破綻先債権額 ／ ４０３
延滞債権額 ／ １,４３８
３カ月以上延滞債権額 ／ ２３４
貸出条件緩和債権額 ／ １,０７６

合　　計 ／ ３,１５２

３．国際業務経常収益 （単位：百万円）

平成９年度 平成１０年度

国際業務経常収益 ／ ３６,１５０
連結経常収益 ／ ２４０,４６１
国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合（％） ／ １５.０

セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報
連結会社は銀行業以外に一部で証券、リースなどの事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セ
グメント情報は記載しておりません。

２．所在地別セグメント情報
全セグメントの経常収益の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも９０％を超えているため、連結財務諸表規則
取扱要領第３９の４に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

（注）１．一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

２.国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定における諸取引、親会社の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（た
だし、連結会社間の内部経常収益を除く）でこうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国または地域毎のセグメント情報は記載しておりません。

連結情報

その他の連結財務データ

（注）１. 平成１０年度の連結財務諸表における子会社・関連会社の範囲および税効果会計につきましては、それぞれ「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令
第１３６号）附則第２項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項に基づき、これらの省令により改正された連結財務諸表規
則および財務諸表等規則の規定を適用しております。

２.親会社および国内連結子会社の消費税および地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。

３.連結ベースの１株当たり当期純損失は期中平均株数により算出しております。

４.平成９年度までは連結自己資本比率のみ算出しております。
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業務純益

銀行の基本的な業務の成果を示す銀行固有の利益指標です。

これは、貸出金や有価証券等の資金運用収益から預金等の資金調達費用を差

し引いた「資金利益」、各種手数料収支を示す「役務取引等利益」、市場業務取引

等による損益を示す「特定取引利益」、債券や外国為替の売買損益を示す「その

他業務利益」の４つを合計した「業務粗利益」から、「一般貸倒引当金繰入額」お

よび臨時経費を除く「経費」を控除することにより算出します。なお、この業務

純益は、損益計算書の中には記載されておりません。

破綻先債権

元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の事由によ

り元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計

上しなかった貸出金のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金が

対象となります。

１.会社更生法の規定による更生手続きの開始の申し立てがあった債務者

２.破産法の規定による破産の申し立てがあった債務者

３.和議法の規定による和議の開始の申し立てがあった債務者

４.商法の規定による整理開始の申し立て、または特別清算の開始の申し立てが

あった債務者

５.手形交換所において取引の停止処分を受けた債務者

６.海外の法律により、上記に準ずる法律上の整理手続きの開始の申し立てが

あった債務者

延滞債権

将来において償却すべき債権となる可能性のある債権をいい、具体的には、未

収利息不計上貸出金のうち、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

３カ月以上延滞債権

元金または利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で、破綻先債権および延滞債権に該当しない貸出金です。

貸出条件緩和債権

経済的困難に陥った債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金

利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利

となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞

債権に該当しない貸出金です。

破産更生債権およびこれらに準ずる債権

破産、会社更生、和議等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債

権およびこれらに準ずる債権です。

危険債権

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化

し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高

い債権です。

要管理債権

「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」「危険債権」」を除く３カ月以上延滞

債権および貸出条件緩和債権です。

正常債権

債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、「破産更生債

権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外のものに区分さ

れる債権です。

連結情報

用語のご説明

リスク管理債権

「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」
に基づく開示債権
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